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第１章 計画策定の概要 

第１節 計画策定の背景 

１．令和７（2025）年とさらにその先の将来を見据えて 

《高齢化及び単身世帯化の進展》 

国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人口（平成 29 年推計）によれば、日本の高

齢化率は令和７（2025）年に 30.0％、令和 22（2040）年には 35.3％に達すると見込まれ

ています。高齢化率はその後もさらに上昇を続け、令和 47（2065）年には 38.4％、国民

の約 2.6 人に１人が 65 歳以上となる社会が到来すると推計されています（いずれも、出

生中位推計）。 

新宿区においても、国勢調査（2015 年）に基づく新宿区将来人口推計（新宿区新宿自

治創造研究所）によれば、15～64 歳の生産年齢人口の構成割合が減少する中、高齢化率

は令和 7（2025）年に 19.1％、令和 22（2040）年には 22.5％になると見込まれています。

さらに、令和 47（2065）年には 28.4％に達し、新宿区の人口の４分の１以上を高齢者が

占める見通しとなっています。また、新宿区の 65 歳以上人口に占める単身者の割合は、

国勢調査（2015 年）によれば、平成 27（2015）年に 33.4％で、約３人に１人が一人暮ら

しで、これは東京 23 区の中で３番目に高い状況となっており、今後もさらに単身化が進

んでいくものと推計されています。 
 

図表１ 年齢区分別将来推計人口割合の推移―新宿区（～令和47年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※出典：研究所レポート2017「2015年国勢調査に基づく新宿区将来人口推計」（新宿区新宿自治創造研究所）（一部改変）  
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《地域包括ケアシステムの推進》 

このような状況を踏まえ、団塊の世代が 75 歳以上となる令和７（2025）年と、さらに

はその先の令和 22（2040）年を見据えた取組を進めていくことが必要となります。高齢

者が可能な限り住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることがで

きる地域づくりに向けて、個人の尊厳の保持と自立生活の支援が重要になります。その

ためには、「医療」「介護」「住まい」「介護予防・生活支援」等が包括的に提供される「地

域包括ケアシステム」のさらなる推進と介護保険制度の持続的な運営により、地域の実

情に応じた高齢者福祉施策の推進や介護保険サービスをより一層充実させていくことが

求められています。 

 

 

 

 

 

 

《災害や感染症対策に係る体制整備》 

 地域包括ケアシステムの推進にあたっては、近年の災害の発生状況や、新型コロナウ

イルス感染症の流行を踏まえ、防災や感染症対策についての周知啓発や、災害・感染症

発生時の支援・応援体制を構築するなど、日頃から体制を整えておくことが重要です。

災害や感染症に対する取組等は、「新宿区地域防災計画」や「新宿区新型インフルエンザ

等対策行動計画」との整合を図り進めていきます。 

 また、「新たな日常」(※)の中においても地域包括ケアシステムが持続するよう、各施

策においては、情報通信技術（ＩＣＴ）活用など新しい取組を含め推進していきます。  

地域包括ケアシステムとは、生活の中心となる住まいにおいて、できる限り自身が元気で自
立した暮らしを送るための介護予防に努めることを基本とし、安心した日常生活を送るための
生活支援が受けられ、万が一、医療や介護が必要になっても、高齢者本人やその家族等が、地
域の様々な支援や専門的なサービスを包括的に利用することによって、可能な限り在宅で生活
できるようなしくみのことです。 

※出典：厚生労働省資料 
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２．介護保険制度改正の経緯 

《これまでの介護保険法等の改正》 

介護保険制度は平成 12（2000）年にスタートしました。平成 27（2015）年に団塊の世

代が高齢者となることを見据えて平成 18（2006）年に介護保険法の改正が行われ、介護

予防重視型のシステム確立に向けて動き出しました。 

平成 24（2012）年には、高齢者が住み慣れた地域で様々な支援を受けながら安心して

暮らし続けるための「地域包括ケアシステム」推進の取組がスタートし、平成 26（2014）

年の法改正では、地域包括ケアシステムの構築に向け、全国一律の予防給付を市区町村

が取り組む地域支援事業に移行し、多様化がすすめられました。平成 29（2017）年には

「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律」が成立し、

高齢者の自立支援と要介護状態の重度化防止、地域共生社会の実現を図るとともに、介

護保険制度の持続可能性の確保が大きな柱になっています。 

 

《地域共生社会の実現に向けて》 

平成 29（2017）年に、地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法の改正とあわ

せて、「地域共生社会」の実現に向けた地域づくり・包括的な支援体制の整備を行うため

の社会福祉法の改正が行われました。地域共生社会とは、高齢者介護、障害福祉、児童福

祉、生活困窮者支援などの制度・分野ごとの枠や、『支える側』『支えられる側』という従

来の関係を超えて、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会

です。高齢者の地域での生活を支える地域包括ケアシステムは、全ての人が地域、暮ら

し、生きがいを共に創り、高め合うことができる地域共生社会の実現に向けた中核的な

基盤となりうるものです。 

令和２（2020）年には、「地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する

法律」が成立し、令和３年４月に施行されます。この改正により、地域共生社会の実現を

図るため、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する市区町村の包括的な支

援体制の構築の支援、地域の特性に応じた認知症施策や介護サービス提供体制の整備な

どの推進、医療・介護データ基盤の整備の推進、介護人材確保及び業務効率化の取組の

強化等が行われます。  

(※) 「新たな日常」 

感染症拡大防止と地域の社会経済活動の両立を維持した日常 

３密回避とソーシャルディスタンスの実践や、手洗い・消毒の徹底、マスクの着用、

ＩＣＴを活用したデジタル化、オンライン化などの取組 
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《これまでの介護保険法等の改正のながれ》 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

第１期 
（平成 12 年度～） 

第２期 
（平成 15 年度～） 

第３期 
（平成 18 年度～） 

第４期 
（平成 21 年度～） 

第５期 
（平成 24 年度～） 

第６期 
（平成 27 年度～） 

第７期 
（平成 30 年度～） 

第８期 
（令和３年度～） 

平成 12 年４月 介護保険制度施行 

・利用者が自らサービスの種類や事業者を選んで利用 
・介護サービスの利用計画（ケアプラン）を作って、福祉・医療のサービスを総合的に利用 
・民間企業、農協、生協など多様な事業者によるサービス提供 
・所得にかかわらず、１割の利用者負担 

平成 17 年改正（平成 18 年４月等施行） 

・介護予防の重視（要支援者への給付を介護予防給付に。介護予防ケアマネジメントは地域包括支援セ
ンターが実施。介護予防事業、包括的支援事業などの地域支援事業の実施） 

・施設給付の見直し（食費・居住費を保険給付の対象外に。所得の低い方への補足給付）（平成 17 年
10 月） 

・地域密着型サービスの創設、介護サービス情報の公表、負担能力をきめ細かく反映した第１号保険料
の設定 など 

平成 20 年改正（平成 21 年５月施行） 

・介護サービス事業者の法令遵守等の業務管理体制の整備。休止・廃止の事前届出制。休止・廃止時の
サービス確保の義務化 など 

平成 23 年改正（平成 24 年４月等施行） 

・地域包括ケアの推進。24 時間対応の定期巡回・随時対応サービスや複合型サービスの創設。介護予
防・日常生活支援総合事業の創設。介護療養病床の廃止期限の猶予 

・介護職員によるたんの吸引等。有料老人ホーム等における前払い金の返還に関する利用者保護 
・介護保険事業計画と医療サービス、住まいに関する計画との調和。地域密着型サービスの公募・選考
による指定を可能に など 

平成 26 年改正（平成 27 年４月等施行） 

・地域包括ケアシステムの構築に向けた地域支援事業の充実（在宅医療・介護連携、認知症施策の推進
等） 

・全国一律の予防給付（訪問介護・通所介護）を市町村が取り組む地域支援事業に移行し多様化 
・低所得の第１号被保険者の保険料の軽減割合を拡大 
・一定以上の所得のある利用者の自己負担を引き上げ（平成 27 年８月） など 

平成 29 年改正（平成 30 年４月等施行） 

・地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた保険者機能の強化（自立支援・重度化防止等の取組内容
と目標の記載、財政的インセンティブの付与等） 

・新たな介護保険施設（介護医療院）の創設 
・地域共生社会の実現に向けた共生型サービスの創設 
・現役世代並みの所得のある方の利用者負担割合の見直し（平成 30 年８月） など 

令和２年改正（令和３年４月等施行） 

・介護予防・地域づくりの推進（健康寿命の延伸）／「共生」・「予防」を両輪とする認知症施策の総合
的推進 

・地域包括ケアシステムの推進（地域特性等に応じた介護基盤整備・質の高いケアマネジメント） 
・介護現場の革新（人材確保・生産性の向上） 
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第２節 計画の位置付け等 

１．計画の策定目的 

「新宿区高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」は、高齢者の自立を支援し、高齢者

が尊厳を持って、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを最期まで続けるため、区の高齢

者保健福祉施策及び介護保険サービス体制整備における基本的な考え方や目標を定め、

その実現に向けた施策を体系的に整理するとともに、取組の方向性を明らかにすること

を目的としています。 
 

２．計画の位置付け 

高齢者保健福祉計画は、老人福祉法第20条の８の規定1に基づく法定計画であり、介護

保険事業計画は、介護保険法第117条の規定2に基づく法定計画です。新宿区ではこれらを

一体的に策定しています。また、「新宿区健康づくり行動計画」との整合性を図っており、

生活習慣病の予防や在宅療養支援等の施策も含めたものとなっています。 

計画体系においては、「新宿区基本構想」（以下「基本構想」という。）「新宿区総合計

画」（以下「総合計画」という。）を上位計画と位置付けています。基本構想は、まちづく

り推進に向けての基本理念、めざすまちの姿、まちづくりの基本目標及び区政運営の基

本姿勢を明らかにしたものです。この構想は、令和７（2025）年を想定し、「『新宿力』で

創造する、やすらぎとにぎわいのまち」を、めざすまちの姿と定めています。これを受け

て、各分野の個別計画を総合的に調整する指針として総合計画があり、社会福祉法第107

条3の規定に基づく「地域福祉計画」を内包したものとなっています。平成30（2018）年

度～令和９（2027）年度を対象期間とする総合計画において、高齢者保健福祉分野では、

「生涯にわたり心身ともに健康で暮らせる健康寿命の延伸に向けた取組の充実」や「住

み慣れた地域で暮らし続けられる地域包括ケアシステムの推進」「地域の課題を共有し、

ともに考え、地域の実情に合ったまちづくりの推進」などを掲げています。また、総合計

画に示した施策を計画的に実施していくために策定する行財政計画として「新宿区実行

計画」（以下「実行計画」という。）があり、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度

まで第二次実行計画が進められます。実行計画で実施していく施策や事業との整合を図

りつつ、個別計画である「新宿区高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画」（第８

期計画）を進めていきます。 

また本計画は、成年後見制度の利用促進に関する施策の総合的・計画的な推進を図る

「新宿区成年後見制度利用促進基本計画」を内包するものとして策定します。さらに、

高齢化に伴う認知症の人の一層の増加への取組を今後の重要な課題と捉え、国の「認知

症施策推進大綱」の理念に沿って、本計画を通じて、認知症になっても住み慣れた地域

で自分らしく暮らし続けられる社会の実現を目指していきます。 

                           
1 市町村は、老人福祉事業の供給体制の確保に関する計画（市町村老人福祉計画）を定めるものとされています。 
2 市町村は、基本指針に即して、三年を一期とする当該市町村が行う介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施に関する計画（市町村介護保険事業計画）を定めるものとされてい

ます。 
3 市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項（福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項、地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する

事項、地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項）を一体的に定める計画（市町村地域福祉計画）を策定するものとされています。 
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３．計画の期間 

第８期計画は、令和３（2021）～令和５（2023）年度の３年間を計画期間とします。ま

た、令和７（2025）年までの中期的な視野に立った施策の展開を図ります。 

 

平成30年度 

(2018) 

令和元年度 

(2019) 

令和２年度 

(2020) 

令和３年度 

(2021) 

令和４年度 

(2022) 

令和５年度 

(2023) 

令和７年度 

(2025) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

新宿区総合計画（H30～R9） 

新宿区基本構想（H20～R7） 

新宿区高齢者保健福祉計画 
（「新宿区成年後見制度利用促進 

基本計画」も内包したもの） 

・基本構想を実現するために策定するもの 

・社会福祉法第 107 条に基づく「地域福祉計画」も内包したもの 

・令和７（2025）年の「めざすまちの姿」である 

「『新宿力』で創造する、やすらぎとにぎわいのまち」を定めるもの 

 

新宿区 

健康づくり 

行動計画 

・新宿区基本構想に定めた「めざすまちの姿」の実現に向けて、新宿区

総合計画に示した施策を具体の事業として、計画的に実施していくた

めに策定するもの 

第一次実行計画 

（H30～R2） 

第二次実行計画 

（R3～R5） 

第三次実行計画 

（R6～R9） 

新宿区実行計画 

第８期介護保険事業計画 

新宿区第一次実行計画 
（平成 30～令和２年度） 

 

新宿区高齢者保健福祉計画・ 

第７期介護保険事業計画 

（平成 30～令和２年度） 

新宿区基本構想（平成 20～令和７年度） 

新宿区総合計画（平成 30～令和９年度） 

新宿区高齢者保健福祉計画・ 

第８期介護保険事業計画 

（令和３～５年度） 

新宿区第二次実行計画 
（令和３～５年度） 

令和７(2025)年までの見通し 
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第３節 新宿区の特徴 

新宿区の上位計画である総合計画では、保健福祉分野において「暮らしやすさ１番の

新宿」を基本政策に掲げています。暮らしやすさにおいては、令和元（2019）年度の区民

意識調査の結果によれば、「ずっと住み続けたい」「できれば住み続けたい」という定住

意向が８割強、高齢期に限れば約９割と高くなっています。 

 

新宿区は、新宿駅をはじめ、高田馬場駅、四ツ谷駅、市ヶ谷駅、飯田橋駅など主要な交

通結節点を抱え、昼間人口約77.6万人を擁する大都市として進化を続けています。また、

高層ビル街や大規模繁華街、閑静な住宅街、歴史や伝統が色濃く残る街並み、地場産業

の集積する地域、学生街、多国籍な街など多彩な顔を持ち、住み、働き、学び、楽しみ、

憩い、集うことのできるまちとして、バランスのよい都市機能が集積しています。 

そうしたことから、「データでみる新宿区の姿」（新宿区新宿自治創造研究所）によれ

ば、新宿区は人口移動が活発で、転入等の数は23区の中で人口規模の大きい世田谷区な

どに次いで４番目に多く、転出等は２番目に多くなっています。令和２（2020）年１月１

日現在、新宿区の人口は約35万人で、このうち65歳以上の高齢者は２割弱であり、高齢

化率は東京23区中６番目に低い割合となっています（図表２）。一方で、高齢者人口に占

める一人暮らし高齢者の割合は、東京23区の中で３番目に高く、約３人に１人が一人暮

らしをしていることになります（図表３）。さらに、認知症高齢者の増加も見込まれてお

り、日ごろから見守りを必要とする方が急速に増えることが想定されます。そして、令

和元（2019）年度に実施した「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」では、高齢者の

９割弱が、住民同士の助け合いなど、地域のつながりの必要性を感じている一方で、地

域のつながりを実感している方の割合は５割程となっています。 

新宿区内には大規模病院を含め多くの病院があり、人口10万人あたりの一般病床数は

東京23区内で第３位の高い水準にあります（図表４）。一方、療養病床が少ないため、地

域で安心して療養できるよう、区内の医療機関、訪問看護ステーション、介護サービス

事業者等の連携を図り、在宅療養の体制を整備してきました。 

また、介護保険の各種居宅サービス事業所によるサービス提供や、在宅生活が困難に

なった高齢者を支えるための施設サービスの整備などにより、高齢者の暮らしを支えて

います。 
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※ 一人暮らし高齢者の割合：国勢調査（2015 年） 

 

図表２ 高齢化率※ 図表３ 一人暮らし高齢者の割合※ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表４ 人口10万人あたりの病床数（区独自試算） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

区
一般病床

総数
※１

人口
※２

10万人
あたり
病床数

順位 区
療養病床

総数
※１

人口
※２

10万人
あたり
病床数

順位

千代田区 2,187 63,216 3,459.6 1位 千代田区 50 63,216 79.1 17位
中央区 1,186 161,456 734.6 8位 中央区 - 161,456 - -
港区 3,850 257,036 1,497.8 4位 港区 68 257,036 26.5 21位
新宿区 5,740 345,722 1,660.3 3位 新宿区 25 345,722 7.2 22位
文京区 4,780 220,462 2,168.2 2位 文京区 118 220,462 53.5 20位
台東区 696 198,846 350.0 20位 台東区 297 198,846 149.4 7位
墨田区 2,218 271,274 817.6 7位 墨田区 189 271,274 69.7 18位
江東区 2,527 517,652 488.2 15位 江東区 472 517,652 91.2 15位
品川区 2,314 393,250 588.4 10位 品川区 769 393,250 195.5 5位
目黒区 2,048 278,889 734.3 9位 目黒区 182 278,889 65.3 19位
大田区 3,825 729,299 524.5 13位 大田区 1,028 729,299 141.0 8位
世田谷区 3,543 907,835 390.3 19位 世田谷区 851 907,835 93.7 14位
渋谷区 2,096 226,710 924.5 6位 渋谷区 964 226,710 425.2 2位
中野区 1,384 331,007 418.1 18位 中野区 413 331,007 124.8 10位
杉並区 1,765 568,525 310.5 21位 杉並区 948 568,525 166.7 6位
豊島区 1,352 289,240 467.4 16位 豊島区 337 289,240 116.5 11位
北区 1,895 351,146 539.7 12位 北区 490 351,146 139.5 9位
荒川区 1,079 215,636 500.4 14位 荒川区 451 215,636 209.1 4位
板橋区 5,440 565,782 961.5 5位 板橋区 2,456 565,782 434.1 1位
練馬区 1,392 731,995 190.2 23位 練馬区 714 731,995 97.5 13位
足立区 4,044 688,202 587.6 11位 足立区 1,442 688,202 209.5 3位
葛飾区 1,992 462,338 430.9 17位 葛飾区 373 462,338 80.7 16位
江戸川区 2,132 697,898 305.5 22位 江戸川区 744 697,898 106.6 12位

※１　東京都の医療施設（平成30年医療施設（動態）調査）
※２　住民基本台帳人口（平成30年10月1日現在）
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第４節 新宿区における高齢者等の状況 

１．人口の推移と将来推計 

（１）国勢調査に基づく人口推計 

平成 27（2015）年に実施した国勢調査に基づく人口推計によれば、新宿区の高齢者人

口、特に 75 歳以上の人口の割合は、将来的には大きく上昇していきます。 

高齢者人口（令和元年に 6.7 万人）は、令和７（2025）年まではほぼ横ばい状態です

が、その後増加に転じ、令和 17（2035）年には 7.2 万人に達します。令和 42（2060）年

には 9.5 万人となり、平成 27（2015）年の約 1.4 倍に増加する見通しです。総人口に占

める割合（平成 27 年に 20.1％）は、令和７（2025）年までは 20％弱で推移しますが、

令和 17（2035）年には約 21％に上昇し、令和 22（2040）年には約 23％、令和 42（2060）

年には約 28％となり、新宿区の人口の４分の１以上を高齢者が占める見通しとなってい

ます。 

75 歳以上人口（平成 27 年に 3.3 万人）については、令和７（2025）年の 3.9 万人まで

増加を続け、その後しばらく横ばい状態が続くものの、令和 22（2040）年以降は増加に

転じ、令和 42（2060）年には 5.6 万人になる見通しです。75 歳以上人口の総人口に占め

る割合（平成 27 年に 9.8％）は、令和 22（2040）年には約 11％に上昇し、令和 42（2060）

年には約 16％と人口の６分の１近くを占める見通しです。 

また、一人暮らし高齢者の増加も見通されています。一人暮らし高齢者は、日常生活

での手助けや介護を要するときに家族の支援を得ることが難しく、また、孤立化する傾

向にあり、今後、行政サービスをはじめ地域社会全体での支援の必要性がさらに増して

くることが想定されます。 

 

※上記の数値は、国勢調査に基づく人口及び人口推計であり、住民基本台帳に基づく人口とは多少の差異があります。 
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図表５ 新宿区の年齢区分別人口推移 
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（２）住民基本台帳人口に基づく人口推計 

介護保険事業計画は、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度までの３年間の事業

費を想定することから、より詳細な推計が求められます。そのため、住民基本台帳人口

に基づいた人口推計を使用しています。 

新宿区における令和元（2019）年10月１日現在の高齢者人口は、65～74歳が32,238人、

75～84歳が23,931人、85歳以上が11,394人、合計67,563人で高齢化率は19.4％です。 

住民基本台帳人口に基づく推計によれば、令和２(2020)年から令和７(2025)年までは、

65歳以上の高齢者人口、高齢化率とも大きな増減はみられませんが、令和22（2040）年に

は高齢者人口は79,137人、高齢化率は22.5％に増加すると見込まれています。 

 

図表６ 新宿区の40歳以上の人口推移と将来推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）各年 10 月 1 日現在（住民基本台帳に基づく人口及び新宿自治創造研究所による人口推計） 
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２．要支援・要介護認定者数の推移と将来推計 

新宿区における令和元（2019）年 10 月１日現在の要支援・要介護認定者数（第１号被

保険者及び第２号被保険者1）は 14,019 人です。介護保険制度創設時の平成 12 年度末現

在の要支援・要介護認定者数と比較すると、約 2.4 倍となっています。 

住民基本台帳人口に基づく推計によれば、今後も要支援・要介護認定者数の増加が見

込まれ、年齢層の高い高齢者の増に伴い増加し、令和７(2025)年には、要支援・要介護認

定率2（以下「認定率」という。）は 22.2％になると見込まれます。その後、令和 22(2040)

年には、高齢者数が増加する中で、65～74 歳の前期高齢者割合が高くなることに伴い、

認定率は 20.6％に減少すると見込まれます。 

 

図表７ 新宿区の年齢別認定者数の推移と将来推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注）各年 10 月１日現在（住民基本台帳に基づく人口及び新宿自治創造研究所による人口推計に基づく認定者推計） 

平成 12～令和元年は実績値、令和２年以降は令和元年までの実績を基に推計した値 
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３．65 歳健康寿命 

 新宿区の「65歳健康寿命」（東京保健所長会方式。次頁を参照）は、要支援１以上の認

定を受けるまでの状態を健康と考えた場合、平成 30（2018）年で、男性が 80.79 歳、女

性が 82.76 歳となっており、東京 23 区中、男性では 16 番目に、女性では９番目に長く

なっています。また、要介護２以上の認定を受けるまでの状態を健康と考えた場合、平

成 30（2018）年で、男性が 82.52 歳、女性で 86.02 歳となっており、東京 23 区中、男性

では 12 番目に、女性では８番目に長くなっています。 

 

図表８ 新宿区の65歳健康寿命 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 要支援１以上は、要支援１以上の認定を受けるまでの状態を健康と考えた場合 

※２ 要介護２以上は、要介護２以上の認定を受けるまでの状態を健康と考えた場合 
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65 歳健康寿命（東京保健所長会方式）について 
 

健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間を健康寿命と言い

ます。 

東京都では、「65歳健康寿命」という算出方法で、都内の自治体ごとの健康寿命

の算出や比較ができるようにしています。 

算出方法は、介護保険認定者数を基に、「要支援１以上」、「要介護２以上」を

「障害」と規定し、２パターンの健康寿命を算出しています。 

 

 65 歳健康寿命＝65 歳＋65 歳の人が要支援・要介護認定を受けるまでの期間の平均  
 

（例）要支援１以上の認定を受けるまでの状態を健康と考えた場合の健康寿命 
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４．調査結果から見受けられる状況（「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」より） 

（１）郵送によるアンケート調査結果 

新宿区では、令和元（2019）年度に、区民向けのアンケート調査として、一般高齢者※

【基本】調査、一般高齢者【重点】調査、要支援・要介護認定者調査（施設サービス利用

者を除く要支援・要介護認定を受けている 65 歳以上の方）、第２号被保険者調査（要支

援・要介護認定を受けていない 40～64 歳の方）の４つの調査を実施しました。 

調査結果から見受けられる“新宿区の高齢者像”について、健康づくりと介護予防に

関する意識や行動、地域の支え合いの意識や意向、認知症に関する意識、介護保険サー

ビスに関する考えや意向という観点から整理しました。 

※ 一般高齢者…要支援・要介護認定等を受けていない65歳以上の方 

 

①健康づくりと介護予防について 

介護予防に関する関心の有無について、一般高齢者【重点】調査では《関心がある》と

回答した方の割合は 72.7％で、《関心がない》と回答した方の３倍以上となっています。

高齢者の介護予防への関心の高さが見受けられ、これらの方を実際の活動につながるよ

う支援することが必要です。 

一方、介護予防に《関心がない》と回答した方も 21.4％いることから、このような無

関心層の方へ健康づくり・介護予防の重要性を普及・啓発する取組の必要性がうかがえ

ます。 

 

図表９ 介護予防に関する関心の有無（一般高齢者【重点】調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

42.9 29.8 15.2 6.2 5.9

ｎ

(1,837)

(%)

関
心
が

あ
る

ど
ち
ら

か
と
い

え
ば

関
心
が

あ
る

ど
ち
ら

か
と
い

え
ば

関
心
が

な
い

関
心
が

な
い

　
無
回

答

《関心がある》72.7％ 《関心がない》21.4％ 



 

17 

自身の健康状態について、一般高齢者【重点】調査では《健康である》と回答した割合

は65.6%で、《健康でない》は16.0%となっています。 

地域のつながりの実感の程度別にみると《健康である》との回答は、地域のつながり

を実感している人ほど高くなっており、高齢期の健康づくりにおいては、地域のつなが

りに関する視点も必要です。 

 

図表10 健康状態（一般高齢者【重点】調査）：地域のつながりの実感の程度別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  全  体 (1,837) 65.6% 16.0%

感じる (334) 71.2% 13.8%

どちらかといえば感じる (620) 67.6% 14.4%

どちらかといえば感じない (571) 64.1% 16.7%

感じない (262) 59.2% 21.0%

《

健
康
で
あ
る
》

《

健
康
で
は
な
い
》

ｎ

28.1

19.4

16.6

21.0

43.1

48.2

47.5

38.2

12.0

15.0

17.2

15.6

11.1

12.3

13.7

16.8

2.7

2.1

3.0

4.2

3.0

3.1

2.1

4.2

(%)
20.4 45.2 15.1 13.1

2.9

3.2

良
い

ま
あ
良

い

ど
ち
ら

と
も
い

え
な

い あ
ま
り

良
く
な

い

良
く
な

い

　
無
回

答

《健康である》 《健康でない》 

地
域
の
つ
な
が
り
の 

実
感
の
程
度
別 

ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い



 

18 

介護が必要になった主な原因について、要支援・要介護認定者調査の結果を性別でみ

ると、男性の場合「脳血管疾患（脳出血、脳梗塞、くも膜下出血等）」が22.5％と最も高

く、次いで「高齢による衰弱」が12.0％となっています。一方、女性の場合、「骨折・転

倒」が20.5％で最も高く、次いで「高齢による衰弱」が12.4％となっています。性別によ

り、介護が必要になった主な原因は異なり、それぞれに応じた取組の必要性がうかがえ

ます。 

 

図表11 介護が必要になった主な原因（要支援・要介護認定者調査） 
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また、介護が必要となった主な原因について、年齢区分別でみると、前期高齢者（65歳

～74歳）では「脳血管疾患（脳出血、脳梗塞、くも膜下出血等）」が31.1％と最も高く、

次いで「関節の病気（リウマチ・変形性膝関節症等）」が10.8％となっています。一方、

後期高齢者（75歳以上）では「骨折・転倒」が18.1％で最も高く、次いで「高齢による衰

弱」が13.3％、「認知症」が11.3％となっており、高齢による心身機能の低下に起因する

原因の割合が増えています。 

 

図表12 介護が必要になった主な原因（要支援・要介護認定者調査） 
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②地域の支え合いについて 

近所との付き合い方について、一般高齢者【重点】調査では、第２号被保険者調査に比

べて、より深く付き合っている方の割合が高くなっています。 

また、友人・知人と会う頻度についても、一般高齢者【重点】調査では、第２号被保険

者調査に比べて、会う頻度が高くなっています。 

 

図表13 近所との付き合い方：調査間比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表14 友人・知人と会う頻度：調査間比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域のつながりの必要性について、一般高齢者【重点】調査、要支援・要介護認定者調
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図表15 地域のつながりの必要性：調査間比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表16 地域のつながりの実感：調査間比較 
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高齢者の身の周りの世話や生活を支援するボランティア活動への参加意向について、

《既に参加している・参加してみたいと思っている》と回答した方の割合は一般高齢者

【重点】調査では29.5％、第２号被保険者調査では33.3％でした。このような参加意向

のある方を実際の活動につなげるとともに、参加意向のない方に地域における支え合い

の重要性を普及啓発していく必要性があります。 

 

図表17 高齢者の身の周りの世話や生活を支援するボランティア活動への参加意向 

：調査間比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③認知症について 

自身や家族等が認知症になったときのことについて考えたことの有無は、一般高齢者

【重点】調査では69.1％の方が《ある》と回答しており、前回調査に比べて高くなってい

ます。高齢者の認知症に対する関心度が高まっている状況が見受けられます。 

 

図表18 自身や家族等が認知症になったときのことについて、考えたことの有無 

：調査間比較 
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④介護保険のサービスと費用負担に関する考えや生活場所の意向について 

介護保険のサービスと費用負担について、《介護保険料が上昇したとしても、必要な介

護保険サービスを提供すべきである》、《介護保険サービスの利用時に支払う利用者負担

割合が増えたとしても、必要な介護保険サービスを提供すべきである》と回答した方の

割合が、一般高齢者【基本】調査、要支援・要介護認定者調査、第２号被保険者調査のい

ずれにおいても高くなっています。介護保険制度の持続可能性を確保する観点からも、

今後の高齢化を踏まえた基盤整備やサービスの提供を考えていく必要があります。 

 

図表19 介護保険のサービスと費用負担：調査間比較 
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介護が必要になった場合の生活場所について、《可能な限り自宅で生活を続けたい》と

回答した方の割合は、一般高齢者【基本】調査で65.4％、要支援・要介護認定者調査で

84.6％となっています。 

高齢者の在宅生活を継続する意向が高いことから、引き続き、最期まで住み慣れた地

域で暮らすための相談・支援体制を充実する必要があります。 

 

図表20 介護が必要になった場合の生活場所：調査間比較 
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（２）聞き取り調査結果 

郵送によるアンケート調査に加えて、令和元（2019）年度に住民主体の活動団体の運

営者及び参加者、認知症ご本人、高齢者総合相談センターへの聞き取り調査等を実施し

ました。 

このうち、住民主体の活動団体への調査結果について運営者側と参加者側の両面から、

活動に対する意識等を整理しました。 

 

①運営者調査 

活動を立ち上げる原動力・きっかけについては《地域のために立ち上げたいと思った》

が最も高く、次いで《自分自身がやりたいと思った》と続いています。 

 

図表21 活動を立ち上げる原動力・きっかけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

活動を立ち上げる際に特に苦労したことについては《運営スタッフの確保》が最も高

く、次いで《活動や団体の周知》と続いています。団体活動を活性化していくために、活

動の担い手の育成や、活動団体の情報発信を支援する取組の必要性がうかがえます。 

 

図表22 活動を立ち上げる際に特に苦労したこと 
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活動の参加者への効果については《会話が増える》が最も高く、次いで《健康づくりや

介護予防》、《気持ちが明るくなる》、《外出の頻度が増える》と続いています。通いの場へ

の参加者を増やしていくために、こうした効果についても情報発信していく必要があり

ます。 

 

図表23 活動の参加者への効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②参加者調査 

活動への参加のきっかけについては、《友人・知人の紹介》が最も高くなっています。

地域における人と人とのつながりが活動参加につながるケースが多いことから、地域の

住民による声かけも、活動参加の重要なきっかけとして考えていく必要があります。 

 

図表24 参加のきっかけ 
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活動に参加し続けている理由については、《健康づくりや介護予防のため》が最も高く、

次いで《活動が楽しいため》、《交流するため》と続いています。 

 

図表25 活動に参加し続けている理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活動に参加したことによる変化については《健康づくりや介護予防》が最も高く、次

いで《気持ちが明るくなった》、《会話が増えた》と続いています。参加者自身も様々な効

果を感じていることから、こうした活動場所を区内に増やし、より参加しやすい環境を

作っていくことが必要です。 

 

図表26 活動に参加したことによる変化 
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第５節 第７期計画の総括 

１．重点的取組の振り返り 

「新宿区高齢者保健福祉計画・第７期介護保険事業計画（平成30年度～令和2年度）」

（第７期計画）では、「支え合いの地域づくりをすすめます」「社会参加といきがいづく

りを支援します」「健康づくり・介護予防をすすめます」「最期まで地域の中で自分らし

くくらせるよう、在宅療養支援体制を推進します」という４つの目標の実現に向け、13

の施策を進めてきました。その中で３つの重点的取組を振り返ったところ、次のような

成果と課題が見えてきました。 

 

重点施策Ⅰ（施策１） 「地域の活力」を生かした高齢者を支えるしくみづくり 

【地域支え合いの推進体制づくり】 

〔取組や成果〕 

●新宿区生活支援体制整備協議会等で地域の課題を共有しながら解決に向けて検討を進める

とともに、「地域支え合い普及啓発イベント」等による普及啓発や、社会福祉協議会との連

携による講座の実施等、地域支え合いの推進体制づくりを進めました。 

●新宿区社会福祉協議会の生活支援コーディネーターと連携して地域づくりを進めることが

できるよう、副管理者の配置や柏木高齢者総合相談センターの新設などにより、高齢者総

合相談センターの体制の充実を図りました。（※柏木高齢者総合相談センターは令和３年１

月開所予定。） 

●「新宿区立薬王寺地域ささえあい館」を拠点として、地域の中で高齢者の自立を支援し、

多世代が互いに支え合う「地域支え合い活動」を推進するための担い手の育成や団体支援

を行いました（ｐ．72参照）。また、中落合高齢者在宅サービスセンター内に整備する地域

交流スペースで、「地域支え合い活動」のために資する事業を実施する検討を進めました。 

〔課題として考えられること〕 

●世代に関わらず一人ひとりが役割を持ち、互いに助け合い、支え合う「地域支え合い活動」

をより多くの区民に普及啓発するとともに、担い手や活動団体の育成・支援に引き続き取

り組んでいくことが必要です。 

●「地域支え合い活動」を区内に広めるために、薬王寺地域ささえあい館での取組の成果を

踏まえ、高齢者活動・交流施設等における事業の展開などについて検討することが必要で

す。 

【地域を支える担い手への支援の充実】 

〔取組や成果〕 

●高齢者が歩いて通える範囲に「通いの場」を確保するために、新宿区社会福祉協議会と連

携して「通いの場等の運営支援」を行うとともに、団体の活動場所の確保を支援するため

に「空きスペース有効活用促進事業」を開始しました。 

●社会貢献活動を行う多様な主体との協働を推進するとともに、協働推進基金を活用して、

ＮＰＯ等の団体が実施する地域課題の解決に向けた事業への助成を行ってきました。 

●ふれあい・いきいきサロンの運営等により多様な主体が地域の高齢者を支えました。また、

民生委員・児童委員による相談活動により、常に住民の立場に立って、相談や助言、福祉

サービスについての情報提供などの援助を行いました。 
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〔課題として考えられること〕 

●地域の住民主体で活動する「通いの場」をさらに充実するために、効果的な情報発信や支

援のあり方を検討するとともに、より多くの区民が参加して健康づくりや介護予防に取り

組めるよう、「通いの場」の周知や情報発信を行うしくみを検討することが必要です。 

●地域の課題やニーズに合わせたサービスや支援を創出していくために、地域を支える担い

手となるＮＰＯや地域団体等、多様な主体との協働をより一層行っていく必要があります。 

●高齢者を地域で支えるしくみづくりをさらに進めるため、民生委員・児童委員、ボランテ

ィア等による地域の力を生かした支援体制の強化を図るとともに、地域を支える担い手へ

の支援の充実を図っていく必要があります。 

【見守り体制のさらなる充実】 

〔取組や成果〕 

●75歳以上の一人暮らし高齢者への情報紙の訪問配布や民生委員・児童委員、ボランティア

や高齢者見守り登録事業者等との連携による見守りに加え、緊急時の身元確認につながる

高齢者見守りキーホルダー事業の開始などにより、見守り体制のさらなる充実を図りまし

た。 

〔課題として考えられること〕 

●関係機関との連携による地域での支え合いのネットワークを活用し、引き続き高齢者への

見守り体制の充実を図っていくことが必要です。 
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重点施策Ⅱ(施策６) 健康づくりと介護予防の推進による健康寿命の延伸 

【高齢期の特性を踏まえた健康づくりと介護予防の普及啓発】 

〔取組や成果〕 

●高齢期の心身や社会生活等の特性を踏まえた健康づくりの意義や重要性を区民に伝えるた

め、講演会＊や出前講座＊等を通じて、介護予防・フレイル予防（運動・栄養（食・口腔）・

社会参加）の普及啓発を行いました。 

〔課題として考えられること〕 

●介護予防・フレイル予防についてより広く普及啓発を図るとともに、住民が主体となり、

地域に広めていけるようなしくみが必要です。また、あわせて、実践につなげられるよう

支援する必要があります。 

【地域に根ざした高齢期の健康づくりと介護予防活動への支援】 

〔取組や成果〕 

●平成30年度に区オリジナル筋力トレーニング「しんじゅく100トレ」を開発＊し、身近な地

域で、住民主体で継続的に取り組まれるようグループの立ち上げと継続を支援しました。 

●健康づくりや介護予防に取り組むグループ等への専門職による支援＊や、住民からの提案

事業に対する助成＊等により、住民主体の活動がより積極的に行われるよう支援しました。 

〔課題として考えられること〕 

●高齢者が、身近な地域で住民主体の活動を通じて介護予防・フレイル予防に取り組めるよ

う、引き続き支援していく必要があります。さらに、フレイルのリスクが高い高齢者に対

しては、個々の状態に応じ、医療専門職による個別的な相談支援を行うとともに、地域の

医療専門職と連携しながら通いの場等へも普及啓発を図るなど総合的な取組が必要です。 

●様々な住民主体の活動を支援することができるよう、より効果的な支援のあり方を検討す

ることが必要です。 

【介護予防・日常生活支援総合事業の実施】 

〔取組や成果〕 

●介護予防・生活支援サービス事業について、平成30年度に専門性を有する有資格者による

訪問介護相当サービスと生活援助サービスの役割分担を明確にするための見直しを行いま

した。また、令和元年度には介護事業者等の意見を踏まえ、事業者がより効率的に事業を

実施でき、利用者にもより分かりやすい制度とすることを目的として単価の見直し等を行

いました。 

●一般介護予防事業として、区民が介護予防活動に継続して取り組めるよう様々な機会を通

じて介護予防活動の普及啓発を行うとともに、新宿いきいき体操サポーターの活動の支援

や、誰もが気軽に参加できる介護予防教室の開催等に取り組みました。また、地域で自主

的に活動する団体を対象に出前講座を実施し、介護予防運動指導員等がアドバイスや技術

的な支援を行いました。 

〔課題として考えられること〕 

●地域全体で高齢者を支え、高齢者自身も自らの能力を最大限に生かして、要介護状態とな

ることを予防していくために、身近な地域で介護予防活動に継続して取り組めるよう情報

提供や支援を行っていくことが必要です。 

 

＊：既出の＊印の事業は、「一般介護予防事業」に位置付けられるものです。 
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重点施策Ⅲ(施策12） 認知症高齢者への支援体制の充実 

【認知症高齢者の早期発見・早期診断体制の充実】 

〔取組や成果〕 

●複数の専門職で構成される認知症初期集中支援チームが、認知症の早い段階から訪問支援

を行うことで、医療や介護サービスの利用につながりました。 

●地域のかかりつけ医や関係機関向けに「認知症診療連携マニュアル」を作成・配布し、関

係機関が連携して認知症高齢者の早期発見・早期診断につなげていく体制を強化しました。 

〔課題として考えられること〕 

●今後も認知症高齢者が早期に支援を受けることができる体制を構築していくために、医療、

福祉、介護の専門職が連携するとともに、認知症高齢者が早期に相談できる体制づくりを

推進していく必要があります。 

【認知症高齢者を地域で支える体制づくり】 

〔取組や成果〕 

●高齢者総合相談センターの認知症に係るコーディネート機能を向上させるため、認知症サ

ポート医による高齢者総合相談センター支援を実施し、専門的助言を受けられる体制を整

備しました。 

〔課題として考えられること〕 

●認知症高齢者やその家族の困りごとの支援ニーズと、認知症サポーターを結びつけるしく

みをつくることにより、認知症高齢者が住み慣れた地域で尊厳と希望を持ち、支えられる

だけでなく、支える側として役割と生きがいを持って自分らしく暮らしていくための体制

づくりを進める必要があります。 

【認知症への理解を深めるための普及啓発の推進】 

〔取組や成果〕 

●区施設だけでなく、学校や企業などで認知症サポーター養成講座を開催し、区内在住、在

学、在勤の幅広い認知症サポーターが誕生しました。 

●認知症高齢者の視点で地域資源を整理した「地域版認知症ケアパス」を作成・配布するな

ど、地域における認知症に対する理解の促進を図りました。 

●認知症ご本人への聞き取り調査の実施や、認知症講演会において認知症ご本人が登壇する

など、当事者の気持ちを反映させた普及啓発を実施しました。 

〔課題として考えられること〕 

●認知症高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けるために、認知症につい

ての理解を地域全体にさらに広めていく必要があります。 
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２．その他の取組の振り返り 

「新宿区高齢者保健福祉計画・第７期介護保険事業計画」（第７期計画）では、３つの

重点的取組の他に、高齢者が地域で安心して暮らし続けるために10の施策を展開し、高

齢者の支援に取り組んできました。これらの施策の計画期間中における成果と、次期計

画に向けた課題は、次のとおりです。 

 

施策２ 介護者への支援 

〔取組や成果〕 

●介護者の負担を軽減するために、家族会への運営支援や介護者講座等により情報発信や支

援の輪を広げるとともに、「介護者リフレッシュ支援事業」のヘルパーの派遣時間帯を拡大

しました。また、ワーク・ライフ・バランスを目指して介護支援等を推進する企業の認定、

企業向けセミナーやアドバイザー派遣等の支援を行いました。 

〔課題として考えられること〕 

●家族会を運営するボランティアの養成に引き続き取り組むとともに、介護者のニーズを踏

まえ、介護者講座の内容や実施方法を工夫していくことが必要です。また、介護者支援の

相談先としての高齢者総合相談センターを周知するとともに、ワーク・ライフ・バランス

の周知や中小企業への支援の強化等により、仕事と介護や子育てを両立できる環境を整備

することが必要です。 

 

施策３ 安全・安心なくらしを支えるしくみづくり 

〔取組や成果〕 

●「新宿区成年後見センター」を設置し、成年後見制度の普及啓発や相談対応など総合的な

支援を行い、制度の利用促進を図りました。また、高齢者の尊厳ある暮らしをまもるため、

区長による家庭裁判所への審判請求、高齢者虐待の早期発見・相談等の取組や、関係機関

との連携強化を図りました。さらに、災害時要援護者名簿への登録勧奨、家具転倒防止対

策の推進等の災害時に配慮を要する高齢者への支援体制の整備を進めました。 

〔課題として考えられること〕 

●成年後見制度の周知や関係機関と連携した相談支援等に引き続き取り組むとともに、平成

29年３月に国の策定した成年後見制度利用促進基本計画に対応していく必要があります。

また、高齢者総合相談センター職員の虐待への対応力向上に、引き続き取り組むことが必

要です。災害時に配慮を要する高齢者への支援についても、さらなる体制整備を進める必

要があります。 

 

 

 

 

 



 

33 

施策４ いきがいのあるくらしへの支援 

〔取組や成果〕 

●薬王寺地域ささえあい館を拠点として、「地域支え合い活動」を推進するための講座や団体

支援等を実施しました（ｐ．72参照）。また、高齢者の外出機会や仲間づくり等を目的に敬

老会や福祉大会、ライフアップ講座や生涯学習フェスティバルなど様々な事業を実施しま

した。さらに、高齢者クラブに対しては助成制度を見直すとともに、活動継続のための支

援を行いました。 

〔課題として考えられること〕 

●「地域支え合い活動」を推進するため、薬王寺地域ささえあい館での取組の成果を踏まえ、

高齢者活動・交流施設等における事業の展開などについて検討する必要があります。また、

高齢者クラブや「ふれあい・いきいきサロン」の活動継続のために、引き続き支援してい

く必要があります。 

  

施策５ 就業等の支援 

〔取組や成果〕 

●新宿区シルバー人材センターと連携し、高齢者の就労意欲やニーズに対応した就業機会の

拡大などの取組を支援しました。令和元年度には、会員の増強・拡充や就業機会の確保・

拡充を図るため、労働者派遣事業を開始しました。新宿わく☆ワークでは求職者のニーズ

を反映した働き方の提案のほか、高年齢者おしごと説明会・相談会を開催し、新たな就業

機会を創出しました。 

〔課題として考えられること〕 

●新宿区シルバー人材センターの会員の増強・拡充を図るとともに、就業機会の確保・拡充

を図るため、支援を継続していく必要があります。新宿わく☆ワークについては、令和２

年３月末時点における65歳以上の新規求職者は58.9％となっており、引き続きこれらの求

職者と求人者をつなぐ役割を積極的に行う必要があります。 

   

施策７ くらしやすいまちづくりと住まいへの支援 

〔取組や成果〕 

 ●居住支援協議会を立ち上げ、公民が連携して高齢者や障害者の入居支援を開始するととも

に、残存家財整理費用等を補償する保険料の助成制度を新設しました。また、旧耐震の木

造住宅への耐震化支援や細街路の拡幅整備、ワークショップやガイドブック等によるユニ

バーサルデザインの普及啓発、区内鉄道駅のバリアフリー化工事への補助等の取組により、

くらしやすいまちづくりを進めました。 

〔課題として考えられること〕 

 ●高齢者や障害者の民間賃貸住宅への入居を関係団体と連携し支援することや、単身高齢者

の入居に対する家主の不安を取り除くことが必要です。また、切迫性が高まる首都直下地

震に備えるため、耐震化への普及啓発に積極的に取り組み、耐震化を進める必要がありま

す。ユニバーサルデザインの視点を取り入れた施設整備等や普及啓発、区内すべての駅の

バリアフリー化を進めていくことも必要です。 
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施策８ 高齢者総合相談センターの機能の充実 

〔取組や成果〕 

 ●地域型高齢者総合相談センターへの副管理者の配置などにより相談件数の増加に対応する

とともに、新たに柏木高齢者総合相談センターを設置し、相談体制の充実を図りました。

（※柏木高齢者総合相談センターは令和３年１月開所予定。）また、リーフレットの活用等

により高齢者総合相談センターの地域での認知度向上を図りました。 

〔課題として考えられること〕 

●リーフレットの活用や関係機関とのネットワーク強化等により、高齢者総合相談センター

の認知度をさらに高めていく必要があります。また、今後の75歳以上高齢者人口の増加を

見据えて、継続的に地域型高齢者総合相談センターの相談体制の充実を図っていく必要が

あります。 

 

施策９ 介護保険サービスの提供と基盤整備 

〔取組や成果〕 

●要介護認定者数及び介護保険サービス総給付費は計画どおりの伸びを示しています。施設

整備では、平成30年４月に大久保区有地を活用した認知症高齢者グループホーム１所、令

和元年７月に富久町国有地を活用した特別養護老人ホーム（ショートステイ併設）１所が

開設しました。 

〔課題として考えられること〕 

●要介護認定者数及び介護保険サービス総給付費については、引き続き進捗管理を行い、計

画値との乖離状況を注視していく必要があります。また、民有地を活用した施設整備は、

地価の高い都心部における用地確保や、限られた土地の中で補助基準を満たす施設設計が

しづらいことなどが課題となっており、施設整備事業者への継続的な相談、支援が必要で

す。 

 

施策10 介護保険サービスの質の向上及び適正利用の促進 

〔取組や成果〕 

●区内介護保険サービス事業所の人材確保と安定した運営の支援を目的として、新たに区民 

向けの介護入門研修及び介護従事職員宿舎借り上げ支援事業を実施しました。また、事業 

所の指導やケアプラン点検によりサービスの質の向上に取り組むとともに、介護報酬請求 

内容の点検等により給付の適正化を図りました。さらに、区ホームページや各種パンフレ 

ット、イベントの開催等により介護保険制度を身近に感じていただけるよう周知を図りま 

した。 

〔課題として考えられること〕 

●区内の介護保険サービス事業所の人材不足解消のため、引き続き人材確保のための事業の 

充実を図っていく必要があります。また、新規事業所や法令等の理解が不十分な事業所に 

対して効果的な指導を行い、適正利用の促進に引き続き取り組む必要があります。さらに、

サービス内容や利用方法、利用者負担等の改正について、利用者によりわかりやすく説明

していく必要があります。 
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施策11 自立生活への支援（介護保険外サービス） 

〔取組や成果〕 

●区が独自に実施している介護保険外サービスの利用を促進することで、日常生活へのきめ

細かな支援や見守り等に繋げました。一部の事業については、対象者の拡大や利用者負担

の軽減など、より利用しやすいサービスへと見直し、高齢者の地域における生活への支援

を進めました。 

 

〔課題として考えられること〕 

●高齢者本人や介護者、ケアマネジャーをはじめとする関係機関等に引き続き制度の周知を

図ることにより、サービスの利用を促進していくことが必要です。 

 

施策13 地域における在宅療養支援体制の充実 

〔取組や成果〕 

●ＩＣＴシステムの活用等により、複数主治医制による切れ目のない在宅医療体制の推進を

図ってきました。また、「在宅医療・介護支援情報」の充実や、３つの基盤圏域毎に多職種

が交流する機会を設けることなどにより、多職種連携の幅を広げ、在宅医療・介護連携の

さらなる推進を図りました。 

〔課題として考えられること〕 

●区内には大病院が多く、医師の異動も多いことから、今後はさらに病院の医師と地域の医

師の医療連携や、医師と多職種との連携を進める必要があります。また、高齢者が住み慣

れた地域で最期まで自分らしく暮らし続けられるよう、ＡＣＰ（アドバンスケアプランニ

ング）※を含めた在宅療養の普及啓発を進めていく必要があります。 

 

※ＡＣＰ：自らが望む人生の最終段階における医療・ケアについて、前もって考え、医療・ケアチ

ーム等と繰り返し話し合い共有する取組のこと。 

 （厚生労働省：健康・医療/自らが望む人生最終段階における医療・ケアより） 
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第２章 

計画の基本的考え方 
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第２章 計画の基本的考え方 

第１節 基本理念・基本目標 

１．第８期における基本理念及び令和７（2025）年の地域の将来像 

新宿区では、基本構想に掲げる令和７（2025）年にめざすまちの姿と整合が保たれた

「だれもが人として尊重され ともに支え合う地域社会をめざす」を基本理念に掲げ、

重度の要介護状態になっても、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続

けることができるよう、住まい・生活支援・介護予防・医療・介護が連携し、一体的に提

供される「地域包括ケアシステム」の実現に向けて取組を進めてきました。この基本理

念には、自己選択、個人の尊厳、互助・共助を含めた支え合いを土台としたまちづくりへ

の強い思いが込められています。 

第８期計画では、これまでの理念や取組を発展的に受け継ぎながら、団塊の世代すべ

てが75歳以上に達する令和７（2025）年に向けて、さらにはその先の令和22（2040）年を

見据えて、「だれもが人として尊重され ともに支え合う地域社会」の実現を目指し、総

合的に施策を推進していきます。 

また、この基本理念とともに、３つの「めざす将来像」を定めています。 

１点目の「心身ともに健やかに いきいきとくらせるまち」は、高齢期の特性を踏ま

えた健康づくりや介護予防を進めるとともに、社会参加と生きがいづくりへの支援を進

めていくことを示すものです。 

２点目の「だれもが互いを尊重し 支え合うまち」は、今後、高齢者人口や一人暮らし

高齢者が増加することが見込まれている現状を踏まえ、地域コミュニティにおける支え

合いのしくみづくりをさらに充実していくことを示しています。 

３点目の「支援が必要になっても 生涯安心してくらせるまち」は、要支援・要介護状

態になっても、住み慣れた地域で人生の最期まで暮らせるまちづくりを目指すものです。

区のどこにいても、支えが必要なときには、誰もが適切なサービスを受けられ、いきい

きと暮らすことができる地域づくりを目指して、本計画を進めていきます。 

 

   だれもが人として尊重され ともに支え合う地域社会をめざす 基本理念 

・心身ともに健やかに いきいきとくらせるまち 

・だれもが互いを尊重し 支え合うまち 

・支援が必要になっても 生涯安心してくらせるまち 

めざす 

将来像 
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２．基本目標 

第８期計画における基本目標は以下の５つになります。 

基本目標１「健康づくり・介護予防をすすめます」、２「社会参加といきがいづくりを

支援します」、３「支え合いの地域づくりをすすめます」は、第７期計画から引き続き基

本目標に位置付け、取組を推進していきます。 

第７期計画における基本目標４「最期まで地域の中で自分らしくくらせるよう、在宅

療養支援体制を推進します」は「最期まで住み慣れた地域で自分らしく暮らすための相

談・支援体制を充実します」とし、在宅療養支援体制に加えて、認知症施策や介護保険の

基盤整備等も総合的に推進し、相談・支援体制の充実を図ります。 

また、基本目標５「安全・安心な暮らしを支えるしくみづくりをすすめます」を新たに

設け、高齢期になっても誰もが安心して生活し続けることができるよう、高齢者の権利

擁護や安全で暮らしやすいまちづくりの取組を進めます。 
 

基本目標１ 健康づくり・介護予防をすすめます 

高齢者が住み慣れた地域でいつまでもいきいきと暮らし続けるには、高齢期の特性を踏まえ

た健康づくりと介護予防・フレイル予防が必要です。正しい知識の普及啓発や実践に向けた支

援を行うとともに、住民主体の活動による健康づくりや介護予防・フレイル予防を推進してい

きます。また、健康な高齢期を迎えることができるよう、働き盛りの世代から、健康づくりを

推進していきます。 

基本目標２ 社会参加といきがいづくりを支援します 

高齢期の生活の質（ＱＯＬ）を高めるためには、社会との関わりを持ちながらこれまで得た

知識や経験を活用し、生涯を通して新たなことにチャレンジしていくことが大切です。多様化

した高齢者のライフスタイルやニーズに対応した社会参加や、社会貢献、就労などの活動支援

を展開します。 

基本目標３ 支え合いの地域づくりをすすめます 

高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けていくためには、公的なサービスが充実していること

に加え、地域での見守りや支え合いの活動が不可欠です。そのために、高齢者自身も「地域の

担い手」として活躍するしくみづくりを進め、地域の多様な社会資源（ＮＰＯ、民間企業、社

会福祉施設など）との有機的な連携により、互いに支え合う地域社会の実現を目指します。 

基本目標４ 
最期まで住み慣れた地域で自分らしく暮らすための相談・支援体制を 

充実します 

支援や介護が必要になっても、生涯住み慣れた地域で安心してその人らしく暮らしていける

ことが大切です。そのため、一人ひとりのニーズに応じた医療と介護の連携による切れ目のな

いサービスや、区独自の支援サービスを提供します。また、高齢者のニーズに応じた住まいの

確保を支援し、区の特性にあった地域包括ケアシステムの実現を目指します。 

基本目標５ 安全・安心な暮らしを支えるしくみづくりをすすめます 

高齢者がいつまでも地域で生活し続けるためには、安全・安心な暮らしを支える様々な取組

が必要です。高齢者の権利をまもる成年後見制度が適切に活用されるよう周知を図るとともに、

虐待の早期発見・相談や消費者被害の防止等、高齢者の暮らしをまもる取組を推進します。ま

た、住まいへの支援やユニバーサルデザインの視点を取り入れたまちづくり、災害時における

高齢者への支援の充実などを進めていきます。 
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第２節 新宿区における地域包括ケアシステムについて 

１．日常生活圏域と高齢者総合相談センターの設置 

「日常生活圏域」とは、地域包括ケアシステムの実現のために、必要なサービスを身

近な地域で受けられる体制の整備を進める単位で、国では概ね30分以内にサービスが提

供される範囲としています。 

新宿区では、高齢者人口や、民生委員・児童委員、町会・自治会、地区協議会などの地

域における活動の単位を考慮して、特別出張所所管10区域を「日常生活圏域」（四谷、簞

笥町、榎町、若松町、大久保、戸塚、落合第一、落合第二、柏木、角筈）と位置付けてい

ます。また、この区域を「相談圏域」として捉え、身近なところで相談やサービスが受け

られるよう、高齢者総合相談センターを配置しています。令和２年度には、高齢者の一

層の増加を見据えて柏木高齢者総合相談センターを新たに開設し、高齢者が身近な地域

で気軽に相談できるよう体制を強化しました。（※柏木高齢者総合相談センターは令和３

年１月開所予定。）また、新宿区役所に基幹型高齢者総合相談センターを設置し、地域型

高齢者総合相談センターへの後方支援や総合調整等を行っています。さらに、区内を東・

中央・西の３つの圏域に分け、サービスの整備・検討を進めています。 

 

 

  

東圏域 

四谷・簞笥町・榎町 

中央圏域 

若松町・大久保・戸塚 

西圏域 

落合第一・第合第二・柏木・角筈 

四 谷 

高相Ｃ 

簞笥町 

高相Ｃ 

榎 町 

高相Ｃ 

若松町 

高相Ｃ 

大久保 

高相Ｃ 

戸 塚 

高相Ｃ 

落合第一 

高相Ｃ 

落合第二 

高相Ｃ 

基幹型高相Ｃ（新宿区役所） 

相談圏域（10 圏域） 

[高齢者総合相談センター（高相Ｃ）] 

四 谷 

特 出 

簞笥町 

特 出 

榎 町 

特 出 

若松町 

特 出 

大久保 

特 出 

戸 塚 

特 出 

落合第一 

特 出 

落合第二 

特 出 

柏 木 

特 出 

角 筈 

特 出 

日常生活圏域（10 圏域） 

[特別出張所（特出）] 

角筈 

高相Ｃ 

地域型高相Ｃ（10 所） 

柏木 

高相Ｃ 
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日常生活圏域別の高齢者人口及び高齢化率 

(令和元年 10 月１日現在の実績) 

西圏域 

東圏域 

中央 

圏域 

※区役所エリアを含む 

相談圏域(10 圏域) 

●高齢者総合相談センター 

◆区役所（基幹型） 

※柏木高齢者総合相談セ

ンターは令和３年１月開

所予定。 

※榎町高齢者総合相談セ

ンターは令和３年３月に

左記の場所へ仮移転予定。 
※落合第二高齢者総合相

談センターは令和３年３

月に左記の場所へ移転予

定。 
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２．介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果から見受けられる地域の状況 

新宿区では、令和元（2019）年度に、介護保険の要介護１～５の認定を受けていない65

歳以上の区民3,000人を対象に介護予防・日常生活圏域ニーズ調査を実施しました。 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査は、要介護状態になる前の高齢者について、「要介

護状態になるリスクの発生状況」、「各種リスクに影響を与える日常生活の状況」を把握

し、地域の課題を特定することを目的に構成されたものです。 

調査結果のうち、第８期計画の重点施策に関わる設問の結果については以下のとおり

です。なお、国が提示する必須項目で、地域包括ケア「見える化」システムを活用し、他

自治体との比較が可能な設問について、「周辺８区平均」を参考として掲載しています。 

 

①外出を控えているかについて 

 外出を控えているかたずねたところ、「はい」が 14.5％、「いいえ」は 85％となってい

ます。 

圏域別では、「はい」が若松町 19.7％、大久保で 18.4％、戸塚で 16.8％と高くなって

います。 

図表27 外出を控えているか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全  体 (1,937)

四谷 (209)

簞笥町 (195)

榎町 (194)

若松町 (178)

大久保 (190)

戸塚 (191)

落合第一 (185)

落合第二 (202)

柏木 (168)

角筈 (183)

11.0

13.3

12.4

19.7

18.4

16.8

13.5

13.4

12.5

13.7

88.5

86.7

87.1
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81.1

83.2
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85.1

86.9

85.8

0.5

-

0.5

0.6

0.5

-

0.5

1.5

0.6

0.5

(%)
14.5 85.0

0.6

(%)

ｎ

は
い

い
い

え

　
無

回
答
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②半年前と比較して固いものが食べにくくなったかについて 

半年前と比較して固いものが食べにくくなったかたずねたところ、「はい」が 24.6％、

「いいえ」は 74.4％となっています。 

圏域別では、「はい」が若松町で 34.3％と高くなっています。 

 

図表28 半年前と比較して固いものが食べにくくなったか 
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四谷 (209)

簞笥町 (195)

榎町 (194)

若松町 (178)

大久保 (190)

戸塚 (191)

落合第一 (185)

落合第二 (202)

柏木 (168)

角筈 (183)

20.1

19.5

27.8

34.3

28.4

25.1

22.2

23.8
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20.8
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80.5

72.2
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答

周辺８区単純平均 26.8 70.4
2.8

周辺８区平均 
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③地域づくり推進活動への参加者としての参加希望について 

地域づくり推進活動への参加者としての参加希望をたずねたところ、「既に参加してい

る」が 4.1％、「是非参加したい」が 8.6％、「参加してもよい」が 49.7％で、それらを合

わせた《参加意向あり》は 62.4％となっています。 

圏域別では、《参加意向あり》が落合第二で 67.4％と高くなっています。 

 

図表29 地域づくり推進活動への参加者としての参加希望 
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無

回
答

《参加意向あり》 

周辺８区単純平均 5.1 7.5 47.7 34.4 5.3周辺８区平均 
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④地域づくり推進活動への企画・運営としての参加希望について 

地域づくり推進活動への企画・運営としての参加希望をたずねたところ、「既に参加し

ている」が 3.1％、「是非参加したい」が 3.6％、「参加してもよい」が 35.4％で、それら

を合わせた《参加意向あり》は 42.1％となっています。 

圏域別では、《参加意向あり》が戸塚で高くなっています。 

 

図表30 地域づくり推進活動への企画・運営としての参加希望 

 

 

 

 

 

 

 

  
全  体 (1,937)

四谷 (209)

簞笥町 (195)

榎町 (194)

若松町 (178)

大久保 (190)

戸塚 (191)

落合第一 (185)

落合第二 (202)

柏木 (168)

角筈 (183)

3.3

2.1

4.6

6.2

1.1

4.2

3.2

2.0

3.6

1.1

4.8

2.6

3.1

4.5

2.1

3.7

3.8

3.5

4.8

2.7

36.8

35.4

30.4

30.9

36.8

38.2

35.7

37.6

35.7

35.5

49.8

55.4

59.3

53.4

52.1

50.8

51.4

52.0

45.8

53.0

5.3

4.6

2.6

5.1

7.9

3.1

5.9

5.0

10.1

7.7

(%)ｎ

3.13.6 35.4 52.0 5.9

(%)

既
に

参
加
し

て
い
る

是
非

参
加
し

た
い

参
加

し
て
も

よ
い

参
加

し
た
く

な
い

　
無

回
答

《参加意向あり》 

周辺８区単純平均 3.5
2.7

32.4 55.5 5.9周辺８区平均 
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⑤物忘れが多いと感じるかについて 

 物忘れが多いと感じるかたずねたところ、「はい」が 41.9％、「いいえ」は 56.9％とな

っています。 

圏域別では、「はい」が簞笥町、四谷、若松町、戸塚で４割台半ばを超えています。 

 

図表31 物忘れが多いと感じるか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全  体 (1,937)

四谷 (209)

簞笥町 (195)

榎町 (194)

若松町 (178)

大久保 (190)

戸塚 (191)

落合第一 (185)

落合第二 (202)

柏木 (168)

角筈 (183)

45.9

46.2

41.8

45.5

42.6

45.5

37.8

40.1

35.1

36.6

52.6

51.8

57.2

52.8

56.8

52.9

60.0

59.4

64.3

63.4

1.4

2.1

1.0

1.7

0.5

1.6

2.2

0.5

0.6

-

(%)
ｎ

41.9 56.9

1.2

(%)

は
い

い
い

え

　
無

回
答

周辺８区単純平均 39.7 56.2 4.2周辺８区平均 
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３．地域支援事業の現状 

地域支援事業は、平成18年度に介護保険制度内で新設された事業で、「介護予防・日常

生活支援総合事業（総合事業）」「包括的支援事業」「任意事業」で構成されています。 

地域支援事業については、平成27年４月の介護保険法の改正で、大幅な見直しがあり

ました。それにより、新宿区では総合事業を平成28年４月から開始しています。 

 

（１）介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業）の実施 

総合事業は、各区市町村が中心となって、地域の実情に応じて、住民等の多様な主体

が参画し、多様なサービスを充実することにより、地域の支え合いの体制づくりを推進

し、要支援者等に対する効果的かつ効率的な支援等を目指すものです。 

総合事業は「介護予防・生活支援サービス事業」と「一般介護予防事業」で構成されて

います。 

事業名 取組内容 

介護予防・生活支援 

サービス事業 

要介護状態となることを予防し、一人ひとりが活動的で生きがいのあ

る生活を送ることができるよう支援する事業で、対象者は、要支援１・

２の認定を受けた方もしくは基本チェックリストの結果により生活機

能の低下が確認された65歳以上の方（事業対象者）です。 

サービスの種類は訪問型サービスと通所型サービスがあります。な

お、住民等の多様な主体の参画という観点から、区の研修を修了した生

活援助員等が利用者宅を訪問して生活援助（掃除、洗濯、調理、生活必

需品の買い物等の支援）を行う生活援助サービスなども行っています。 

一般介護予防事業 

介護予防や日常生活の自立に向けた取組や、地域の介護予防活動等に

対して支援を行う事業です。対象者は、65歳以上の方や、65歳以上の方

の支援のための活動に関わる方です。 

介護予防普及啓発事業として、事前申し込みが必要で有料の介護予防

教室と、事前申し込みが不要で無料の介護予防教室などを行っているほ

か、地域介護予防活動支援事業として、介護予防のための体力測定事業

や、新宿いきいき体操やしんじゅく100トレの普及啓発などを行ってい

ます。 

  



 

47 

（２）包括的支援事業 

  包括的支援事業では、以下の４つの取組を行います。 

事業名 取組内容 

高齢者総合相談 

センター事業 

区内11か所に設置している高齢者総合相談センターの相談機能をさ

らに充実させるとともに、地域包括ケアシステムの実現のための有効な

ツールとなる「地域ケア会議」を開催します。 

在宅医療・介護連携 

推進事業 

 地域の医療・介護サービス資源の把握や情報の共有、在宅医療・介護

連携に関する相談受付、在宅医療・介護関係者の研修などを行います。 

認知症総合支援事業 

 認知症が疑われる高齢者の早期発見・早期診断や認知症高齢者への支

援体制の充実のため、認知症地域支援推進員や認知症初期集中支援チー

ムの設置、チームオレンジを実施していきます。 

生活支援体制整備事業 

 高齢者が地域とのつながりや生きがいを持ちながら暮らしていくた

めに、区が「生活支援コーディネーター」及び「新宿区生活支援体制整

備協議会」を設置し、新宿区社会福祉協議会や関係機関と連携しながら、

地域におけるコミュニティの活性化や住民等が主体となった多様な生

活支援の充実など、支え合いの地域づくりを促進する取組を進めます。 

 

（３）任意事業 

  任意事業では、家族介護支援事業、介護給付等費用適正化事業、成年後見審判請求事

務等を実施します。 

 

（４）財源構成 

財源構成は下記のとおりです。包括支援事業・任意事業 

 

  

国

25.00%

東京都

12.50%

新宿区

12.50%

第1号

被保険者

23.00%

第2号

被保険者

27.00%

 

介護・予防日常生活支援総合事業 包括支援事業・任意事業 

第1号被保険者

23.00%

新宿区

19.25%

東京都

19.25%

国

38.50%
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４．今後の方向性 

（１）施策の方向性 

第７期計画では「『地域の活力』を生かした高齢者を支えるしくみづくり」「健康づく

りと介護予防の推進による健康寿命の延伸」「認知症高齢者への支援体制の充実」の３つ

を重点施策として進めてきました。 

第８期計画では第７期計画の３つの重点的取組を継続し、さらなる充実を目指します。 

高齢者の特性を前提に、後期高齢者の自立した生活の実現を目指し、健康寿命の延伸

を図るには、生活習慣病等の重症化の予防と生活機能の低下を防止する取組の双方を一

体的に実施する必要性が高まっています。このため、「健康づくりと介護予防の推進によ

る健康寿命の延伸」を引き続き重点施策とします。 

次に、第７期では「地域の活力を生かした高齢者を支えるしくみづくり」を重点施策

としましたが、地域共生社会の視点から考えたとき、高齢者は支えられる側だけでなく、

自らも支える側になり得ることから、誰もが役割と生きがいを持つ社会の醸成に向けて

「地域で支え合うしくみづくりの推進」に改め、重点施策として取組を進めます。 

さらに、高齢化に伴う認知症の人の増加への取組は全国的に課題となっており、認知

症施策推進大綱がとりまとめられました。認知症はだれもがなりうるものであり、認知

症の発症を遅らせ、認知症になっても希望をもって日常生活を過ごせる社会を目指して

いくことが求められています。このことから、「認知症高齢者への支援体制の充実」を引

き続き重点施策とします。 

第８期計画では、以上の３施策を重点施策として位置付け、より多くの区民を対象と

する「地域づくりの計画」として、取組を進めていきます。 

【第７期と第８期の重点的取組】 

第７期計画(平成 30～令和２年度)  第８期計画(令和３～５年度) 

「地域の活力」を生かした高齢者を 

支えるしくみづくり 

健康づくりと介護予防の推進による 

健康寿命の延伸 

健康づくりと介護予防の推進による 

健康寿命の延伸 
地域で支え合うしくみづくりの推進 

認知症高齢者への支援体制の充実 認知症高齢者への支援体制の充実 
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（２）「新たな日常」への対応 

新型コロナウイルス感染症の流行は、介護サービスや地域活動に大きな影響を及ぼし、

高齢者の身体、心理、社会的状況に様々な変化が生じています。この影響は長期にわた

って、人々の生活様式に変化をもたらし、介護サービスの提供方法などについても「新

たな日常」への対応が求められるようになると考えられます。 

本計画においては、このような状況を踏まえて、柔軟に対応しながら地域包括ケアシ

ステムを持続していきます。 

具体的には、介護サービス事業者等とともに、感染防止対策と着実な事業運営を両立

させる方法を研究するとともに、会議やイベント等、多くの人が参加する事業について

は、いわゆる３密（密閉・密集・密接）を避ける会場運営を行い、マスク着用や、消毒、

換気による徹底した衛生管理を講じます。また、関係機関の研修会や交流会にＷＥＢ会

議を取り入れることや、オンライン参加も可能な区民向け講座の開催など、ＩＣＴを活

用して参加者が会場に集まらずに実施する手法についても検討していきます。 

併せて、住民主体で活動する団体に、感染を防止しながら活動するために必要な情報

提供等を行うとともに、オンラインを活用した交流の体験会を実施するなど、地域にお

ける活動や交流が継続できるよう支援していきます。 
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第３章 

高齢者保健福祉施策の推進  
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第３章 高齢者保健福祉施策の推進 
 

第１節 高齢者保健福祉施策の体系 

次のような体系で進めていきます。（※太枠の施策は重点施策） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

だ
れ
も
が
人
と
し
て
尊
重
さ
れ 

と
も
に
支
え
合
う
地
域
社
会
を
め
ざ
す 

基本理念 めざす将来像 

２ いきがいのあるくらしへの支援 
・・・ｐ.98 

 
社会参加といきがい 

づくりを支援します 

基本目標 

 

12 の施策 

健康づくり・介護予防 

をすすめます 

最期まで住み慣れた地

域で自分らしく暮らす

ための相談・支援体制

を充実します 

支え合いの地域づくり

をすすめます 

３ 就業等の支援     ・・・ｐ.104 

１ 健康づくりと介護予防の推進に 

よる健康寿命の延伸【重点施策Ⅰ】 

・・・ｐ.55 

７ 高齢者総合相談センターの機能の充実 
・・・ｐ.114 

４ 地域で支え合うしくみづくりの 

推進【重点施策Ⅱ】     ・・・ｐ.71 

５ 介護者への支援       ・・・ｐ.108 

８ 介護保険サービスの提供と基盤整備 
・・・ｐ.125 

 
９  自立生活への支援(介護保険外サービス） 

・・・ｐ.136 

10 在宅療養支援体制の充実・・・ｐ.140 

  

６ 認知症高齢者への支援体制の充実

【重点施策Ⅲ】         ・・・ｐ.84 
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身
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が
必
要
に
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っ
て
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生
涯
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し
て
く
ら
せ
る
ま
ち 

11 高齢者の権利擁護の推進・・・ｐ.151 

12 安全で暮らしやすいまちづくりと

住まいへの支援         ・・・ｐ.158 

安全・安心な暮らしを

支えるしくみづくりを

すすめます 
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施策 指標 
現状 

(令和元年度) 
目標 

(令和５年度) 

１１．健康づくりと介護予防の
推進による健康寿命の延伸 

「しんじゅく100トレ」に取り組む住民主体

の団体数 
31団体 75団体 

【調査】介護予防に関心のある高齢者の割合

（一般高齢者調査） 
72.7% 85.0％ 

高齢期の健康づくり・介護予防出前講座を利

用する住民主体の団体数 
37 団体 55 団体 

２．いきがいのあるくらし
への支援 

【調査】地域活動参加者の割合 

（一般高齢者調査） 
22.5% 25.0％ 

3．就業等の支援 シルバー人材センターの受託件数 13,588件 

シルバー人材セン

ター経営計画策定

後設定 

(R3.2以降策定) 

４．地域で支え合うしくみ
づくりの推進 

通いの場運営支援団体数 3年間で12団体 3年間で15団体 

【調査】地域のつながり（住民同士の助け合

い・支え合いなど）を実感している高齢者の

割合（一般高齢者調査） 

52.0% 60.0% 

高齢者等支援団体数 18 団体 26団体 

５．介護者への支援 介護者講座・家族会参加者数 延べ846人 延べ800人 

6．認知症高齢者への支援 
体制の充実 

認知症サポーター養成数（累計） 24,363 人 29,800 人 

７.高齢者総合相談センター 
の機能の充実 

【調査】高齢者総合相談センターの認知度 

（一般高齢者調査）①名称②機能③場所 

①43.4％ 

②36.5％ 

③31.4％ 

①50.0％ 

②50.0％ 

③50.0％ 

８．介護保険サービスの 
提供と基盤整備 

【調査】介護保険サービスの総合的な利用満

足度(無回答を除く「満足」「おおむね満足」の

割合)(要支援・要介護認定者調査) 

89.6% 90.0% 

9．自立生活への支援 
（介護保険外サービス） 

【調査】健康や福祉サービスに関する情報量

の充実度(要支援・要介護認定者調査) 
56.1% 60.0% 

10．在宅療養支援体制の 
  充実 

【調査】「自宅での療養が実現可能だと思う」

と回答した割合(一般高齢者調査) 
12.8% 20.0% 

11．高齢者の権利擁護の 
推進 

新宿区登録後見活動メンバー登録者数 68人 94人 

12. 安全で暮らしやすい 
まちづくりと住まいへの 
支援 

住宅相談開催数  87回 92回 

災害時要援護者名簿の新規登録者数 200件 300件 

本計画では、施策ごとに、進捗状況（成果）を評価し、達成状況を把握するため指標
（数値目標）」を設定しています。 
※【調査】の現状は「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」の調査結果です。 

施策ごとの指標の設定（第８期） 
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施策２ いきがいのあるくらしへの支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・施策の取組状況が記載してあります。 

・関連する「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」結果も記載してあります。 

施策２の概要や目的が記載してあります。 

・取組上の課題が記載してあります。 

・取組の方向性が記載してあります。 

■事業ごとに「目標値」を掲げています。（事業の性質上、数値目標がなじまないも

のは「－（ハイフン）」で表記しています） 

・主な事業 

事業名 

（担当課） 
事業概要 

令和２年度 

見込 

令和５年度 

目標 

【新規】事業名  

実行計画 事業の内容 現状 目標 

担当課名 

 

・関係団体による事業 

 上記と同様 

 

■事業名の【新規】は令和３年度からの新規事業、実行計画は、新宿区第二次実行

計画（令和３年度～令和５年度）の対象事業です。 

・施策ごとに設定した「指標」を掲げています。 

指標名 
現状 

(令和元年度) 

目標 

(令和５年度) 

指標とする項目内容 現状 目標 

 

施策ごとのページの見方（例） 

② 課題 

③今後の取組の方向性 

④施策を支える事業 

⑤指標 

① 現状とこれまでの取組 
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第２節 重点的に進めていく３施策 

重点施策Ⅰ 健康づくりと介護予防の推進による健康寿命の延伸 

高齢者が住み慣れた地域でいつまでもいきいきと暮らし続けるには、高齢期の特性

を踏まえた健康づくりと介護予防・フレイル予防が必要です。正しい知識の普及啓発

や実践に向けた支援を行うとともに、住民主体の活動による健康づくりや介護予防・

フレイル予防を推進していきます。また、健康な高齢期を迎えることができるよう、

働き盛りの世代から、健康づくりを推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「筋トレと仲間づくりで、心も体も元気に長生き」 

Ｂさんは、80 代前半の女性。区内のアパートの２階で一人暮らしをしています。多少血圧が高く、

通院していますが、介護サービスを利用するほどではありません。階段の上り下りがつらいため、外

出が億劫になっていたところ、ちょっとした段差でつまずいて、足腰にすっかり自信をなくしていま

した。 

年だから仕方のないことと思っていましたが、友人に誘われた保健センターの講演会で、自分の状

態が、フレイル①であることと、これからでも足腰の機能を向上させることができることを知りまし

た。そのためには、筋力をつける簡単なトレーニングや適度な運動を行うこと、歯と口の健康を保ち、

いろいろなものを食べること、特に肉や魚などのたんぱく質を摂ることが大切なのだと知りました。 

トレーニングに挑戦してみたいと思い、「広報新宿」で知った介護予防教室②に通ったところ、徐々

に足腰の筋力がつき運動の効果を実感しました。 

その後、家の近くで運動を継続できる場所がないか高齢者総合相談センターに相談すると、週に１

回新宿区オリジナル３つの体操・トレーニング（新宿いきいき体操・新宿ごっくん体操・しんじゅく

100 トレ）③に取り組むグループが近所にあることがわかり、参加してみることにしました。通うう

ちに会の運営にあたっての役割もでき、毎週通うのが楽しみになりました。そうした生活を送るよう

になって、心も体も以前より元気になった気がします。元気に長生きしたいと張り切り、ポジティブ

な気持ちで毎日を送っています。 

【解説】 

①…高齢者の身体機能や認知機能が低下して虚弱となった状態を「フレイル【Frailty】」と呼び、生活

の自立度が低下し介護が必要となる危険性が高い状態です。フレイルを早期に発見し、食事や運動

など適切な対応で再び元気を取戻し、健康寿命を延ばすことが期待されます。 

 ②…事前申し込みが必要で有料の介護予防教室と、事前申し込みが不要で無料の介護予防教室がありま

す。 

 ③…新宿区オリジナル３つの体操・トレーニング 

【新宿いきいき体操】 

平成新宿音頭のリズムにあわせ、介護予防に必要な体力要素を楽しく刺激することができる体操

です。（平成 20 年度開発） 

【新宿ごっくん体操】 

楽しく歌ってからだを動かして食べる力を鍛える体操です。（平成 29 年度開発） 

【しんじゅく 100 トレ】 

ゆっくりと繰り返し負荷をかけ、日常生活に必要な筋力をアップするためのトレーニングです。

（平成 30 年度開発） 

 

 

本施策の事例 



 

56 

①現状とこれまでの取組 

＜高齢期の健康づくりと介護予防・フレイル予防＞ 

■「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」では、介護が必要となった主な原因とし

ては、「骨折・転倒」が16.6％で最も高く、次いで「脳血管疾患」12.5％、「高齢による

衰弱」12.1％となっています。 

■高齢者の特性として、筋量低下、低栄養や口腔機能の低下（オーラルフレイル1）等に

よる心身機能の低下等があり、同調査の一般高齢者調査では、ロコモティブシンドロ

ーム（運動器症候群）2の恐れがある人の割合が45.7％、低栄養傾向（ＢＭＩ≦20） は

21.0％でした。低栄養につながる「食べる機能」についてみると、「半年前に比べて硬

いものが食べにくい」と回答した人が23.7％でした。また、「社会参加」について「友

人・知人と会う頻度」をみると「月1～3回」「年に数回」「ほとんどない」を合わせて

49％でした。 

■「新宿区介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」では、要介護の認定を受けていない高齢

者で20本以上の歯を有する人は53.2%でした。 

■働き盛り世代は生活習慣病予防、高齢期はフレイル予防を中心とした「ライフステー

ジを通じた健康づくり」に関する様々な事業を行っています。 

■高齢期の心身や社会生活等の特性を踏まえた健康づくりや介護予防・フレイル予防の

意義や重要性を区民に伝えるため、講演会＊や出前講座＊を通じて普及啓発を行って

います。 

■食べる機能の維持向上を目的に、平成29年度に「新宿ごっくん体操」を開発し、普及し

ています。 

＜住民主体の健康づくりと介護予防・フレイル予防活動＞ 

■「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」では、介護予防について「関心がある」

「どちらかと言えば関心がある」と回答した一般高齢者の割合は72.7％でした。また、

地域のつながりの必要性については、一般高齢者の87.7％が「必要だと思う」「どちら

かといえば必要だと思う」と回答しています。 

■地域のつながりの必要性を感じている人ほど健康状態が良い傾向にあります。 

 

  

                           
1 オーラルフレイル【Orel Frailty】 

：口腔機能の軽微な低下や食の偏りなどを含み、身体の衰え（フレイル）の一つです。早めに気づき適切な対応をすることでより健康に近づきます。 

2 ロコモティブシンドローム（運動器症候群） 

：関節の痛みや筋力の低下などにより、歩く力が衰えた状態のことで、略して「ロコモ」と呼ばれています。進行すると日常生活にも支障が生じるため、

いつまでも自分の足で歩き元気でいるためには、運動器を長持ちさせ、ロコモを予防することが必要です。 

 



 

57 

■身近な地域で住民主体で、介護予防に資する活動に継続的して取り組めるよう、平成

30年度に区オリジナルの筋力トレーニング「しんじゅく100トレ」を開発し、取り組む

グループの立ち上げと継続を支援＊しています。 

■介護予防・フレイル予防活動に取り組むグループ等への専門職による支援＊や、住民

からの提案事業に対する助成＊等により、住民主体の活動がより活性化するよう支援

しています。 

＜介護予防・日常生活支援総合事業＞ 

■新宿区では、平成28年４月から介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業）を開始し

ました。総合事業は、別表のとおり「介護予防・生活支援サービス事業」と「一般介護

予防事業」で構成されています。 

■「介護予防・生活支援サービス事業」では、要支援１・２の認定を受けた方もしくは基

本チェックリストの結果により生活機能の低下が確認された65歳以上の方（事業対象

者）に対し、訪問型サービスと通所型サービスを提供しています。これらには、住民等

の多様な主体の参画という観点から、新宿区の研修を修了した生活援助員等が利用者

宅を訪問して生活援助（掃除、洗濯、調理、生活必需品の買い物等の支援）を行う生活

援助サービスと住民を中心とした団体等が会食や体操、レクリエーション等を行う通

所型住民主体サービスも含まれています。 

■「一般介護予防事業」では、「新宿いきいき体操」の普及啓発を担う「新宿いきいき体

操サポーター」の活動など、住民主体の取組がさらに広がっています。また、誰もが気

軽に参加できる介護予防教室の開催や介護予防運動指導員等による高齢期の健康づく

り・介護予防出前講座、住民等提案型事業助成の実施などにより、一人ひとりの介護

予防への意識をより高めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊：既出の＊印の事業は、「一般介護予防事業」に位置付けられるものです。  
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別表（介護予防・日常生活支援総合事業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「訪問介護相当サービス」と「通所介護相当サービス」は、それぞれ、総合事業導入前に要支

援１・２の認定者が利用していた予防給付の訪問介護、通所介護に該当するものです。 

令和元年度「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」では・・・ 

 

 
介護予防・生活支援 

サービス事業 

 

【対象者】 

要支援１・２の認定

を受けた方もしくは

基本チェックリスト

の結果により生活機

能の低下が確認され

た65歳以上の方（事

業対象者） 

訪問型 

サービス 

掃除、洗濯等の日常生活

上の支援を提供します。 

訪問介護相当 

サービス 

生活援助サービス 

通所型 

サービス 

機能訓練や集いの場など

の日常生活上の支援を提

供します。 

通所介護相当サービス 

（デイサービス） 

ミニデイサービス 

通所型住民主体サービス 

通所型短期集中サービス 

介護予防ケア

マネジメント 

総合事業によるサービス等が適切に提供できるよう

ケアマネジメントします。 

一般介護予防事業 

 

【対象者】 

65歳以上の方や、65

歳以上の方の支援の

ための活動に関わる

方 

介護予防把握

事業 

閉じこもり等何らかの支援を要する者を把握し、介護

予防活動につなげます。 

介護予防 

普及啓発事業 

介護予防活動の普及・啓

発を行います。 

介護予防教室(有料・事前

申込必要) 

介護予防教室(無料・事前

申込不要) 

地域介護予防

活動支援事業 

地域における住民主体の

介護予防活動の育成・支

援を行います。 

新宿いきいき体操 

しんじゅく100トレ 

体力測定事業 

住民等提案型事業助成 

講演会 

高齢期の健康づくり・介護

予防出前講座 
地域 

リハビリテー

ション 

活動支援事業 

地域における介護予防の

取組みを機能強化するた

め、リハビリテーション

専門職の関与を促進しま

す。 

地域リハビリテーション

活動支援事業（個別支援） 

 



 

59 

 

 

★ロコモの恐れあり【性・年齢別】＜一般高齢者【重点】調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロコチェック※の７項目に１つ以上回答した方を「ロコモの恐れあり」として集計したと

ころ、「ロコモの恐れあり」(45.7％)は４割台半ばとなっています。 

性・年齢別でみると、「ロコモの恐れあり」は、男女とも年齢が上がるほど、増加する傾向 

にあります。 ※ロコチェック：下記の７項目のうち、１つ以上回答した方を「ロコモの恐れあり」で集計 

 

★低栄養傾向（ＢＭＩ≦20） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  全  体 (1,837)

男性・65歳～69歳 (194)

　　　70歳～74歳 (220)

　　　75歳～79歳 (175)

　　　80歳～84歳 (116)

　　　85歳～89歳 (43)

　　　90歳以上 (20)

女性・65歳～69歳 (252)

　　　70歳～74歳 (273)

　　　75歳～79歳 (233)

　　　80歳～84歳 (128)

　　　85歳～89歳 (61)

　　　90歳以上 (22)

33.5

42.7

46.3

52.6

60.5

75.0

35.3

42.5

55.4

57.0

63.9

59.1

66.5

57.3

53.7

47.4

39.5

25.0

64.7

57.5

44.6

43.0

36.1

40.9

(%)ｎ

45.7 54.3

(%)

ロ
コ
モ

の
恐
れ

あ
り

　
な
し

全体 (1,837)

男性 (770)

女性 (978)

12.5

28.1

83.0

68.3

4.5

3.6

(%)
ｎ

21.0 74.7 4.2

(%)

ＢＭＩ　20以下 ＢＭＩ　20超 無回答

令和元年度「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」では・・・ 
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低栄養傾向と考えられる「ＢＭＩ 20以下」は21.0％となっています。 

性別でみると、「ＢＭＩ 20以下」（男性：12.5％ 女性：28.1％）は、女性の方が男性より

も15.6ポイント高くなっています。 

※「健康日本21（第二次）」では、低栄養傾向の基準を、要介護や総死亡リスクが統計学的

に有意に高くなるポイントとして示されている「ＢＭＩ 20以下」とし、その割合の増加の抑

制を指標として設定しています。 

 

★食べる機能＜一般高齢者【基本】調査＞ 

「半年前に比べて硬いものが食べにくいですか」 

 

 

 

 

 

 

 

 

半年前と比べた硬いものの食べにくさの有無についてたずねたところ、「はい」（23.7％）が

２割台半ば近くとなっています。 

 

★介護予防についての関心の有無＜一般高齢者【重点】調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「介護予防」への関心の有無をたずねたところ、「関心がある」（42.9％）と「どちらかと

いえば関心がある」（29.8％）をあわせた《関心がある》は72.7％となっています。 

 

42.9 29.8 15.2 6.2 5.9

ｎ

(1,837)

(%)

関
心
が

あ
る

ど
ち
ら

か
と
い

え
ば

関
心
が

あ
る

ど
ち
ら

か
と
い

え
ば

関
心
が

な
い

関
心
が

な
い

　
無
回

答

《関心がある》72.7％ 《関心がない》21.4％ 

n = (1,864)

ア．半年前に比べて
　　硬いものが食べにくいか

イ．お茶や汁等で
　　むせることがあるか

ウ．口の渇きが気になるか

24.9

23.7

71.3

72.1

3.8

4.2

(%)
23.7 72.9 3.4

は
い

い
い
え

　
無
回

答
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★運動の頻度＜一般高齢者【重点】調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運動の頻度をたずねたところ、「ウォーキング」では週１回以上が67.5%、「体操」では週1

回以上が45.7%、「筋力トレーニング」では週1回以上が31.5%となっています。 

 

 

★昨日食べた食品数＜一般高齢者【重点】調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

昨日食べた食品の数をみると「7～10品目」は39.4％となっています。 

 

 

栄養バランスのよい食事をするためには、多様な食品を摂取することが望ましく、毎日、

下記の10品目を食べることが推奨されています。 

①肉、➁魚介類、③卵、④大豆・大豆製品、⑤牛乳・乳製品、⑥緑黄色野菜、⑦海藻類、⑧

いも類、⑨果物、⑩油脂類 

 

n = (1,837)

ア．ウォーキング

イ．体操

ウ．筋力トレーニング

31.8

19.8

13.9

11.7

4.6

4.0

5.2

5.9

23.0

31.6

21.4

27.0

(%)
55.0 12.5 5.1 4.2 11.6 11.6

週
２
回

以
上

週
１
回

程
度

２
週
に

１
回
程

度

月
１
回

以
下

全
く
し

な
い

　
無
回

答

39.4 43.9 14.9

1.9

ｎ

(1,837)

(%)

７
～

1

0
品
目

４
～

６

品
目

１
～

３

品
目

　
無
回

答
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②課題 

＜高齢期の特性を踏まえた健康づくりと介護予防・フレイル予防＞  

■75歳以上の後期高齢者になると、要介護の原因として不活発な生活に起因するものの

割合が増えてきます。そのため、この時期を中心とし、生活機能を低下させないため

に、高齢期の心身や社会生活等の特性を踏まえ、身体活動の維持及び低栄養の予防、

オーラルフレイル予防、認知症・うつ予防などに総合的に取り組むことが重要です。

実践につながるよう、より広く介護予防・フレイル予防の普及啓発を図るとともに、

住民が主体となり地域に広めていけるようなしくみづくりが必要です。 

＜住民主体の健康づくりと介護予防・フレイル予防活動＞ 

■地域の身近な場所に、介護予防・フレイル予防に継続して取り組める実践の場ができる

よう、住民主体の通いの場の取組を一層推進していく必要があります。 

■住民主体の活動の場で、個人差が大きい高齢者の健康状態等を踏まえたアセスメント

と適切なアドバイスを地域の医療専門職とも連携しながら行うなど、状態に応じて効

果的かつ多様な取組が展開されるような支援が必要です。 

■様々な住民主体の活動を支援することができるよう、より効果的な支援のあり方を検

討することが必要です。 

＜個々の状況に応じた介護予防・フレイル予防＞ 

■高齢者が自身の健康状態を定期的に確認し、必要に応じ適切な支援を受けられるよう

にする必要があります。 

■フレイルのリスクが高い高齢者に対しては、個々の状態に応じ、医療専門職による個

別的な相談支援を行うなど、要介護への移行を防ぐための支援が必要です。 

＜介護予防・日常生活支援総合事業＞ 

■「介護予防・生活支援サービス事業」では、多様な生活支援のニーズに対するサービス

として、訪問型サービスにおける「生活援助サービス」、通所型サービスにおける「ミ

ニデイサービス」、「通所型住民主体サービス」及び「通所型短期集中サービス」を実施

しています。これらは、雇用労働者が行う緩和した基準によるサービス、住民主体によ

る支援で行うサービス、短期集中的に予防のために行うサービスですが、依然として

従前から実施している介護事業者による「訪問介護相当サービス」と「通所介護相当サ

ービス」の利用が多い状況にあります。利用者の心身の状況や置かれている状況に応

じて、適切な事業が効果的に提供されるために、よりよい介護予防ケアマネジメント

が必要不可欠です。 
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■「一般介護予防事業」では、シニア世代を対象とした区オリジナル３つの体操・トレー

ニング（新宿いきいき体操・新宿ごっくん体操・しんじゅく100トレ）を地域にさらに

普及啓発していくことが必要です。また、高齢期の健康づくり・介護予防出前講座、住

民等提案型事業助成など介護予防を目的とした様々な取組をＰＤＣＡサイクルに沿っ

て推進していく必要があります。 

 

③今後の取組の方向性 

＜高齢期の特性を踏まえた健康づくりと介護予防・フレイル予防の普及啓発＞ 

■身体活動の維持や低栄養の予防、オーラルフレイル予防、認知症・うつ予防など、高齢

期の特性に応じた健康づくりや介護予防・フレイル予防の意義や重要性について、「運

動・栄養・社会参加」をキーワードに、区民や高齢者を支える支援者に普及啓発してい

きます。 

■わかりやすい普及啓発ツールを作成し、無関心層を含めた高齢者等に広く介護予防・フ

レイル予防の普及啓発を行うほか、サポーターの育成＊等により住民が主体となり地

域に広めていけるようにしていきます。 

＜住民主体の健康づくりと介護予防・フレイル予防活動への支援＞ 

■高齢者が身近な地域で介護予防・フレイル予防活動に継続して取り組むことができる

よう、住民主体の通いの場の立ち上げや活性化を引き続き支援します。 

■住民主体で行われている様々な活動の場において、健康づくりや介護予防・フレイル予

防の視点をおいた取組がなされるよう、医療専門職が普及啓発や個別相談等を行うな

ど総合的な支援を行います。 

■高齢者の活動の場における介護予防の取組を切れ目なくサポートするため、住民から

の提案事業に対する助成＊を引き続き行っていきます。 

＜個々の状況に応じた介護予防・フレイル予防に向けた支援＞ 

■高齢者の特性に応じた健康診査を実施します。また、オーラルフレイル予防を重点に

おいた歯科健診を実施します。 

■健診・医療情報や、通いの場等で実施するフレイルのハイリスク者を把握する質問票

の結果等により、要介護に移行しやすいハイリスク者を早期に把握し、医療専門職が

訪問指導等の個別支援を行います。  
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＜介護予防・日常生活支援総合事業の実施＞ 

■「介護予防・生活支援サービス事業」では、多様な生活支援のニーズに対するサービス

として、訪問型サービスにおける「生活援助サービス」、通所型サービスにおける「ミ

ニデイサービス」、「通所型住民主体サービス」及び「通所型短期集中サービス」の利用

をさらに進めていくために、ケアマネジメントを行うケアマネジャーへの事業周知に

努めるとともに、区民にとって適切なサービス利用が広がり、過不足なく必要な生活の

支援がなされるしくみづくりを進めていきます。 

■「一般介護予防事業」では、区民が介護予防・フレイル予防に関する理解を深め、地域

において介護予防・フレイル予防活動を継続できるよう、様々な支援を行うとともに、

広く情報発信を行っていきます。 

 

＊：既出の＊印の事業は、「一般介護予防事業」に位置付けられるものです。 

 

④施策を支える事業 

事業名 

（担当課） 
事業概要 

令和２年度末 

見込 

令和５年度 

目標 

介護予防把握事業 一人暮らし高齢者等に高齢者総合相談セ

ンターへの相談を促し、何らかの支援を要

する方を介護予防活動等へつなぎます。 

― ― （地域包括ケア推進課） 

介護予防普及啓発事業 筋力トレーニングや認知症予防等の介護

予防教室を開催し、継続した介護予防活動

につなげます。また、パンフレット等の配

布などにより介護予防活動を広く普及し

ていきます。 

介護予防教室

（有料）11教室 

介護予防教室 

（無料）２教室 

― 

（地域包括ケア推進課） 

新宿区オリジナル「新宿

いきいき体操」の普及啓

発 実行計画 

区オリジナル介護予防体操「新宿いきいき

体操」を地域に普及し、介護予防の地域づ

くりを進めます。 
― ― 

（地域包括ケア推進課） 

新宿区オリジナル「新宿

ごっくん体操」の普及啓

発 実行計画 

食べる機能の維持向上を目的とした体操

を地域に普及し、実践できるよう歯科専門

職等が支援していきます。 
― ― 

（健康づくり課） 

新宿区オリジナル筋力ト

レーニング「しんじゅく

100トレ」による地域健康

づくり・介護予防活動支

援事業 実行計画 

日常生活に必要な筋力アップのためのト

レーニングに、身近な地域で住民主体で取

り組めるよう、専門職等がグループの立ち

上げと継続を支援します。 住民主体で取

り組む団体数 

31団体 

住民主体で取

り組む団体数 

75団体 （地域包括ケア推進課） 

（健康づくり課） 

（保健センター） 
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事業名 

（担当課） 
事業概要 

令和２年度末 

見込 

令和５年度 

目標 

【新規】区オリジナル３

つの体操・トレーニング

の普及啓発 実行計画 

区オリジナル３つの体操・トレーニング

（新宿いきいき体操・新宿ごっくん体操・

しんじゅく100トレ）を地域に普及啓発し

ていくとともに、令和５年度に新宿いきい

き体操サポーターとごっくんリーダーを

再編して「（仮称）新宿げんき応援サポータ

ー」制度を創設し、介護予防・フレイル予

防の地域づくりを進めます。 

― 

「（仮称）新

宿げんき応援 

サポーター」

制度の創設 

（地域包括ケア推進課） 

（健康づくり課） 

 

高齢期の健康づくり講演

会（区民向け）の開催 

実行計画 

フレイル予防につながる口腔機能の維持

や低栄養の予防、心身機能の維持など、高

齢者の特性に応じた健康づくりの意義や

重要性について、区民向けの講演会を開催

します。 

新型コロナウ

イルス感染症

の影響により

中止 

年４回 

（保健センター） 

高齢期の健康づくり講演

会（支援者向け）の開催 

フレイル予防につながる口腔機能の維持

や低栄養の予防、心身機能の維持など、高

齢者の特性に応じた健康づくりの意義や

重要性について、支援者向けに講演会を開

催します。 

新型コロナウ

イルス感染症

の影響により

中止 

年１回 （健康づくり課） 

高齢期の健康づくり・介

護予防出前講座  

実行計画 

住民主体の様々な活動の場で健康づくり

や介護予防の取組が実践されるよう、介護

予防運動指導員、リハビリテーション専門

職（理学療法士・作業療法士等）、保健師、

栄養士、歯科衛生士等が出前講座を行い、

アドバイスや技術的支援を行います。 

高齢期の健康

づくり・介護

予防出前講座 

30団体（新型

コロナウイル

ス感染症の影

響により４月

～９月中止） 

高齢期の健康

づくり・介護

予防出前講座 

55団体 

 

（地域包括ケア推進課） 

（保健センター） 

地域リハビリテーション

活動支援事業 実行計画 

上記の高齢期の健康づくり・介護予防出前

講座においてリハビリテーション専門職

の活用を行います。また、訪問派遣による

個別支援も行います。 

（地域包括ケア推進課） 

訪問型サービス事業 要支援１・２の認定を受けた方もしくは基

本チェックリスト該当者となった方に、ホ

ームヘルパー等による訪問型のサービス

を提供します。 

延べ利用者数

15,000人/年 
― 

（地域包括ケア推進課） 

通所型サービス事業 要支援１・２の認定を受けた方もしくは基

本チェックリスト該当者となった方に、デ

イサービスセンター等において通所型の

サービスを提供します。 

延べ利用者数

14,000人/年 
― 

（地域包括ケア推進課） 

介護予防ケアプラン作成 要支援１・２の認定を受けた方もしくは基

本チェックリスト該当者となり、予防給付

や介護予防・生活支援サービスを必要とす

る方に、要支援状態の改善や要介護状態に

ならないための介護予防ケアプランを作

成します。原則として、地域型高齢者総合

相談センターが作成します。 

― ― 

（地域包括ケア推進課） 
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事業名 

（担当課） 
事業概要 

令和２年度末 

見込 

令和５年度 

目標 

介護予防ケアマネジメン

トの質の向上 

地域型高齢者総合相談センター職員及び

民間ケアマネジャーに対し、適切な介護予

防ケアプランの作成技術や介護予防ケア

マネジメントの適切な実施を指導・支援し

ます。 

介護予防ケア

マネジメント

新人研修４回 

介護予防ケア

マネジメント

新人研修４回 

（地域包括ケア推進課） 

いきいきハイキング 歩行等健康に自信のある60歳以上の区民

を対象に、東京近県の秋の野山でのハイキ

ング等を行うことで、交流の場を提供する

とともに健康保持に役立てます。 

新型コロナウ

イルス感染症

の影響により

中止 

参加者数 

延べ200人 

（地域包括ケア推進課） 

ふれあい入浴 広々とした公衆浴場での入浴機会を提供

し、健康増進と交流・ふれあいを図ること

を目的に、「新宿区ふれあい入浴証」を交付

します。 

ふれあい入浴

証交付枚数 

29,000枚 

ふれあい入浴

証交付枚数 

32,000枚 

（地域包括ケア推進課） 

湯ゆう健康教室 公衆浴場を「地域のふれあいの場」として

位置付け、専門職による健康に関する話や

実技等を取り入れ、高齢者相互の交流機会

及び外出機会の増加に伴う介護予防を推

進します。 

新型コロナウ

イルス感染症

の影響により

中止 

参加者数 

延べ200人 

（地域包括ケア推進課） 

（保健センター） 

【新規】高齢者の保健事

業と介護予防の一体的実

施事業 実行計画 

 

高齢者の健診・医療情報等に基づき、要介

護に移行しやすいハイリスク者を早期に

把握し、訪問指導等個別支援を行うととも

に、地域の様々な場で普及啓発や個別相談

等を行うなど、高齢者がフレイル予防を実

践できるよう医療専門職が総合的な支援

を行います。 

― 

高齢者の保健

事業と介護予

防の一体的実

施事業の実施  

（高齢者医療担当課） 

（健康づくり課） 

（地域包括ケア推進課） 

（高齢者支援課） 

【新規】「（仮称）しんじ

ゅく健康長寿ガイドブッ

ク」の作成 

高齢期の健康づくりや介護予防・フレイル

予防に取り組めるよう、高齢者の心身の状

態に応じて参加できる教室、講座等の情報

を掲載したガイドブックを作成し、広く区

民に周知していきます。 

 

― 

（仮称）しん

じゅく健康長

寿ガイドブッ

ク」の作成・

配布 

（地域包括ケア推進課） 
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【ライフステージを通じた健康づくりに関する事業】 

 ※高齢期だけではなく、若年層も含めた幅広い世代が対象の事業です。 

事業名 

（担当課） 
事業概要 

令和２年度末 

見込 

令和５年度 

目標 

健康ポイント事業  

実行計画 

日常生活の中で歩いてポイントを貯める

「ウォーキングポイント」を中心に、健診

等の受診、健康イベントへの参加など様々

な健康行動に対してポイントを付与する

ことで、多くの区民が健康づくりに参加す

るきっかけをつくります。 

健康ポイント

事業への参加

者累計 

延べ2,700人 

健康ポイント

事業への参加

者累計 

延べ6,300人 

（健康づくり課） 

ウォーキングの推進  

実行計画 

より多くの区民が日常生活の中で習慣的

に「歩くこと」ができるように、ウォーキ

ングに取り組みやすい環境を整備します。

ウォーキングマップの配布、ウォーキング

教室の開催等を行います。 

ウォーキング

マップの配布

数 

年10,000部 

未定 （健康づくり課） 

元気館事業の推進 誰でも気軽に参加できる運動プログラム

の実施や、主に健康づくり活動を行う自主

グループに対して、体育館・集会室等の施

設を貸出すことにより、区民の健康の保持

及び増進を図るとともに、地域における健

康づくりの自主活動を支援します。 

利用者数 

延べ24,907人

（新型コロナ

ウイルス感染

症の影響によ

り４月から7月

中旬まで休

館） 

利用者数 

延べ40,527人 

（健康政策課） 

健康診査 生活習慣病の予防や病気を早期に発見し、

健康を保持増進するために、健康診査を行

います。 

特定健康診査

受診率 

48％ 

特定健康診査

受診率 

60％ 

（健康づくり課） 

健康相談 生活習慣病の予防や病気の悪化防止など、

健康の保持増進を図るために、個別相談を

実施し必要な指導や助言を行います。 

新型コロナウ

イルス感染症

の影響により

中止 

相談者数 

4,500人 

個別相談 

248回 

（保健センター） 

健康教育 講演会や講習会等を通じて生活習慣病の

予防やがん予防の指導や支援、知識の普及

啓発を行います。 

新型コロナウ

イルス感染症

の影響により

中止（状況に

応じて実施） 

参加者数 

延べ5,000人 

（健康づくり課） 

（保健センター） 

女性の健康支援 

 

女性の健康づくりの拠点として、四谷保健

センター内に女性の健康支援センターを

設置し、思春期から老年期の女性の健康を

支援する取組をしています。女性が生涯を

通じて健康で充実した日々を自立して過

ごせるよう、健康づくりに関する講座の開

催や女性の産婦人科医師による専門相談

等を実施します。 

新型コロナウ

イルス感染症

の影響により

中止 

女性の健康 

セミナーの 

参加者 

延べ762人 

女性の健康支援センタ

ー（四谷保健センター） 
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事業名 

（担当課） 
事業概要 

令和２年度末 

見込 

令和５年度 

目標 

骨粗しょう症予防検診 骨粗しょう症の予防・早期発見のために骨

密度の測定を行います。検診の結果、医療

や食生活改善などが必要と判断された人

に対し、指導や助言を行います。単独検診

のほか、１歳６か月児歯科健診及び３歳児

健診の際に母親を対象に実施し、若い頃か

らの丈夫な骨・筋力づくりに向けた指導を

行っています。 

新型コロナウ

イルス感染症

の影響により

中止 

予防検診 

142回 

受診者数 

延べ3,300人 

（保健センター） 

歯科健康診査 いつでも気軽に相談できるかかりつけ歯

科医を持つきっかけをつくるとともに、オ

ーラルフレイル予防を重点においた歯科

健康診査を行います。 

486人 

（年度末年齢

76歳以上） 

730人 

（年度末年齢

76歳以上） 

（健康づくり課） 

精神保健講演会 

 

専門家による講演会を実施し、うつ病など

こころの健康に関する正しい知識の普及

啓発を行います。 

新型コロナウ

イルス感染症

の影響により

中止 

講演会 ２回 
（保健予防課） 

うつ、認知症及び若年

性認知症予防に関する

普及啓発用リーフレッ

ト作成 

うつ、認知症及び若年性認知症予防に関す

るリーフレットを、特定健診対象者への健

診票に同封して送付するほか、その他様々

な機会をとらえて広く配布し、普及啓発の

拡大を図ります。 

リーフレット

の作成及び配

布 

― 

（保健予防課） 

精神保健相談（うつ専

門相談､依存症専門相

談を含む） 

こころの健康の保持増進と精神疾患の早

期発見・早期治療の促進のため、精神科医

師による精神保健相談（うつ専門相談、依

存症専門相談を含む）を実施します。特に、

行動・心理症状が激しい状態等で受診困難

な状況にある認知症の人やその家族等の

相談に医師や保健師等が応じるとともに、

高齢者総合相談センター等と連携し対応

します。 

精神保健相談 

70回 

相談者 

延べ100人 

精神保健相談 

83回 

相談者 

延べ160人

（予約定員の

7割程度） 

 

（保健センター） 
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高齢期の特性を踏まえた健康づくりと介護予防・フレイル予防のポイント 

加齢にともない心身の活力が低下した状態を「フレイル（虚弱）」といいます。健康と要

介護状態の中間のような段階で、高齢者の多くが、「フレイル」の段階を経て要介護状態に

なると考えられています。フレイル状態をいかに予防し改善するかが、元気で長生き（健

康長寿）のポイントになります。区ではフレイル予防に向けた様々な施策を行っています。 

フレイル予防の３本柱 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

しんじゅく 

健康フレンズ 
しんじゅく 100 トレに取り組むグループ 

栄養 食・口腔 

かむ力・のみこむ
力を守る 

肉・魚・卵を
積極的にとる 

社会参加 運動 

積極的に 
社会参加 

1 日 1回は 
外出する 

体操や筋トレで
筋力を 

しっかり維持 

フレイル予防は「継続して実践する」のがポイントです！一人では続

けにくい運動も、仲間となら楽しく続けられることもあります。 

区では身近な地域で体操や筋トレなどを実践できる自主グループの立

ち上げや継続を支援しています。 
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⑤指標 

指標名 
現状 

（令和元年度） 

目標 

（令和５年度） 

「しんじゅく100トレ」に取り組む住民主体の団体数 31団体 75団体 

介護予防に関心のある高齢者の割合（一般高齢者調査） 72.7% 85.0% 

高齢期の健康づくり・介護予防出前講座を利用する住民

主体の団体数 
37団体 55団体 

 

 

 

 

新宿区オリジナル 3 つの体操・トレーニング 

 

 新宿区にはシニア世代を対象としたオリジナルの３つの体操・トレーニングがあります。 

 それぞれの効果が異なるため、鍛えたい内容に合わせてチャレンジすることができます。 

 3 つとも行うと、フレイル予防にトータルで取り組むことができます。 

     新宿いきいき体操〈平成 20 年度開発〉 

      平成新宿音頭のリズムに合わせ、介護予防に必要な体力要素を 

      楽しく刺激することができる介護予防体操です。 

 

     新宿ごっくん体操〈平成 29 年度開発〉 

      楽しく歌ってからだを動かして食べる力を鍛えるえん下体操です。 

 

     しんじゅく 100 トレ〈平成 30 年度開発〉 

      ゆっくりと繰り返し負荷をかけ、日常生活に必要な筋力をアップ 

      するための筋力トレーニングです。 
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重点施策Ⅱ 地域で支え合うしくみづくりの推進 

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けていくためには、高齢者自身も含めた

多様な世代が主体的に地域の担い手となって支え合い、高齢者の介護予防活動や日常生

活を支援する体制の整備を進めていく必要があります。新宿区における多様な社会資源

と、地域で活動する多くの人々による「地域の活力」を生かし、区と区民等が一体とな

って、高齢者を地域で見守り支え合うしくみづくりを一層推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「地域の支え合いの中で、自分の役割を感じていきいきと暮らす」 

Ａさんは、区内の集合住宅で一人暮らしをする 75 歳の男性。健康には自信があると自負して

いるのですが、外出中の不安が拭えないため、近くの高齢者総合相談センターで配布された見守

りキーホルダー①をいつも身に付けています。月に２回、ぬくもりだより②を持って訪ねて来て

くれるボランティアさんと話をするのも楽しみにしています。 

また、区の「（仮称）地域資源情報管理システム」③を利用し、近所で定期的に体操ができる

場所を検索し、集合住宅の集会室で週１回実施している介護予防体操やレクリエーションをする

「通いの場」④に通っています。そこで知り合った仲間とは、外で会って立ち話をするだけでな

く、今では体調が悪い時に、心配して家事を手伝い合う仲です⑤。 

先日、通いの場の代表者から、「Ａさんはいつも皆さんのことを気遣ってくれるし、体操も上

手なので、ぜひこのグループの運営スタッフになってみませんか」と誘われました。自分もどこ

かで役に立てたらいいなと考えていたところだったので、スタッフとして参加することにしまし

た。近所に高齢男性の一人暮らしの方がたくさん住んでいることも気になっていたので、いずれ

は、男性だけの体操のグループを作れたらと思い、新宿区社会福祉協議会や高齢者総合相談セン

ター⑥に相談しながら講座を受講し、充実した日々を送っています。 

【解説】 

①…65 歳以上の高齢者で、外出に不安がある方等を対象に、登録番号や高齢者総合相談センターの電

話番号を表示したキーホルダーとシールを配布することにより、道に迷って保護されたときや外

出先で倒れたときの身元確認を迅速に行います。 

②…75 歳以上の一人暮らし高齢者のうち、高齢者向け情報紙「ぬくもりだより」の訪問配布による見

守りを希望する方を対象に、毎月２回訪問しています(p.78 参照)。 

③…区内にある「通いの場」を含めた地域資源情報を発信するシステムです（令和３年度中に運用開

始予定）。 

④…住民が主体で運営し、体操や趣味活動等、介護予防に資する活動をしているグループです。 

⑤…「地域の支え合い」です。日常生活の中で、高齢者同士が見守り・見守られる関係が出来ていま

す。 

⑥…地域で活動を希望する方に、団体の立ち上げから継続にあたり、生活支援コーディネーターが包

括的に支援します。 

本施策の事例 
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①現状とこれまでの取組 

＜地域支え合いの推進体制づくり＞ 

■新宿区の人口は今後、年齢構成が大きく変化し、年少人口と生産年齢人口の割合が低

下する一方、75 歳以上の高齢者人口の割合は大きく上昇すると予測されています。ま

た、一人暮らし高齢者についても、増加が見込まれています。高齢者を取り巻く環境

の変化に備え、元気な高齢者をはじめとした地域の担い手による、見守りや支え合い

が一層重要となります。 

■高齢者の生活を支えるサービス等の充実及び地域における支え合いの推進のために、

新宿区社会福祉協議会に区全域を担当する第１層生活支援コーディネーター、各地域

型高齢者総合相談センターに日常生活圏域を担当する第２層生活支援コーディネータ

ーをそれぞれ配置し、地域における資源の開発や担い手の育成、「地域支え合い活動」

の普及啓発等に連携して取り組んでいます。 

■日常生活を送る上で必要な支援の充実・強化について検討を行うため、区民や関係機

関等で構成する「新宿区生活支援体制整備協議会」において、地域課題をもとに、住民

同士の支え合いによるまちづくりの普及啓発や、居場所づくりの必要性などが話し合

われています。平成 30 年度からは、地域支え合いの普及啓発と、「通いの場」等の担

い手となる住民の育成・支援を目的として「地域支え合い普及啓発イベント」を実施

しています。 

■平成 30 年２月に、地域の中で高齢者の自立を支援し、多世代が互いに支え合う「地域 

支え合い活動」推進の拠点として開設した「新宿区立薬王寺地域ささえあい館」では、 

高齢者自身も担い手となって地域で活躍するために、様々な世代を対象とした講座を 

開催しています。令和元年度には、担い手の養成等を目的とした館主催講座を 25 講座 

開催し、延べ 4,120 人が参加しました。担い手養成講座の修了生は、これまでに地域 

支え合い活動を目的とする高齢者等支援団体を８団体立ち上げ、主体的に活動に取り 

組んでいます。また、地域ささえあい館では、高齢者等支援団体の立ち上げや、活動 

のコーディネート等の支援を行っています。令和元年度には、このように支援した 18

団体が、297 回の講座や事業を実施し、延べ 4,305 人が参加しました。 

こうした取組の成果を踏まえ、中落合高齢者在宅サービスセンター内に整備する地 

域交流スペースで、「地域支え合い活動」に関する事業等を実施するための準備を進め 

ています。 

 

＜地域を支える多様な担い手＞ 

■ふれあい・いきいきサロン、地域安心カフェ、高齢者クラブによる見守りや、食事サー

ビスグループの活動など、様々な形で、多様な主体が地域の高齢者を支えています。 

■ボランティア活動のきっかけづくりと継続的な活動を支援するため、施設ボランティ
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アや、地域見守り協力員等へのボランティア・ポイント付与による支援を実施してい

ます。平成 30年度からは、より多くの区民がボランティア活動を始めるきっかけとな

るよう、施設ボランティアの対象に障害者施設を追加しました。 

■高齢者及び介護者の交流や相談の場として定期的に開催されている地域安心カフェに

ついて、広報新宿等による周知やボランティア向けの研修を行うことにより、運営を

支援しています。 

■高齢者が歩いて通える範囲に「通いの場」を増やすために、地域で活動しようとする

住民などを対象に「通いの場等の運営支援」を行っています。令和元年度からは、地域

で活動しようとする団体の活動場所の確保を支援するために「新宿区地域支え合いの

ための空きスペース有効活用促進事業」を開始しました。 

■社会貢献活動を行う多様な主体との協働を推進するとともに、協働推進基金を活用し

てＮＰＯ等の団体が実施する地域課題の解決に向けた事業への助成を行ってきました。 

■住民主体で活動する団体が、新型コロナウイルス感染症の影響により活動自粛した後、

活動を再開するにあたり必要な支援などを把握するためにアンケートを実施しました。 

 

＜高齢者を支える見守り施策＞ 

■平成 30 年度から、外出に不安のある 65 歳以上の高齢者に、個別の登録番号を表示し

たキーホルダーとシールを配布する「見守りキーホルダー事業」を開始しました。道

に迷って保護されたときや外出先で倒れたときなどに、高齢者総合相談センターが連

絡を受け、迅速な身元確認を行っています。 

■75 歳以上の一人暮らし高齢者のうち、高齢者向け情報紙「ぬくもりだより」の訪問配

布による見守りを希望する方を対象に、配布員が毎月２回訪問し、安否確認及び見守

りを行っています。 

■75 歳以上の一人暮らし又は 75 歳以上の高齢者のみの世帯等のうち、見守りを希望す

る方を対象に、地域見守り協力員が定期的に訪問し、安否の確認及び見守りを行う事

業を、新宿区社会福祉協議会に委託して実施しています。 

■新聞販売店や郵便局等、高齢者に身近な民間事業者が、高齢者見守り登録事業者とし

て、通常業務の範囲内で気づいた高齢者に関する異変を高齢者総合相談センターへ連

絡する等、地域における支え合いの輪を広げています。 

■75 歳以上の高齢者のうち、後期高齢者医療や介護保険サービス等の利用がない方を対

象とした安否確認を、３年毎に実施しています。 

■地域の高齢者見守り活動に関わる民生委員・児童委員、情報紙の配布員、高齢者見守

り登録事業者、新宿区社会福祉協議会及び地域ボランティア等による区民参加型の「高

齢者見守り支え合い連絡会」を開催し、意見交換等を行いながら、地域における見守

り支え合いの輪の充実を図っています。  
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令和元年度「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」では・・・ 

★地域のつながりの必要性と実感＜一般高齢者【基本】調査＞ 

「必要性」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「実感」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般高齢者（要支援・要介護認定等を受けていない高齢者）の87.7％が「地域のつなが

りは必要」と回答しているのに対し、「地域のつながりを実感している」と回答した割合は

52.0％にとどまっています。他の調査でも同様の傾向があります。 

 

 

 

一般高齢者【重点】調査 (1,837)

要支援・要介護認定調査 (837)

第２号被保険者調査 (540)

53.3

31.5

31.5

54.4

7.4

8.5

2.2

3.1

5.6

2.4

(%)
ｎ

45.8 41.9 6.9

3.0

2.4

(%)

必
要
だ

と
思
う

ど
ち
ら

か
と
い

え
ば

必
要
だ

と
思
う

ど
ち
ら

か
と
い

え
ば

必
要
な

い
と
思

う

必
要
な

い
と
思

う

　
無
回

答

《必要である》87.7％ 

一般高齢者【重点】調査 (1,837)

要支援・要介護認定調査 (837)

第２号被保険者調査 (540)

53.3

31.5

31.5

54.4

7.4

8.5

2.2

3.1

5.6

2.4

(%)
ｎ

45.8 41.9 6.9

3.0

2.4

(%)

必
要
だ

と
思
う

ど
ち
ら

か
と
い

え
ば

必
要
だ

と
思
う

ど
ち
ら

か
と
い

え
ば

必
要
な

い
と
思

う

必
要
な

い
と
思

う

　
無
回

答

《必要である》84.8％ 

一般高齢者【重点】調査 (1,837)

要支援・要介護認定調査 (837)

第２号被保険者調査 (540)

53.3

31.5

31.5

54.4

7.4

8.5

2.2

3.1

5.6

2.4

(%)
ｎ

45.8 41.9 6.9

3.0

2.4

(%)

必
要
だ

と
思
う

ど
ち
ら

か
と
い

え
ば

必
要
だ

と
思
う

ど
ち
ら

か
と
い

え
ば

必
要
な

い
と
思

う

必
要
な

い
と
思

う

　
無
回

答

《必要である》85.9％ 

要支援・要介護認定者調査 

一般高齢者【重点】調査 (1,837)

要支援・要介護認定調査 (837)

第２号被保険者調査 (540)

23.5

6.5

34.1

23.9

24.6

38.9

11.6

28.3

6.2

2.4

(%)
ｎ

18.2 33.8 31.1 14.3 2.7

(%)

感
じ
る

ど
ち
ら

か
と
い

え
ば

感
じ
る

ど
ち
ら

か
と
い

え
ば

感
じ
な

い

感
じ
な

い

　
無
回

答

《実感している》52.0％ 一般高齢者【重点】調査 (1,837)

要支援・要介護認定調査 (837)

第２号被保険者調査 (540)

23.5

6.5

34.1

23.9

24.6

38.9

11.6

28.3

6.2

2.4

(%)
ｎ

18.2 33.8 31.1 14.3 2.7

(%)

感
じ
る

ど
ち
ら

か
と
い

え
ば

感
じ
る

ど
ち
ら

か
と
い

え
ば

感
じ
な

い

感
じ
な

い

　
無
回

答

一般高齢者【重点】調査 (1,837)

要支援・要介護認定調査 (837)

第２号被保険者調査 (540)

23.5

6.5

34.1

23.9

24.6

38.9

11.6

28.3

6.2

2.4

(%)
ｎ

18.2 33.8 31.1 14.3 2.7

(%)

感
じ
る

ど
ち
ら

か
と
い

え
ば

感
じ
る

ど
ち
ら

か
と
い

え
ば

感
じ
な

い

感
じ
な

い

　
無
回

答

《実感している》57.6％ 

《実感している》30.4％ 

要支援・要介護認定者調査 
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★高齢者の身の回りの世話や生活を支援するボランティア活動への参加意向 

＜一般高齢者【重点】調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者の身の回りの世話や生活を支援するボランティア活動への参加意向をたずねた

ところ、「参加してみたいとは思わない」（66.7％）が６割台半ばを超え最も高く、次いで、

「参加してみたいと思っている」（24.6％）、「既に参加している」（4.9％）の順となってい

ます。 

 

 

★自分が担うことができそうな支援・サービス（複数回答）＜一般高齢者【重点】調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自分が担うことのできそうな支援・サービスについてたずねたところ、「見守り、声か

け」（32.7％）が３割強で最も高く、次いで、「話し相手」（22.7％）、「ゴミ出し」（19.1％）

の順となっています。 
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②課題 

＜地域支え合いの推進体制づくり＞ 

■高齢化が進行する中、地域で自分らしく安心して暮らし続けるには、介護サービス等

の充実に加え、元気な高齢者をはじめとした、地域を支える担い手の存在が重要とな

ります。令和元年度に実施した「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」によると、

「地域支え合い活動」にお世話役として参加してみたいと回答した方の割合は一般高

齢者で 15.4％、第２号被保険者では 13.0％となっています。 

■同調査によると、一般高齢者では 87.7％、第２号被保険者では 85.9％の方が「地域の

つながりが必要」と考えていますが、地域のつながりを「実感している」と回答した方

の割合は、一般高齢者では 52.0％、第２号被保険者では 30.4％となっています。 

■高齢者が暮らす身近な地域で、その地域の課題に合わせたサービスや支援を創出して

いく必要性があることから、地域を支える担い手の育成や、地域で活動する団体等、

多様な主体への支援を引き続き行っていく必要があります。 

■「地域支え合い活動」をさらに推進するために、薬王寺地域ささえあい館での取組の

成果を踏まえながら、区内の高齢者活動・交流施設等における事業展開を検討するこ

とが必要です。 

 

＜地域を支える担い手への支援の充実＞ 

■高齢者を地域で支えるためのしくみづくりをさらに進めるため、民生委員・児童委員、

ボランティア、高齢者見守り登録事業者等による地域の力を生かした支援体制の強化

を図るとともに、地域を支える担い手への支援の充実を図っていく必要があります。 

■「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」（第２号被保険者調査）によると、高齢者

の身の回りの世話や生活を支援するボランティア活動に参加してみたいと思っている

方の割合は、男性は 60 代前半で 37.5％、女性は 50 代後半で 42.9％と、それぞれ他の

年代と比べて高くなっています。このような参加意向のある方を具体的な活動につな

げるための講座の開催や、地域における活動のコーディネートを行うなど、安心して

ボランティア活動に参加するための支援に、引き続き取り組んでいく必要があります。 

■「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」における、住民主体の活動団体への聞き

取り調査では、活動団体を地域で増やしていくために必要なこととして、運営者から

は「場所や運営スタッフの確保」「関係機関との連携」「活動の周知」などが挙げられ、

また参加者からは「歩いて行ける場所に活動場所がある、活動周知」などの意見が挙

がっています。こうした意見を踏まえながら、地域における住民主体の活動がさらに

活性化するよう、支援していく必要があります。 
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■住民主体で活動する団体が「新たな日常」に対応し、感染防止策を講じながら活動を

実施するために、支援を行う必要があります。 

 

＜見守り体制のさらなる充実＞ 

■一人暮らし高齢者や認知症高齢者の増加に対応し、高齢者が安心して暮らし続けられ

る地域づくりを進めるため、見守り体制のさらなる充実を図る必要があります。 

■高齢者の見守りを強化するため、情報紙の配布員や高齢者見守り登録事業者等の見守

り活動中に得た情報や安否確認が必要な異変等が、速やかに高齢者総合相談センター

へ連絡できるよう、引き続き見守りの担い手に周知していく必要があります。 

 

③今後の取組の方向性 

＜地域支え合いの推進体制づくり＞ 

■世代に関わらず一人ひとりが役割を持ち、互いに助け合い、支え合う「地域支え合い

活動」をさらに推進していきます。活動の担い手でもあり、受け手でもある高齢者が

当事者として主体的に参加し、担っていく「地域支え合い活動」を推進することによ

り、高齢者が住み慣れた地域でいつまでもいきいきと暮らせる地域づくりを進めてい

きます。 

■新宿区生活支援体制整備協議会等で地域の課題を共有し、解決にあたって必要になる

資源やしくみを検討していくとともに、そうした課題等について区民が活発な議論を

行い、活動を創出しやすい環境を整えていきます。また、支え合い活動の主体となる

人材の確保、育成を行うなど、区民が主体的に地域支え合いの担い手となって、高齢

者の生活を支援する体制の整備を引き続き進めていきます。 

■新宿区社会福祉協議会に設置した生活支援コーディネーターが、地域型高齢者総合相

談センターをはじめとする関係機関と連携して地域づくりを推進することができるよ

う、高齢者総合相談センターの体制の充実を図っていきます。 

■「地域支え合い活動」をさらに推進するため、「薬王寺地域ささえあい館」において引

き続き担い手の育成や団体活動の支援等を行うとともに、これまでの取組の成果を踏

まえながら、令和３年 10 月に中落合高齢者在宅サービスセンター内に整備予定の地域

交流スペースで、「地域支え合い活動」のための事業を実施していきます。 

また、区内に「地域支え合い活動」を広げるために、高齢者活動・交流施設において

事業の展開を図っていきます。 
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＜地域を支える担い手への支援の充実＞ 

■ボランティア活動者の拡大に向け、活動者を引き続き支援するとともに、未活動者が

ボランティアに興味を持つきっかけをつくるための取組を行っていきます。 

■高齢者が歩いて通える範囲に「通いの場」を確保するため、その運営を担う住民に対

し、活動の立ち上げから継続まで包括的な活動支援や、活動場所を確保するための支

援を引き続き行っていきます。また、多くの高齢者が身近な地域で行われる健康づく

りや介護予防等の活動に取り組めるよう、「通いの場」の情報発信を強化し、活動につ

いて広く区民に周知していきます。 

■「新たな日常」の中において、集まって活動することが難しい状況でも、通いの場の活

動や交流を継続できるよう、引き続き活動団体や参加者の状況を把握しながら、好事

例の紹介や、必要な情報の提供などの支援を行っていきます。 

 

＜見守り体制のさらなる充実＞ 

■認知症サポーター養成講座等の様々な場を活用して、高齢者を見守るポイントや、異

変に気付いた際の連絡先などを区民等に周知することで、高齢者をゆるやかに見守る

体制づくりを進めていきます。 

■高齢者見守り支え合い連絡会の開催や、高齢者総合相談センターと民生委員・児童委

員、ボランティアや高齢者見守り登録事業者等との連携により、地域での支え合いの

ネットワークを充実していきます。 

 

情報紙「ぬくもりだより」の配布 

 

 

 

 

 

 

 

区では、高齢者の暮らしに役立つ情報や、高齢者向

けのイベント等の情報を分かりやすくまとめた「ぬく

もりだより」を、月２回発行しています。 

 「ぬくもりだより」は、75 歳以上の一人暮らし高齢

者を見守るため、民生委員や区が委託した配布員な

ど、多くの方に関わっていただきながら、対象となる

方のご自宅に訪問配布しています。 

また、区内の高齢者総合相談センターや特別出張所

等でも配布しており、ボランティアによる地域での見

守り活動などでも活用しています。 

 今後も、「ぬくもりだより」を通じて、高齢者を見守

りながら、地域における支え合いの充実を図っていき

ます。 
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④施策を支える事業 

事業名 

（担当課） 
事業概要 

令和２年度

末見込 

令和５年度 

目標 

生活支援体制整備事

業  実行計画 

地域支え合いのしくみづくりを進めるため、新

宿区社会福祉協議会及び地域型高齢者総合相

談センターに生活支援コーディネーターをそ

れぞれ配置するとともに、新宿区生活支援体制

整備協議会の場で、地域の社会資源の情報等を

共有しながら、住民主体で取り組む生活支援の

内容等の検討と、実施に向けた課題整理を行い

ます。 

― ― 

（地域包括ケア推進課） 

【新規】(仮称)地域資

源情報管理システム

構築・運用 

実行計画 

区民が主体となって体操や趣味活動等の介護

予防に資する活動を行う「通いの場」への参加

促進につながるよう、「（仮称）地域資源情報管

理システム」を構築し、区内にある「通いの場」

を含めた地域資源情報の一体的な把握、情報発 

信を強化し、地域で支え合うしくみづくりを行

います。 

― 

（仮称）地

域資源情報

管理システ

ムの運用 （地域包括ケア推進課） 

通いの場運営支援 

実行計画 

高齢者を地域で支える担い手等が活動を立ち

上げ、継続できるような環境を整備するため、

地域で活動を希望する住民に対し、活動の立ち

上げから継続まで包括的な支援を行います。 

通いの場の

立ち上げや

継続のため

の支援を行

った団体数 

3年間で 

15団体 

通いの場の

立ち上げや

継続のため

の支援を行

った団体数 

3年間で 

15団体 

（地域包括ケア推進課） 

 

地域支え合いのため

の空きスペース有効

活用促進事業 

実行計画 

区内の法人事業者や民間事業者などに空きス

ペース等の提供を呼びかけることにより、地域

で活動を行う団体が、活動場所を安定的に確保

できるよう支援します。 

空きスペー

ス登録箇所

数 11箇所 

空きスペー

ス登録箇所

数 17箇所 

（地域包括ケア推進課） 

【再掲】【新規】「（仮

称）しんじゅく健康長

寿ガイドブック」の作

成 

高齢期の健康づくりや介護予防・フレイル予防

に取り組めるよう、高齢者の心身の状態に応じ

て参加できる教室、講座等の情報を掲載したガ

イドブックを作成し、広く区民に周知していき

ます。 

 

― 

（仮称）しん

じゅく健康

長寿ガイド

ブック」の作

成・配布 
（地域包括ケア推進課） 

「地域支え合い活動」

の展開 実行計画 

「薬王寺地域ささえあい館」を拠点として、地

域の中で高齢者の自立を支援し、多世代が互い

に支え合う「地域支え合い活動」を推進します。

また、中落合高齢者在宅サービスセンターに整

備する地域交流スペースや、シニア活動館にお

いて「薬王寺地域ささえあい館」での活動を踏

まえた事業を実施し、「地域支え合い活動」を区

内に展開していきます。 

高齢者活

動・交流施

設等におけ

る高齢者等

支援団体の

数 

18団体 

高齢者活

動・交流施

設等におけ

る高齢者等

支援団体の

数 

26団体 

（地域包括ケア推進課） 
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事業名 

（担当課） 
事業概要 

令和２年度

末見込 

令和５年度 

目標 

高齢者活動・交流施設

のマネジメント 

実行計画 

中落合高齢者在宅サービスセンター内に地域

交流スペースを整備し、高齢者の健康づくり・

介護予防や、「地域支え合い活動」のための事業

等を実施します。 

中 落 合 高

齢 者 在 宅

サ ー ビ ス

セ ン タ ー

内 地 域 交

流 ス ペ ー

ス の 整 備

に 向 け た

準備 

中落合高齢

者在宅サー

ビスセンタ

ー内地域交

流スペース

における「地

域支え合い

活動」のため

の事業等の

実施 

（地域包括ケア推進課） 

高齢者福祉活動事業

助成等 

高齢者の日常生活支援、介護予防、いきがいづ

くり及び健康づくり等に関する活動を行う団

体に対し、助成を行います。 

また、高齢者食事サービス事業を行う団体に対

する助成を行います。 

助成団体数

延べ15団体

（新型コロ

ナウイルス

感染症の影

響による） 

助成団体数

延べ22団体 （地域包括ケア推進課） 

介護支援ボランティ

ア・ポイント事業 

 

区内の介護保険施設等でボランティアや高齢

者への見守り活動、ちょっとした困りごとのお

手伝い等を行った18歳以上の活動者に、換金又

は寄付できるポイントを付与する事業を実施

し、地域での支え合い活動を推進します。（新宿

区社会福祉協議会委託事業） 

延べ年間 

活動者数 

3,150人

（新型コロ

ナウイルス

感染症の影

響による） 

延べ年間 

活動者数 

3,500人 

（地域包括ケア推進課） 

見守りキーホルダー

事業 

65歳以上の高齢者で、外出に不安のある方等を

対象に、当該高齢者の登録番号や高齢者総合相

談センターの電話番号を表示したキーホルダ

ーとシールを配布することにより、道に迷って

保護されたときや外出先で倒れたときの身元

確認を迅速に行います。 

配布人数 

延べ5,500人 
― 

（高齢者支援課） 

地域安心カフェの運

営支援 

地域安心カフェの運営を支援することにより、

高齢者及び介護者の孤立を予防するとともに、

地域における区民の支え合いの充実を図りま

す。 

― ― （高齢者支援課） 

民生委員・児童委員に

よる相談活動 

地域住民がそれぞれの状況に応じて自立した

生活が営めるよう、必要に応じて生活状態を適

切に把握し、常に住民の立場に立って、相談や

助言、福祉サービスについての情報提供などの

援助を行います。 

1,400件 1,500件 （地域福祉課） 

一人暮し高齢者への

情報紙の訪問配布  

75歳以上の一人暮らし高齢者のうち、高齢者向

け情報紙「ぬくもりだより」の訪問配布による

見守りを希望する方を対象に、毎月２回訪問

し、地域との交流の機会が少なくなりがちな高

齢者の安否確認及び見守りを行います。 

情報紙の 

訪問配布 

対象者数 

3,300人 

― （高齢者支援課） 
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事業名 

（担当課） 
事業概要 

令和２年度

末見込 

令和５年度 

目標 

地域見守り協力員事

業  

75歳以上の一人暮らし又は75歳以上の高齢者

のみの世帯等のうち、見守りを希望する対象者

宅を地域見守り協力員が定期的に訪問し、安否

の確認、見守りを行い、孤独感の解消及び事故

の未然防止を図ります。 

（新宿区社会福祉協議会委託事業） 

地域見守り 

協力員数  

370人 

訪問対象者数 

580人 

地域見守り 

協力員数  

380人 

訪問対象者数 

580人 

（高齢者支援課） 

高齢者見守り登録事

業等  

高齢者に身近な民間事業者が、高齢者見守り登

録事業者として、通常業務の範囲内で気づいた

高齢者に関する異変を高齢者総合相談センタ

ーへ連絡する等、地域における支え合いの輪を

広げていきます。また、夏期には、熱中症予防

の啓発を行い、高齢者の見守りを強化します。

さらに、75歳以上の高齢者のうち、後期高齢者

医療や介護保険サービス等の利用がない方を

対象とした安否確認を３年毎に実施します。 

登録事業者数 

500事業者 

登録事業者数 

500事業者 

（高齢者支援課） 

高齢者見守り支え合

い連絡会の開催  

 

民生委員・児童委員、情報紙配布員、高齢者見

守り登録事業者及び地域ボランティア等によ

る区民参加型の連絡会を開催し、地域の高齢者

見守り活動関係者による意見交換等を行いな

がら、地域における見守り支え合いの輪の充実

を図ります。 

新型コロナ

ウイルス感

染症の影響

により中止 

10回 
（高齢者支援課） 

高齢者クラブによる 

見守り活動 

高齢者クラブの会員が友愛活動として、概ね58

歳以上の高齢者クラブ会員及び近隣に居住す

る病弱や寝たきり、一人暮らし高齢者の家庭等

を定期的に訪問し、話し相手や日常生活の援助

等の活動を実践することにより、高齢者の孤独

の解消を図るとともに、高齢者による高齢者支

援の推進を図ります。 

見守り活動

を行ってい

る高齢者ク

ラブ数 

105団体 

見守り活動

を行ってい

る高齢者ク

ラブ数 

108団体 

（地域包括ケア推進

課） 

地域ネットワークの

構築  

地域型高齢者総合相談センターが、地域ケア会

議を開催するとともに、地域で開催されるケア

マネジャー交流会や医療機関との在宅復帰会

議などの地域におけるネットワーク会議等に

積極的に参加し、地域ネットワークの構築を図

ります。 

― ― （高齢者支援課） 

レガス新宿地域人材

ネットの運用・レガス

新宿地域人材活動支

援 

新宿未来創造財団を通じて、「レガス新宿地域

人材ネット」を活用しながら、人材バンク（生

涯学習指導者・支援者バンク、アーティストバ

ンク、日本語学習ボランティア、通訳・翻訳ボ

ランティア等）制度を推進し、地域の個性や特

色を生かした生涯学習活動等を広めるための

きっかけづくりを行います。 

生涯学習指

導者・支援

者バンク登

録数 

924人 

― 

（生涯学習スポーツ課） 

多様な主体との協働

の推進 実行計画 

区民、事業者等からの寄附金による協働推進基

金を原資として、ＮＰＯ等の多様な団体が実施

する地域課題の解決に向けた事業に対して助

成を行うことにより、多様な主体との協働を推

進していきます。 

新型コロナ

ウイルス感

染症の影響

により審査

中止 

― （地域コミュニティ課） 
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○関係団体による事業 

事業名 

（担当課） 
事業概要 

令和２年度 

末見込 

令和５年度 

目標 

ちょこっと・暮らしの

サポート事業 

日常生活に困りごとがあり、援助を必要とし

ている人に、地域のボランティア（個人・グル

ープ）を紹介します。援助を必要としている

人とボランティア双方の状況や意向に添っ

た、活動の調整を行います。 

なお、30分程度で解決できる日常生活の困り

ごとは、無償でお手伝いできるボランティア

を紹介します。 

協力員 

480人 

 

利用者数 

1,150人 

協力員 

520人 

 

利用者数 

1,440人 

（社会福祉協議会） 

ふれあい・いきいきサ

ロン 

外出機会の少ない高齢者、障害者、子育て中

の方など地域に住む誰もが参加できる居場所

づくりの活動です。住民同士の情報交換、子

育て中の不安解消などを目的に住民主体の活

動として運営されています。サロンの立ち上

げや、運営に関する相談などの支援を行いま

す。 

支援サロン数 

73サロン 

支援サロン数 

77サロン 

（社会福祉協議会） 

ボランティア・市民活

動センターの地域活

動支援事業 

新宿区社会福祉協議会が運営する新宿ボラン

ティア・市民活動センターにおいて、ボラン

ティア活動や市民活動の相談・支援を行いま

す。ボランティアを必要とする方と活動希望

者とのマッチングを行うほか、福祉団体、施

設やＮＰＯ等の市民活動団体及びボランティ

アグループ等と住民との協働や、子どもから

高齢者までの幅広い層の交流の場や支え合い

活動、その担い手の育成を目的とした市民活

動を推進します。 

登録者数 

1,860人 

 

団体数 

170団体 

登録者数 

2,310人 

 

団体数 

195団体 

（社会福祉協議会） 

 

⑤指標 

指標名 
現状 

（令和元年度） 

目標 

（令和５年度） 

通いの場運営支援団体数 ３年間で 12 団体 ３年間で 15 団体 

地域のつながり（住民同士の助け合い・支え合いなど）

を実感している高齢者の割合（一般高齢者調査） 
52.0％ 60.0％ 

高齢者等支援団体数 18 団体 26 団体 
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「地域支え合い活動」の推進～あなたも「支え合い」の一員になりませんか～ 

 

 

 

 

 

 

薬王寺地域ささえあい館では、高齢者の自立を支援し、世代に関わらず一人ひとりが役割を持ち、

互いに助け合い、支え合う「地域支え合い活動」の担い手を養成するために、食事・運動・社会参

加に関する様々な講座を開催しています。 

 これらの講座の修了生は、「地域支え合い活動」を目的とする高齢者等支援団体を立ち上げ、高齢

者自身も担い手となって介護予防や多世代交流等の活動に主体的に取り組んでいるほか、薬王寺地

域ささえあい館のイベントに参加したり、地域の行事に協力したりするなど、地域との交流を積極

的に行っています。 

 区は、活動の担い手でもあり、受け手でもある住民が主体的に参加し、担っていく「地域支え合

い活動」を推進することにより、住み慣れた地域において、高齢者がいつまでもいきいきと暮らせ

る地域づくりを進めていきます。今後、各地域のシニア活動館等においても「地域支え合い活動」

を展開していきますので、興味のある方は是非ご相談ください。 

 

 

 

身近な居場所 ～地域をつなぐ住民主体の「通いの場」～ 

体操や趣味活動等、介護予防に資する活動を、住民主体で月１回 

以上行うのが「通いの場」です。新宿区でも、「新宿いきいき体操」、 

「しんじゅく１００トレに取り組むグループ」、「通所型住民主体サ 

ービスグループ」、「地域安心カフェ」、「ふれあい・いきいきサロン」 

等、様々な活動が行われています。 

高齢者自身が運営しているグループも多く、活動には、高齢

者だけでなく、障害を持った方、子育て中の方やお子さんなど、

多世代が集う場もあります。その場にいる誰もが地域の一員と

して役割を持ち、「地域のつながり」や「支え合い」が生まれま

す。区は関係機関と連携し、活動の立ち上げや運営をサポート

しています。歩いていける身近な場所で、あなたも「通いの場」

を始めてみませんか？  
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重点施策Ⅲ 認知症高齢者への支援体制の充実 

認知症高齢者が、できる限り住み慣れた地域で尊厳と希望を持って暮らし続けられ

るよう、認知症高齢者の早期発見・早期診断体制の充実、認知症高齢者やその家族等へ

の支援、認知症に係る医療と福祉・介護の連携強化を図ります。そして、地域において

認知症についての理解をさらに広め、認知症があってもなくても同じ地域でともに生

活できる環境づくりを行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 「認知症になっても、住み慣れた地域で安心して暮らせる」 

Ｃさんは、80 代の男性。都営住宅で一人暮らしをしています。 

 友人に、「実はこの頃、よく物を失くしたり、何かを探すことが多い」と相談したところ、

「広報新宿」に載っていたもの忘れ相談①を勧められました。Ｃさんも不安に感じていたの

で、もの忘れ相談を利用することにしました。 

もの忘れ相談担当医師からは、「認知症は早期に発見し、きちんと治療を受けることで、進

行も遅らせることができるようになっている」と教えてもらいました。その後、専門医療機関

を受診し、初期の認知症と診断されました。もの忘れ相談のときに同席していた高齢者総合相

談センター②の職員から、認知症の状態を確認し相談にのってくれる、地域の認知症・もの忘

れ相談医③を紹介してもらい、経過を診てもらっています。併せて、足の筋力の低下により、

歩行に不安を感じるようになったことから介護保険の申請も勧められました。 

現在は、要支援１の認定を受け、不安に感じていた買い物や調理をヘルパーと一緒に行うこ

とができ、気持ちの上で余裕をもつことができています。また、高齢者総合相談センターから、

認知症安心ガイドブック④をもらい、地域には様々なサービスや通える場所があることも知

りました。現在、Ｃさんは、地域安心カフェ⑤やチームオレンジ⑥にも定期的に参加しながら、

「何とか自宅で頑張っていきたい」と前向きな気持ちになっています。 

【解説】 

①…「最近もの忘れが多い」と心配している区民を対象に、医師が個別相談を実施しています。 

②…区内に 11 か所あり、認知症のことも含め、高齢者への総合的な相談支援の窓口になっています。 

③…新宿区医師会が実施する研修を受講し、認知症に関する必要な知識を習得している医師のことで

す。 

④…認知症の方を支える様々なサービスを、認知症の経過に合わせて整理し、紹介するパンフレットで

す。 

⑤…地域の高齢者が気軽に立ち寄り、交流や相談ができるカフェです。地域住民や高齢者施設が運営し

ています。  

⑥…認知症高齢者が地域での生活を継続していくために、気軽に参加できる場です。 

  認知症サポーターが認知症高齢者やその家族の困りごとへの支援を行います。 

 

本施策の事例 
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①現状とこれまでの取組 

＜認知症高齢者の早期発見・早期診断体制の充実＞ 

■令和２年６月末現在、介護保険の要支援・要介護認定調査における「認知症高齢者の

日常生活自立度Ⅱ～Ｍ」に該当し、何らかの見守りや支援を要する認知症の症状が見

られる方の割合は、要支援・要介護認定者の２人に１人となっており、そのうちの５

割を超える方が在宅で生活しています。また、平成27年の国勢調査の人口等基本集計

結果（ｐ.９図表３参照）によると、新宿区の一人暮らし高齢者の割合は33.4％で、高

齢者の約３人に１人が一人暮らしという結果になっています。 

■地域型高齢者総合相談センター10所に設置している認知症初期集中支援チームにおい

て複数の専門職が関わることで、認知症が疑われる高齢者を早期発見・早期診断につ

なげ、医療や介護サービスの利用に結びつける体制の充実を図っています。 

■認知症サポート医を中心に、地域の関係機関と連携して、かかりつけ医や認知症高齢

者に関わる機関向けに「認知症診療連携マニュアル」を作成し、地域の関係機関が連

携して認知症高齢者を支援していく体制を強化しました。 

■認知症・もの忘れ相談を実施し、認知症やもの忘れに不安のある高齢者やその介護者

が身近な場所で相談できる体制を整備しています。 

 

認知症高齢者の日常生活自立度別人数（新宿区の要介護認定者） 

 

 

  
認知症高齢者の生活場所 

（新宿区の要介護認定者で、認知症自立度Ⅱ以上の方） 

在宅

54.8%

介護老人

福祉施設

10.5%

介護老人

保健施設

4.1%

指定介護療養

型医療施設

0.5%

グループホーム

1.8%

特定施設入居者

生活介護適用施設

13.0%

医療機関

（療養）

1.1%

医療機関

（療養以外）

9.0%

その他施設

5.1%

介護医療院

0.01%

認知症自立度Ⅱ以上：見守り、支援が必要な状況である人 

要介護認定者
合 計

認知症自立度

合 計 13,969

自 立 3,036

Ⅰ 3,307

Ⅱ 4,609

Ⅲ 2,161

Ⅳ 770

M 86

再 掲 Ⅱ以上合計 7,626

※認知症自立度不明者を除く 

令和２年６月末現在 
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＜認知症高齢者が地域で自分らしく暮らしていく体制づくり＞ 

■認知症支援コーディネーターと認知症地域支援推進員を中心に、認知症の相談体制を

充実させるとともに、認知症高齢者と介護者を地域で支える体制づくりを推進してい

ます。 

■認知症サポート医による高齢者総合相談センター支援を実施することで、認知症高齢

者の個々の状態に即した対応方法について専門的助言を受けられる体制を整備し、高

齢者総合相談センターの認知症に係るコーディネート機能の向上を図っています。 

■外出に不安のある65歳以上の高齢者への見守りキーホルダーの配布や、警視庁の「身

元不明迷い人台帳」、東京都が運用している「行方不明認知症高齢者等情報共有サイト」

を活用して、徘徊時の早期発見、行方不明等の早期解決に努めています。 

 

＜認知症への理解を深めるための普及啓発の推進＞ 

■地域全体で認知症高齢者を支えるしくみづくりとして、認知症サポーター養成講座を

開催し、令和２年３月末現在、２万4,000人を超える認知症サポーターが誕生していま

す。 

■「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」の一般高齢者【重点】調査では、自身や家

族が認知症になったときのことについて考えたことがある人が69.1％であり、前回調

査より上昇しています。 

■認知症本人への聞き取り調査の実施や、認知症講演会において認知症の方が登壇する

など、当事者の気持ちを反映させた普及啓発を実施しました。 

■認知症についての正しい理解や対応の仕方、医療やサービス等の情報を掲載した、「認

知症安心ガイドブック」を作成・配布しています。 

令和元年度「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」では・・・ 

★自身や家族が認知症になったときのことについて考えたことの有無 

 

 

 

 

 

 

自身や家族が認知症になったときのことについて、考えたことの有無をたずねたところ、

「ある」（69.1％）は７割弱となっています。前回調査（平成28年度）と比べて8.4ポイント

上回っています。 

今回調査（令和元年度） (1,837)

前回調査（平成28年度） (1,967) 60.7 36.7 2.6

(%)ｎ

69.1 25.5 5.4

(%)

あ
る

な
い

　
無
回

答
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★認知機能障害程度（ＣＰＳ） 〈一般高齢者【重点】調査〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般高齢者【重点】調査のリスク該当者割合を年齢別にみると、年齢が上がるほど、増加

する傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問 その日の活動（食事をする、衣服を選ぶなど）を自分で判断できますか。 

以下の該当項目数をカウント 
 問 ５分前のことが思い出せますか。 
  ２．いいえ 
 問 その日の活動を自分で判断できますか。 
  ２．いくつか困難であるが、できる 
  ３．判断するときに、他人からの合図や見守りが必要 
 問 人に自分の考えをうまく伝えられますか。 
 ２．いくらか困難であるが、伝えられる 
 ３．あまり伝えられない 
 ４．ほとんど伝えられない 

６レベル 
最重度の 
障害がある 

５レベル 
重度の 
障害がある 

４レベル 
やや重度の 
障害がある 

３レベル 
中等度の 
障害がある 

２レベル 
軽度の 
障害がある 

１レベル 
境界的であ
る 

０レベル 
障害なし 

問 食事を自分で食べられますか。 

以下の該当項目数をカウント 
 問 その日の活動を自分で判断できますか。 
  ３．判断するときに、他人からの合図や見守りが必要 
 問 人に自分の考えをうまく伝えられますか 
  ３．あまり伝えられない 
  ４．ほとんど伝えられない 

１．困難なくできる 
２．いくつか困難であるが、できる 
３．判断するときに、他人からの合図や見守りが必要 

４．ほとんど判断できない 

該当なし １項目該当 ２項目以上該当 

該当なし １項目該当 ２項目該当 

３．できない 

１．できる 

２．一部介助 

があればできる 

  全  体 (1,837)

65歳～69歳 (447)

70歳～74歳 (493)

75歳～79歳 (409)

80歳～84歳 (246)

85歳～89歳 (104)

90歳以上 (42)

84.1

79.9

77.3

68.3

72.1

57.1

14.1

17.8

20.0

27.6

22.1

35.7

1.8

2.2

2.7

4.1

5.8

7.1

(%)ｎ

77.0 19.5

3.4

(%)

障
害
な

し

リ
ス
ク

該
当
者

　
無
回

答

年
齢
別 
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★認知症の介護で必要と思うこと（複数回答）＜要支援・要介護認定者調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認知症の介護で必要と思うものについてたずねたところ、「医療的な支援(認知症の進行

に合わせた適切な指導・助言等)」（64.4％）が６割台半ば近くで最も高く、次いで、「介護

保険などの公的サービス」（50.5％）、「介護する家族等への支援」（45.7％）の順となって

います。 

 

★自身が認知症になっても大切にしたいこと（複数回答）＜一般高齢者【重点】調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自身が認知症になっても大切にしたいことについてたずねたところ、「家族とよい関係を

保つこと」（61.4％）が６割強で最も高く、次いで、「いつまでも住み慣れた自宅で生活でき

ること」（57.4％）、「自分のことを自分で決めること」（55.7％）の順となっています。 

 

 

  

n=(1,837)  

家族とよい関係を保つこと

いつまでも住み慣れた自宅で生活できること

自分のことを自分で決めること

趣味や料理など自分の好きなことを続けること

友人や知人とのつながりを大切にすること

自分を支えてくれる専門職とよい関係を保つこと

同じような立場の人と交流すること

その他

わからない

　無回答

61.4

57.4

55.7

46.4

42.9

30.7

13.6

1.5

6.8

4.1

0 10 20 30 40 50 60 70 (%)

n=(188)  

医療的な支援（認知症の進行に合わせた適切な指導・助言等）

介護保険などの公的サービス

介護する家族等への支援

認知症に関する情報提供

認知症に関する相談窓口の充実

地域住民の理解や見守り

ボランティア等が行う地域活動による支援

その他

　無回答

64.4

50.5

45.7

27.7

23.9

21.8

8.5

5.3

8.0

0 20 40 60 80(%)
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＜認知症施策の展開図＞  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

＜認知症地域支援推進員による相談体制図＞ 

総合相談

●認知症初期集中支援チームによる
支援の実施（１０所）

●もの忘れ相談の実施（年２４回）
●認知症相談の実施（年１８回）

認知症サポーター養成・支援

●認知症サポーターの養成
（累計29,800人※令和５年度末目標）

●認知症サポーターの活動の支援

普及啓発

●認知症安心ガイドブック（認知症ケア
パス）の作成・普及

●認知症の正しい理解に向けた普及啓発

認知症介護者支援

●認知症介護者相談の実施
（年１２回）

一人暮し認知症高齢者支援

●一人暮し認知症高齢者への生活支援
サービスの実施

認知症に関する医療と
福祉・介護の連携強化

●認知症サポート医による高齢者総合相
談センター支援（１１所）

●認知症保健医療福祉ネットワーク連絡
会の開催

●認知症診療連携マニュアルの作成・
普及

認知症高齢者への地域支援体制の強化

●チームオレンジの実施 新規
●高齢者見守りキーホルダー事業の実施
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②課題 

＜認知症高齢者の早期発見・早期診断体制の充実＞ 

■「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査（一般高齢者【重点】調査）」の認知機能障

害程度（ＣＰＳ）の結果によると、認知症の出現リスクは、年齢が上がるほど増加する

傾向があり、認知機能低下が見られる高齢者を早期発見・早期診断に結びつけていく

必要があります。 

■調査（要支援・要介護認定者調査）によると、認知症早期発見時に必要な支援内容とし

て、「医療的支援」が64.4％、「介護保険などの公的サービス」が50.5％となっていま

す。地域のかかりつけ医や高齢者総合相談センターなど、医療、福祉、介護の専門職が

連携するとともに、認知症高齢者が早期に相談できる体制づくりを推進していく必要

があります。 

 

＜認知症高齢者が地域で自分らしく暮らしていく体制づくり＞ 

■調査（一般高齢者【重点】調査）によると、自身が認知症になっても大切にしたいこと

として、「家族とよい関係を保つこと」が61.4％、「いつまでも住み慣れた自宅で生活

できること」が57.4％となっています。認知症高齢者が自分らしく暮らしていくこと

を地域全体で支援し、認知症があってもなくても地域で共生していくための体制づく

りを進める必要があります。 

■認知症サポーターが認知症高齢者やその家族のニーズに合わせた形でさらなる活動を

していくために、認知症高齢者やその家族の困りごとの支援ニーズと、認知症サポー

ターを結びつけていく機会や場をつくる必要があります。 

 

＜認知症への理解を深めるための普及啓発の推進＞ 

■認知症高齢者を支えるしくみづくりとして、認知症高齢者への支援体制や日常生活の

対応・工夫などの情報提供を行っていくことが必要です。 

■認知症は誰もがなりうるものであり、家族や身近な人が認知症になることなどを含め、

多くの人にとって身近なものとなっています。認知症高齢者の気持ちや意見の発信を

支援するなど、認知症への正しい理解をさらに進めていく必要があります。 

 

③今後の取組の方向性 

＜認知症高齢者の早期発見・早期診断体制の充実＞ 

■複数の専門職で構成される認知症初期集中支援チームが、認知症の早い段階からの支

援を行うことで、認知症高齢者の早期発見・早期診断体制を充実させ、引き続き医療

や介護サービスの利用につなげていきます。 
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■「認知症診療連携マニュアル」を作成して地域の関係機関に配布するとともに、認知

症保健医療福祉ネットワーク連絡会を活用することで、医療、福祉、介護の専門職の

連携を推進していきます。 

■認知症やもの忘れを心配している高齢者やその家族が身近な場所で相談できるように、

高齢者総合相談センターや認知症・もの忘れ相談について、さらなる周知を図ります。 

 

＜認知症高齢者が地域で自分らしく暮らしていく体制づくり＞ 

■認知症高齢者が自分らしく暮らしていくために、認知症高齢者やその家族の困りごと

の支援ニーズと、認知症サポーターを結びつける活動であるチームオレンジに取り組

みます。 

チームオレンジは、認知症高齢者とその家族、認知症サポーター、認知症高齢者を支

援している専門職などでメンバーを構成します。チームオレンジによる認知症高齢者

やその家族の支援ニーズに合った活動を支援することで、認知症があってもなくても

同じ地域でともに生活できる環境づくりを行っていきます。 

■高齢者総合相談センターが、認知症サポート医から専門的助言を受けることで、認知

症に係るコーディネート機能をさらに向上させていきます。 

 

＜認知症への理解を深めるための普及啓発の推進＞ 

■地域全体で認知症高齢者を支援する体制づくりを進めるため、区内在住、在勤、在学

の幅広い方を対象とした認知症サポーター養成講座を開催するなど、地域における積

極的な普及啓発に取り組んでいきます。 

■認知症高齢者の視点に立ち、認知症高齢者やその家族の気持ちや意見を反映させた普

及啓発を実施するなど、認知症への理解を促進していきます。 
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認知症サポーター養成講座 

 

 

 

 

 

    

 声かけ訓練 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

区では、「認知症になっても安心して暮らせるまち」を、区民の皆さ

んと共につくっていくことを目指しています。 

 その取組のひとつとして、病気の理解や対応方法を正しく学ぶ「認知

症サポーター養成講座」を開催しています。 

【認知症サポーターになるには】 

 90 分の講座を１回受講します。受講料は無料です。 

 講座は定期的に開催しており、出前講座も行っています。修了者には、

認知症サポーターのしるし「オレンジリング」を差し上げます。 

【認知症サポーターの活動は】 

 認知症サポーターは、自分のできる範囲で活動しています。 

 地域での活動を希望された方は、勉強会に参加し、認知症への具体的

な対応につなげるための地域での声かけ訓練や、認知症介護者家族会の

運営等を行っています。 

トピックス 

認知症サポーター養成講座 



 

93 
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④施策を支える事業 

事業名 

（担当課） 
事業概要 

令和２年度末

見込 

令和５年度 

目標 

【新規】チームオレン

ジの実施 実行計画 

 

認知症高齢者やその家族の困りごとの支援

ニーズと認知症サポーターを結びつけ、認

知症高齢者やその家族への早期支援と認知

症サポーターの活動支援に取り組みます。 

― 
チームオレン

ジの実施 

（高齢者支援課） 

認知症サポーター養

成講座 実行計画 

高齢者が認知症になっても住み慣れた地域

で安心して暮らし続けられるよう、病気の

理解や対応方法などの基礎を学ぶ、認知症

サポーター養成講座を開催します。 

認知症サポータ

ー養成数 

(累計) 

25,000人 

認知症サポータ

ー養成数 

(累計) 

29,800人 

(高齢者支援課） 

認知症サポーター推

進事業（認知症サポー

ター活動の推進）  

実行計画 

認知症サポーターの中で、区内での活動を

希望した方（認知症サポーター活動登録者）

が地域の担い手として活躍できるよう、高

齢者総合相談センターが支援します。 

認知症サポータ

ー活動登録者数 

(累計)600人 

認知症サポータ

ー活動登録者数 

(累計)750人 

（高齢者支援課） 

認知症サポート医に

よる高齢者総合相談

センター支援 

 

高齢者総合相談センターが、認知症サポー

ト医から、認知症高齢者の個々の状態に即

した対応方法について専門的助言を受ける

ことで、認知症に係るコーディネート機能

向上を図ります。（新宿区医師会委託事業） 

11所 11所 

（高齢者支援課） 

認知症診療連携マニ

ュアル  

医療と福祉・介護それぞれの分野における、

認知症高齢者への対処方法を示す「認知症

診療連携マニュアル」を作成し、関係機関

に配布します。 

認知症診療連

携マニュアル

の作成・配布 

認知症診療連 

 携マニュアル

の作成・配布 
（高齢者支援課） 

 

認知症初期集中支援

チームによる支援 

 

地域型高齢者総合相談センターの医療と福

祉・介護の専門職で構成される「認知症初

期集中支援チーム」が、認知症が疑われ支

援が必要な高齢者に対して、医療や介護に

つなげる訪問活動を行うことで、認知症の

早い段階からの支援を行います。 

10所 10所 
(高齢者支援課) 

 

認知症医療・地域福祉

連携強化事業 

 

認知症の早期発見や適切な医療につながる

よう、かかりつけ医の認知症対応力の向上

を図るための研修を実施します。また「認

知症・もの忘れ相談医」の名簿を作成し周

知します。 

かかりつけ医、認知症・もの忘れ相談医、認

認知症保健医

療福祉ネット

ワーク連絡会 

２回 

認知症・ 

もの忘れ 

相談医研修 

認知症保健医

療福祉ネット

ワーク連絡会 

３回 

認知症・ 

もの忘れ 

相談医研修 
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事業名 

（担当課） 
事業概要 

令和２年度末

見込 

令和５年度 

目標 

（高齢者支援課） 

 

知症サポート医、専門医療機関、一般病院

等、医療機関同士の連携強化や認知症に係

る関係機関によるネットワーク構築、連携

強化のための会議を開催します。 

（新宿区医師会委託事業） 

２回 

認知症・ 

もの忘れ相談

医名簿作成 

１回 

（新型コロナウ

イルス感染症の

影響により一部

中止） 

２回 

認知症・ 

もの忘れ相談 

医名簿作成 

１回 

認知症・もの忘れ相談 認知症やもの忘れを心配している区民及び

その家族等を対象に、認知症への対応や診

断、治療等について医師による個別相談を

実施します。併せて、福祉や介護について

は、高齢者総合相談センターの相談員が相

談に応じます。 

認知症相談 

12回 

もの忘れ相談 

21回 

（高齢者総合

相談センター

３所で実施） 

（新型コロナ

ウイルス感染

症の影響によ

り一部中止） 

認知症相談 

18回 

もの忘れ相談 

24回 

（高齢者総合

相談センター

３所で実施） 

（高齢者支援課） 

一人暮し認知症高齢

者への生活支援サー

ビス 

65歳以上の一人暮らしの認知症高齢者で、

区内在住の介護者がいない方に、ヘルパー

を派遣します。 

利用時間 

11,000時間 
― 

（高齢者支援課） 

認知症介護者支援事

業  

認知症高齢者の介護者が、病気の理解や対

応方法、利用できる制度等を学ぶとともに、

介護者同士の交流によって仲間づくりを行

う機会を提供し、孤立の防止を図ります。 

また、専門医による個別相談を行い、介護

者負担の軽減を図ります。 

①認知症介護者家族会 

②認知症介護者相談 

認知症介護者 

家族会 ３所 

認知症介護者 

相談 11回 

（新型コロナ

ウイルス感染

症の影響によ

り一部中止） 

認知症介護者 

家族会 ３所 

認知症介護者

相談 12回 

（高齢者支援課） 

認知症講演会 認知症の病気の理解、医療や介護、周囲の

支援に関する講演会を開催します。 

新型コロナウ

イルス感染症

の影響により

中止 

1回 
（高齢者支援課） 

若年性認知症講演会

（精神保健講演会の

中で実施）  

働き盛りに発症する若年性認知症をテーマ

に、病気の理解、医療や介護、周囲の支援に

関する講演会を開催します。 

新型コロナウ

イルス感染症

の影響により

中止 

1回 

（保健予防課） 

認知症普及啓発用パ

ンフレット 

認知症に関する基礎知識やサービス・相談

先等を掲載したパンフレットを作成し配布

します。 

認知症普及啓

発用パンフレ

ットの作成・

配布 

認知症普及啓 

発用パンフレ 

ットの作成・ 

配布 

（高齢者支援課） 
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事業名 

（担当課） 
事業概要 

令和２年度末

見込 

令和５年度 

目標 

認知症ケアパス 

 

認知症の症状が発生したときから、その人

の進行状況に合わせ、どのような医療・介

護サービスを受けることができるかを示

す、区全体の標準的な「認知症ケアパス」を

作成します。 

認知症ケア 

パスの作成 

認知症ケア 

パスの作成 
（高齢者支援課） 

 

徘徊高齢者探索サー

ビス 

60歳以上で認知症による徘徊のある方を在

宅で介護する家族に、位置情報専用端末機

の利用料等を助成します。 

利用台数 

延べ40台 
― 

（高齢者支援課） 

【再掲】見守りキーホ

ルダー事業 

65歳以上の高齢者で、外出に不安のある方

等を対象に、当該高齢者の登録番号や高齢

者総合相談センターの電話番号を表示した

キーホルダーとシールを配布することによ

り、道に迷って保護されたときや外出先で

倒れたときの身元確認を迅速に行います。 

配布人数 

延べ5,500人 
― 

（高齢者支援課） 

徘徊高齢者等緊急一

時保護事業 

緊急保護を要する徘徊高齢者等を、一時的

に宿泊施設に保護します。 

 

利用者数 

延べ10人 

利用日数 

延べ100日 

― 
（高齢者支援課） 

介護者リフレッシュ

支援事業 

65歳以上の認知症又は要介護１以上の高齢

者にヘルパーを派遣し、日常的に介護して

いる方のリフレッシュを支援します。 

利用時間 

18,000時間 
― 

（高齢者支援課） 

【再掲】うつ、認知症

及び若年性認知症予

防に関する普及啓発

用リーフレット作成 

うつ、認知症及び若年性認知症予防に関す

るリーフレットを、特定健診対象者への健

診票に同封して送付するほか、その他様々

な機会をとらえて広く配布し、普及啓発の

拡大を図ります。 

リーフレット

の作成及び配

布 

― 

（保健予防課） 

【再掲】精神保健相談 

（うつ専門相談を 

含む） 

こころの健康の保持増進と向上を目指し、

精神疾患の早期発見、早期治療の促進のた

め、精神科医師による相談として精神保健

相談（うつ専門相談を含む）を実施します。

特に、行動・心理症状が激しい状態等で受

診困難な状況にある認知症の人やその家族

等の相談に医師や保健師が応じるととも

に、高齢者総合相談センター等と連携し対

応します。 

精神保健相談 

70回 

相談者 

延べ100人 

精神保健相談 

83回 

相談者 

延べ160人 

（予定定員の

７割程度） 

（保健センター） 

 

⑤指標 

指標名 
現状 

（令和元年度） 

目標 

（令和５年度） 

認知症サポーター養成数（累計） 24,363人 29,800人 
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 第３節 基本目標１ 健康づくり・介護予防をすすめます 

施策１ 健康づくりと介護予防の推進による健康寿命の延伸 

※ 「第２節 重点的に進めていく３施策」に「重点施策Ⅰ 健康づくりと介護予防の

推進による健康寿命の延伸」として掲載。（ｐ.55） 
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 第４節 基本目標２ 社会参加といきがいづくりを支援します 

施策２ いきがいのあるくらしへの支援 

高齢者が地域の中でいきいきと活躍するために、高齢者の社会参加や地域での活動

を支援する機能の充実を図ります。また、区民による自主活動への支援や、社会参加の

機会につながる講座やイベント等を開催することにより、いきがいをもって暮らせる

環境づくりを進めます。 

 

①現状とこれまでの取組 

＜拠点の整備＞ 

■新宿区では、高齢者の社会参加といきがいづくりの拠点として、シニア活動館や地域

交流館を整備し、令和２年度現在、シニア活動館４館、地域交流館15館を運営してい

ます。シニア活動館は50歳以上、地域交流館は60歳以上の方を対象とし、指定管理者

制度を活用した運営により、様々な講座を展開したり、団体活動支援を行っています。 

■平成30年２月に、地域の中で高齢者の自立を支援し、多世代が互いに支え合う「地域支 

え合い活動」の推進の拠点として「新宿区立薬王寺地域ささえあい館」を開設しまし 

た。館では、高齢者自身も担い手となって地域で活躍するために、様々な世代を対象 

とした講座や団体の支援を行っています。 

■平成30年４月に開設した認知症高齢者グループホーム「あんじゅうむ大久保」内の高 

齢者地域交流スペースを活用し、高齢者のいきがいづくりや地域交流、介護予防等を 

支援するための事業を行っています。 

 

＜イベント・講座等の開催＞ 

■長寿を祝う敬老会の開催、高齢者間の交流や健康保持を目的としたいきいきハイキン

グ、日頃の活動の発表の場としての高齢者福祉大会を実施しています。高齢者のふれ

あいのきっかけやいきがいのあるくらしづくりに向け、様々な機会の提供を支援して

います。 

■多様なニーズに対応した定期的な学習機会の提供と仲間づくりを目的としたライフア

ップ講座の実施、日頃の活動の成果を発表する場としての生涯学習フェスティバルの

開催、生涯学習館等で活動する区内自主活動団体が企画する区民向け講座・イベント

の実施を支援する区民プロデュース支援事業を行っています。 
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＜活動支援＞ 

■高齢者クラブは令和２年度現在、105クラブ、正会員4,953人となっており、新宿区で

はこれらのクラブ活動費用の助成を行っています。令和２年度には「準会員」も助成

対象にすることにより、支援の充実を図りました。 

■「ふれあい・いきいきサロン」は、外出機会の少ない高齢者、障害者、子育て中の方な

ど地域に住む住民同士の情報交換や多世代交流、子育て中の不安解消などを目的に開

かれています。新宿区社会福祉協議会では、「ふれあい・いきいきサロン」の普及啓発、

立ち上げや運営を支援しています。支援サロン数が年々増加しており、それに伴って

参加者も増加しています。令和元年度末現在で74サロンがあります。 

 

令和元年度「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」では・・・ 

★地域活動やボランティア活動等の状況＜一般高齢者【重点】調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域活動やボランティア活動等の状況をたずねたところ、「したことはない」（57.4％）が５

割台半ばを超え最も高く、次いで、「以前したことがあるが、現在はほとんどしていない」

(16.7％)、「現在、継続的にしている」(14.7％)の順となっています。 

 

②課題 

＜拠点の整備＞ 

■高齢者の社会参加やいきがいづくりの拠点については、建物の老朽化が進む中、建物

の維持管理や運営方法について検討していく必要があります。また、高齢者自身も当

事者として主体的に参加し、担っていく「地域支え合い活動」を推進するための機能

を充実していくことも必要です。 
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＜イベント・講座等の開催＞ 

■参加者が横ばい、減少している事業も一部見られることから、区民ニーズにあったイ

ベントや講座等に向けて、参加者のニーズを把握し、活動者の参画ニーズを把握して

いく必要があります。また、イベントや講座参加者は女性が多い傾向があることから、

男性の参加を促進するための取組も必要です。 

■各種イベントや講座等について、生涯学習フェスティバルにおける出展・出演者の減

少といった状況も一部見られることから、区民ニーズにあったイベントや講座等の開

催に向けて、より多くの人に参加してもらえるような講座内容の充実を図っていく必

要があります。 

 

＜活動支援＞ 

■高齢者クラブは、年々高齢化が進み、クラブ数・会員数とも減少する傾向にあります。 

■「ふれあい・いきいきサロン」は、毎年新たなサロンはできますが（令和元年度新設サ

ロン５件）、既存サロンには参加者・活動者の減少や、運営する活動者の高齢化の問題

等により休止するサロンもあります。活動継続のために、区と新宿区社会福祉協議会

が連携し運営支援の充実を図ることが課題となっています。 

 

③今後の取組の方向性 

＜拠点の整備＞ 

■活動の拠点となる高齢者活動・交流施設において、「薬王寺地域ささえあい館」の取組

の成果を踏まえた事業を展開し、高齢者の社会参加やいきがいづくりをさらに推進し

ていきます。 

■中落合高齢者在宅サービスセンター内に地域交流スペースを整備し、集会や体操、文

化活動等の支援を行うとともに、「地域支え合い活動」のための事業を実施していきま

す。 

 

＜イベント・講座等の開催＞ 

■外出機会や仲間づくり、交流機会の場と捉え、いきがいのあるくらしにつながるイベン

ト・講座等を継続実施します。また、参加者のニーズ把握に努め、区民と協働して実施

内容や実施方法などを工夫することにより、より多くの区民の参加・参画を促進しま

す。さらに、男性向けの講座を開催する等、男性の社会参加を促進するための取組を進

めます。 
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＜活動支援＞ 

■高齢者クラブの継続的活動に向けて、引き続き運営上の課題等への相談業務を行い、会

員及び支援者の増加等を支援していきます。 

■地域の中でゆるやかなつながりを持てる場として、「ふれあい・いきいきサロン」が地

域に果たす役割は大きくなっています。新宿区社会福祉協議会において、既存サロンへ

の定期的な訪問及び聞き取りによる実態把握や、活動者のスキルアップを目的とした

講座等の実施、サロン連絡会の開催によるネットワークづくり、活動継続のための支援

等をきめ細やかに行っていきます。 

 

④施策を支える事業 

事業名 

（担当課） 
事業概要 

令和２年度末 

見込 

令和５年度 

目標 

高齢者活動・交流施設

の運営 

高齢者の社会参加といきがいづくりの拠点

として、地域交流館やシニア活動館等を運

営しています。また、薬王寺地域ささえあい

館では、高齢者自身も担い手として参加す

る「地域支え合い活動」を推進しています。 

地域交流館

15館 

シニア活動

館 ４館 

薬王寺地域 

ささえあい 

館 １館 

― 

（地域包括ケア推進課） 

いきがいづくり支援

等 

認知症高齢者グループホーム「あんじゅう

む大久保」内の高齢者地域交流スペースで、

いきがいづくりや地域交流等の支援を行っ

ています。 

「あんじゅ

うむ大久保」

内の高齢者

地域交流ス

ペースにお

けるいきが

いづくり支

援等の実施 

「あんじゅ

うむ大久保」

内の高齢者

地域交流ス

ペースにお

けるいきが

いづくり支

援等の実施 

（地域包括ケア推進課） 

【新規】中落合高齢者

在宅サービスセンタ

ー内地域交流スペー

スにおける地域支え

合い活動支援等  

実行計画 

中落合高齢者在宅サービスセンター内に地

域交流スペースを整備し、集会や体操、文化

活動等の支援を行うとともに、「地域支え合

い活動」のための事業を実施していきます。 

中落合高齢者

在宅サービス

センター内地

域交流スペー

スの整備に向

けた準備 

中落合高齢

者在宅サー

ビスセンタ

ー内地域交

流スペース

における「地

域支え合い

活動」のため

の事業等へ

の支援 

（地域包括ケア推進課） 

高齢者クラブへの支

援・助成 

高齢者が元気でいきいきと暮らすため、自

主的に組織して運営する高齢者クラブ及び

高齢者クラブ連合会の事業費の一部を助成

します。 

連合会 

１連合会 

高齢者クラ

ブ105団体 

延べ4,953人 

連合会 

１連合会 

高齢者クラ

ブ108団体 

延べ5,100人 

（地域包括ケア推進課） 
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事業名 

（担当課） 
事業概要 

令和２年度末 

見込 

令和５年度 

目標 

敬老会 77歳以上の高齢者を演芸などの催しに招待

し、長寿を祝います。 

新型コロナ

ウイルス感

染症の影響

により中止 

来場者数 

延べ4,800人 

（地域包括ケア推進課） 

高齢者福祉大会 高齢者クラブ会員及び地域交流館等の利用

者が、日頃研鑚した唄や踊りを披露する発

表会を、年一回開催します。 

新型コロナ

ウイルス感

染症の影響

により中止 

参加団体数

72団体 

（地域包括ケア推進課） 

【再掲】【新規】「（仮

称）しんじゅく健康長

寿ガイドブック」の作

成 

高齢期の健康づくりや介護予防・フレイル予

防に取り組めるよう、高齢者の心身の状態に

応じて参加できる教室、講座等の情報を掲載

したガイドブックを作成し、広く区民に周知

していきます。 

 

― 

（仮称）しん

じゅく健康長

寿ガイドブッ

ク」の作成・

配布 
（地域包括ケア推進課） 

生涯学習フェスティ

バル 

新宿未来創造財団を通じて、生涯学習活動

者の日頃の文化芸術活動の成果を発表する

とともに、区民に鑑賞の場を提供します。 

3,000人 

(新型コロナ

ウイルス感染

症の影響によ

り一部中止) 

― （生涯学習スポーツ課） 

区民プロデュース支

援事業 

新宿未来創造財団を通じて、区内で活動す

る自主活動団体並びに民間活動団体が企画

する区民向け講座・イベント等の事業に対

して支援を行うことで、団体活動の活性化

と活動成果の地域還元のしくみづくりを行

い、あわせて多様な区民のニーズに応えて

います。 

7事業 ― 

（生涯学習スポーツ課） 

コミュニティスポー

ツ大会 

新宿未来創造財団を通じて、区内10 地区で

実行委員会を組織し、子どもから高齢者ま

で誰もが参加できる種目により大会を実施

し、地域におけるスポーツ活動の振興と地

域社会の活性化を図ります。毎年12月には、

各地区大会の上位入賞者による中央大会を

実施します。 

新型コロナウ

イルス感染症

の影響により

中止 

― 

（生涯学習スポーツ課） 
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○関係団体による事業 

事業名 

（担当課） 
事業概要 

令和２年度末 

見込 

令和５年度 

目標 

ライフアップ講座 生涯学習に対する多様なニーズに応えるた

め、年代・目的・目標別など多様なカテゴリ

ーのプログラムを実施することで、定期的

な学習機会を提供するとともに、新しい仲

間づくりの場とします。 

― ― 

（新宿未来創造財団） 

【再掲】ふれあい・い

きいきサロン 

外出機会の少ない高齢者、障害者、子育て中

の方など地域に住む誰もが参加できる居場

所づくりの活動です。住民同士の情報交換、

子育て中の不安解消などを目的に住民主体

の活動として運営されています。サロンの立

ち上げや、運営に関する相談などの支援を行

います。 

支援サロン数 

73サロン 

支援サロン数 

77サロン 

（社会福祉協議会） 

 

⑤指標 

 
現状 

（令和元年度） 

目標 

（令和５年度） 

地域活動参加者の割合（一般高齢者調査） 22.5% 25.0％ 
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施策３ 就業等の支援 

公益財団法人新宿区勤労者・仕事支援センター（高年齢者の方を対象とした無料職

業紹介所「新宿わく☆ワーク」）や公益社団法人新宿区シルバー人材センターなど高齢

者の就業等に関わる機関との連携を強化し、高齢者の就労意欲や求職者ニーズに対応

した就業機会の拡大、支援などに向けた取組を支援します。 

 

①現状とこれまでの取組 

＜高齢者の就労支援＞ 

■公益財団法人新宿区勤労者・仕事支援センターでは、高年齢（概ね55歳以上）の方を対

象に無料職業紹介所（新宿わく☆ワーク）を開設しています。平成29年度の就職者数

は217人、平成30年度の就職者数は176人、令和元年度の就職者数は172人となっていま

す。 

■公益社団法人新宿区シルバー人材センター１では、平成29年度の登録会員は1,628人(就

業実人員1,254人)、平成30年度の登録会員は1,671人(就業実人員1,243人)、令和元年

度の登録会員は1,686人(就業実人員1,269人)となっています。令和元年度より、新た

な就業機会確保への取組として、派遣先の指揮命令を受けて「一般事務」や「保育補

助」等の業務に従事するシルバー派遣事業を開始しました。 

 

令和元年度「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」では・・・ 

★今後の就業意向＜一般高齢者【基本】調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

今後の就業意向についてたずねたところ、「働きたい(続けたい)」(38.8％)が４割近くと

最も高く、次いで、「働きたくない」(34.2％)、「働きたいが、できない」(22.0％)の順とな

っています。 
 

1 シルバー人材センター：「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」に基づき、区市町村ごとに設置されている公益社団法人です。現在新宿区シルバー人材センターでは、約

1,700人の60歳以上の健康で働く意欲のある高齢者が会員として登録しており、各自の希望に沿った仕事を引き受けたり、ボランティア活動等を行ったりしています。区では、

シルバー人材センターへの補助金交付を通じて、センターの円滑な事業運営を図り、高齢者のいきがいづくりや地域貢献に寄与しています。 
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②課題 

＜高齢者の就労支援＞ 

■令和元年度末時点の新宿わく☆ワークにおける65歳以上の新規求職者数は492人で、新

規求職者全体の58.9％となっています。このように新規求職者の高齢化が常態化して

いることが課題となっています。 

■令和２年３月末時点の新宿区シルバー人材センターの会員数は1,686人で、そのうち75

歳以上の会員は847人と全体の5割を占めています。また、登録会員の希望職として、

事務系などの派遣就業が多くなっています。この状況に対応するためには、高齢会員

への軽作業の提供や社会貢献活動の参加推進と、シルバー派遣事業による事務系職種

の受注拡大が課題となっています。 

 
 
③今後の取組の方向性 

＜高齢者の就労支援＞ 

■求職者のニーズを明らかにするとともに、ニーズの高い職種等の開拓を行っていきま

す。また、年齢の高い求職者の雇用を促進するよう求人者への働きかけを行うなど、求

職者と求人者をつなぐ役割を積極的に展開していきます。 

■高齢者のボランティア活動や就業機会の拡大のため、補助金の交付だけでなく、周知活

動への協力や運営に関する助言等を通して、引き続き新宿区シルバー人材センターへ

の支援を継続していきます。また、会員の増強・拡充を図るため、労働者派遣事業の支

援を進めていきます。 
 

④施策を支える事業 

事業名 

（担当課） 
事業概要 

令和２年度末 

見込 

令和５年度 

目標 

だれもが地域でいき

いきと暮らせるため

の就労支援の推進  

実行計画 

障害の有無や年齢・性別を問わず、地域の一

員として安心して自分らしい暮らしができ

るよう、就労意欲を持ちながらも働くこと

が困難なすべての人に対し、就労支援事業

及び無料職業紹介事業を実施し、総合的な

就労支援を行います。 

就職者数 

3年間で432人 

 

就職者数 

3年間で371人 

 
（消費生活就労支援課） 

シルバー人材センタ

ーへの支援 

新宿区シルバー人材センターは、登録会員

に対し、高齢者の経験や技能に応じた仕事

の紹介や支援をします。また、区は就業機会

の開拓・拡充に努める新宿区シルバー人材

センターの運営費を助成します。 

シルバー人材

センター会員

就業率65％ 

シルバー人材

センター経営

計画策定後設

定（R3.2以降

策定） 

（地域福祉課） 
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⑤指標 

指標名 現状 

（令和元年度） 

目標 

（令和５年度） 

シルバー人材センターの受託件数 13,588件 

シルバー人材セン

ター経営計画策定

後設定（R3.2以降策

定） 
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第５節 基本目標３ 支え合いの地域づくりをすすめます 

施策４ 地域で支え合うしくみづくりの推進 

※ 「第２節 重点的に進めていく３施策」に「重点施策Ⅱ 地域で支え合うしくみづ

くりの推進」として掲載。（ｐ.71） 
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施策５ 介護者への支援 

介護が必要になっても高齢者が住み慣れた地域で生活を続けるためには、要介護高

齢者への支援のみならず、介護者の身体的、精神的負担を和らげるための支援が必要

です。介護者同士の交流の促進や、介護者に向けた相談体制の充実により、介護者支援

の取組を進めていきます。 

 

①現状とこれまでの取組 

＜介護者同士の交流の促進＞ 

■現在高齢者を介護している方や、介護経験のある方が集まり、介護についての情報交

換や、日頃の介護の悩みを語り合う場として、区内に12か所（認知症介護者家族会を

含む）の家族会があります。また、家族会を運営するボランティアの養成も行ってい

ます。さらに、家族会を広く普及啓発するため、広報新宿やツイッターなどによる周

知に加え、家族会の開催日時や場所をわかりやすく掲載したリーフレットを作成し、

配布しています。 

■地域型高齢者総合相談センターでは、介護に関心のある区民の方を対象に、介護者講

座を開催しています。介護に関する知識や技術の習得を目的とし、アンケート等を活

用して、介護者のニーズに沿った内容・テーマで実施しています。 

 

＜介護者負担の軽減＞ 

■令和元年度に実施した「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」の要支援・要介護認

定者調査の結果では、「新宿区に力を入れてほしいこと」として、主介護者の38.0％が

「介護に関する相談機能の充実」を、23.7％が「家族など介護者のリフレッシュのため

の制度」を挙げています。 

■同調査では、主介護者の21.4%、また令和元年度に実施した「在宅介護実態調査」では、

主介護者の34.3%が「フルタイム」で働いており、仕事と介護の両立をしている実態が

あります。 

■平成30年度から、介護者リフレッシュ支援事業についてヘルパーの派遣時間帯を拡大し、

より使いやすいサービスとすることで、介護者負担のさらなる軽減を図っています。 

■専門医による認知症介護者相談を実施し、精神面のケアを行い、必要に応じて専門医療

機関への受診を勧奨するなど、介護者負担の軽減を図っています。 

■介護者を対象に、特別養護老人ホームや小規模多機能型居宅介護等の施設の情報を提供

し、介護の選択の幅を広げるための支援をしています。  
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■仕事と生活の調和を図るワーク・ライフ・バランスを目指し、子育て支援・介護支援・

地域活動支援等を推進している企業の認定を行っています。また、働く環境の整備促進

のため、企業に向けたセミナー、コンサルタント派遣等の支援も行っています。 

 

 

令和元年度「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」では・・・ 

★介護負担感＜要支援・要介護認定者調査＞ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

主介護者に介護負担感についてたずねたところ、「負担である」と「どちらかといえば負

担である」をあわせた《負担あり》は52.4％となっています。 

 

 

★介護が負担である理由（複数回答）＜要支援・要介護者認定者調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護が負担である理由をたずねたところ、「精神的負担が大きいこと」（69.4％）が７割弱

で最も高く、次いで「肉体的な負担が大きいこと」（56.5％）、「仕事との両立が大変なこと」

（30.3％）の順となっています。 

 

n=(294)  

精神的負担が大きいこと

肉体的な負担が大きいこと

仕事との両立が大変なこと

経済的負担が大きいこと

複数の人の介護が大変なこと

子育てとの両立が大変なこと

学業との両立が大変なこと

その他

　無回答

69.4

56.5

30.3

27.9

8.5

4.4

0.3

6.8

3.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80 (%)

16.9 35.5 23.9 12.1 11.6

ｎ

(561)

(%)

負
担
で

あ
る

ど
ち
ら

か
と
い

え
ば

負
担
で

あ
る

ど
ち
ら

か
と
い

え
ば

負
担
で

は
な
い

負
担
で

は
な
い

　
無
回

答

《負担あり》52.4％ 《負担なし》36.0％ 
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★介護者への支援として、新宿区に力を入れてほしいこと（複数回答） 

＜要支援・要介護認定者調査＞ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護者への支援として、新宿区に力を入れてほしいことをたずねたところ、「介護に関す

る相談機能の充実」（38.0％）が４割弱で最も高く、次いで、「医療に関する相談機能の充実」

（30.1％）、「家族など介護者のリフレッシュのための制度」（23.7％）の順となっています。 

 

 

②課題 

＜介護者同士の交流の促進＞ 

■介護者を家族会につなげ、精神的負担感の軽減や介護者同士の交流を促進する取組を

進めていく必要があります。また、家族会を継続的に運営するボランティアを養成し

ていくことも、重要な課題です。 

■介護者講座は、介護者のニーズに沿った内容で、参加しやすい講座にしていく必要が

あります。 
 

＜介護者負担の軽減＞ 

■令和元年度に実施した「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」の要支援・要介護認

定者調査の結果、介護者の負担感は「負担である」「どちらかといえば負担である」を

合わせて52.4％であったほか、「在宅介護実態調査」において、「介護のための離職の有

無」で「主な介護者が仕事を辞めた（転職除く）」割合は9.1%となっており、さらなる

介護者負担の軽減が求められています。 

■介護者の精神的負担感を軽減していくために、介護の選択の幅を広げていく支援が必要

です。 

■ワーク・ライフ・バランスについては、区民だけでなく、企業等雇用者側のさらなる理

解が必要です。 

介護ボランティアグループやＮＰＯ（民間非営利団体）の育成

家族介護教室など介護技術を学ぶ講座の充実

介護者同士の交流の場の充実

その他

特にない

n=(561)  

介護に関する相談機能の充実

医療に関する相談機能の充実

家族など介護者のリフレッシュのための制度

介護に関する資料が充実している情報コーナーの設置

　無回答

38.0

30.1

23.7

10.3

10.0

8.7

4.3

4.1

20.0

14.3

0 10 20 30 40 (%)
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③今後の取組の方向性 

＜介護者同士の交流の促進＞ 

■家族会について広く周知し、介護者が参加しやすいものとなるよう工夫を行っていき

ます。また、家族会を継続的に運営していくために、引き続きボランティアを養成し

ていきます。 

■介護者講座については、アンケート等を活用するなど、介護者のニーズを把握したう

えで、幅広い内容・テーマで実施していきます。 

 

＜介護者負担の軽減＞ 

■高齢者総合相談センターのリーフレット等を用いて、介護の悩みなども気軽に相談

できる場として高齢者総合相談センターを周知していきます。また、仕事と介護の両

立支援に関する相談用マニュアルを活用し、相談機能の向上を図ります。 

■介護者や介護に関心のある区民に向けた講演会を開催するなどして、介護者の精神

的負担を軽減し、支援の輪を広げる取組を行っていきます。 

■特別養護老人ホームや小規模多機能型居宅介護等の施設の情報を提供し、引き続き

介護保険施設等の周知を図っていきます。 

■専門医による認知症介護者相談をはじめとする相談体制の充実により、介護者の精

神的負担のさらなる軽減を図ります。 

■ワーク・ライフ・バランスの概念を、イベントや啓発誌等で区民向けに引き続き周知

していきます。また、区内のワーク・ライフ・バランス推進認定企業の増加のため、

特に中小企業へはコンサルタント派遣等の支援を強化することで、区民や従業員が仕

事と介護や子育てを両立できる環境を整備していきます。 

 

④施策を支える事業 

事業名 

（担当課） 
事業概要 

令和２年度末 

見込 

令和５年度 

目標 

介護者講座・家族会 高齢者を介護している家族及び介護経験

のある家族等を対象に、介護者講演会や介

護者講座を開催します。また、介護者相互

の交流を深めるため、家族会の運営を支援

していきます。 

介護者講演会 

１回 

介護者講座 

６回 

家族会 

９所 

（新型コロナ

ウイルス感染

症の影響によ

り一部中止） 

介護者講演会 

１回 

介護者講座 

10回 

家族会 

９所 

（高齢者支援課） 
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事業名 

（担当課） 
事業概要 

令和２年度末 

見込 

令和５年度 

目標 

【再掲】認知症介護者

支援事業  

認知症高齢者の介護者が、病気の理解や対

応方法、利用できる制度等を学ぶととも

に、介護者同士の交流によって仲間づくり

を行う機会を提供し、孤立の防止を図りま

す。 また、専門医による個別相談を行い、 

介護者負担の軽減を図ります。 

① 認知症介護者家族会 

② 認知症介護者相談 

認知症介護者

家族会 ３所 

認知症介護者

相談   11回 

（新型コロナ

ウイルス感染

症の影響によ

り一部中止） 

認知症介護者

家族会 ３所 

認知症介護者

相談  12回 

（高齢者支援課） 

【再掲】介護者リフレ

ッシュ支援事業 

65歳以上の認知症又は要介護１以上の高

齢者にヘルパーを派遣し、日常的に介護し

ている方のリフレッシュを支援します。 

利用時間 

18,000時間 
― 

（高齢者支援課） 

【再掲】徘徊高齢者探

索サービス 

60歳以上で認知症による徘徊のある方を在

宅で介護する家族に、位置情報専用端末機

の利用料等を助成します。 

利用台数 

延べ40台 
― 

（高齢者支援課） 

高齢者緊急ショート

ステイ事業 

介護する家族が、急病やけが等のために介

護できない場合に、有料老人ホームの居室

を提供することで、緊急時における要介護

者の生活の場を一時的に保障し、その在宅

生活を支援します。 

利用者数 

延べ90人 

利用日数 

延べ600日 

― （高齢者支援課） 

ワーク・ライフ・バラ

ンス（仕事と生活の調

和）の推進 実行計画 

仕事と生活の調和を図るワーク・ライフ・

バランスを目指し、子育て支援・介護支援・

地域活動支援等を推進している企業への

「認定制度」の実施をはじめ、企業への支

援、働きかけを関係部署と連携して推進し

ます。 

 

当該年度にワー

ク・ライフ・バ

ランス推進企業

認定制度の推進

宣言企業または

推進認定企業に

認定された企業

数 20社 

当該年度にワー

ク・ライフ・バ

ランス推進企業

認定制度の推進

宣言企業または

推進認定企業に

認定された企業

数 20社 

（男女共同参画課） 

男性の育児・介護サポ

ート企業応援事業 

区内中小事業者における、男性が育児・介

護休業等を取得しやすい職場環境づくり

を支援するため、要件を満たした事業者に

奨励金を支給します。 

― ― 
（男女共同参画課） 

 

⑤指標 

  

指標名 
現状 

（令和元年度） 

目標 

（令和５年度） 

介護者講座・家族会参加者数 延べ846人 延べ800人 
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第６節 基本目標４ 最期まで住み慣れた地域で自分らしく暮らすための 
相談・支援体制を充実します 

施策６ 認知症高齢者への支援体制の充実 

※ 「第２節 重点的に進めていく３施策」に「重点施策Ⅲ 認知症高齢者への支援体

制の充実」として掲載。（ｐ.84） 
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施策７ 高齢者総合相談センターの機能の充実 

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられる「地域包括ケアシステム」の

実現に向けて、高齢者総合相談センターの相談体制の充実を図るとともに、地域ケア

会議をはじめ地域におけるネットワーク会議等を活用して関係機関との連携強化を図

り、地域ネットワークの構築を進めます。 

①現状とこれまでの取組 

【高齢者総合相談センターの概要】 

■高齢者への総合的な相談支援の窓口として介護保険法に 

位置付けられている「地域包括支援センター」について、 

新宿区では区民にわかりやすく「高齢者総合相談センター」 

と名付け、共通のロゴマーク（サイの絵）を用いています。 

■新宿区内には、10所の地域型高齢者総合相談センターと、それらを業務統括・調整・支

援する新宿区役所の基幹型高齢者総合相談センターがあります。 

■高齢者総合相談センターでは、保健師、社会福祉士、主任ケアマネジャーなどの資格

を持った職員が、それぞれの専門性を活かして相談支援にあたっています。 

 

【相談体制の充実】 

＜運営体制＞ 

■平成22年４月から、地域型高齢者総合相談センターの人員をほぼ倍増し、地域の中心

的な相談機関としての機能強化・体制整備を行いました。その結果、地域型高齢者総

合相談センターにおける相談件数は、平成21年度16,485件から、令和元年度52,443件

と、10年間で約3.2倍に増加しました。 

■増加する業務に対応していくため、平成30年度から地域型高齢者総合相談センターに

副管理者を配置し、運営体制を充実しました。 

■区の地域包括ケアシステムをさらに推進するため、令和３年１月に柏木地域に「柏木

高齢者総合相談センター」を設置し、相談体制の一層の充実を図りました。（※柏木高

齢者総合相談センターは令和３年１月開所予定。） 

■新宿区は、地域型高齢者総合相談センターに対し事業実施方針を示すとともに業務マ

ニュアルを定め、年１回の実地調査において運営状況の確認と指導を行うことにより、

業務の標準化とサービスの向上を進めています。 

■基幹型高齢者総合相談センターが中心となって、専門職種別・事業別の連絡会や研修

を開催することにより地域型高齢者総合相談センターへの後方支援を行い、相談支援

の質の向上を図っています。  
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＜総合相談支援業務＞ 

■高齢者に関するどのような相談にもワンストップで対応し、適切なサービスや関係機

関につなぐとともに、積極的なアウトリーチ（訪問相談）により、継続的に支援を行っ

ています。 

■基幹型高齢者総合相談センターに認知症支援コーディネーターと認知症地域支援推進

員を配置しています。また、地域型高齢者総合相談センター10所に認知症地域支援推

進員を配置するとともに認知症初期集中支援チームを設置し、認知症が疑われる高齢

者の早期発見・早期診断につなげる体制の充実を図っています。 

■高齢者総合相談センターに医療連携担当者を置き、「在宅医療と介護の交流会」を行う

ことにより、在宅療養支援のための連携体制を構築しています。 

■日本司法支援センター東京地方事務所（法テラス東京）との協働連携により、高齢者

総合相談センターへの弁護士の派遣協力を得て、法的視点からの助言に基づいた相談

支援を実施しています。 

 

＜権利擁護業務＞ 

■高齢者虐待の早期発見に努めるとともに、通報受理の窓口として、関係機関等と連携

を図りながら虐待への対応を行っています。 

■新宿区社会福祉協議会内に設置している新宿区成年後見センターと連携し、成年後見

制度や地域福祉権利擁護事業を必要とする高齢者に対して、制度の紹介や手続きの支

援を行っています。 

■新宿消費生活センター等と連携し、消費者被害に関する情報を地域で周知し、被害防

止に向けて取り組んでいます。また、被害に遭った高齢者を早期に発見し、再発防止

のための継続的な相談支援を行っています。 

 

＜ケアマネジャーへの支援＞ 

■ケアマネジャーに対して各種情報提供を行うとともに、地域においてケアマネジャー

と関係機関が連携体制を構築できるよう支援しています。 

■ケアマネジャーのケアマネジメントにおける質の向上のため、同行訪問などの個別支

援を行うとともに、ケアマネジャーネットワーク新宿連絡会（ケアマネット新宿）等

への運営支援を行っています。 
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【地域ネットワークの構築】 

■地域型高齢者総合相談センターに生活支援担当者を配置し、地域ニーズを把握すると

ともに、個別の相談支援や関係機関とのネットワーク構築につなげています。また、

地域の社会資源（医療機関やＮＰＯ、ボランティア等の関係機関）を把握し、相談支援

に活用しています。 

■「見守り支え合い連絡会」をはじめとする関係機関との連絡会を通じて「顔の見える 

関係」を構築し、連携を図っています。 

■地域型高齢者総合相談センターでは、多職種協働による個別型地域ケア会議及び日常

生活圏域型地域ケア会議を開催し、個別事例の検討を通じたケアマネジメント支援を

行うとともに、地域のネットワーク構築につなげています。また、区は新宿区地域ケ

ア推進会議を開催し、区全域における地域課題の整理を行うとともに、ネットワーク

の構築を行っています。 

 

令和元年度「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」では・・・ 

★高齢者総合相談センターの名称・機能・所在地の認知度 

＜一般高齢者【基本】調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者総合相談センターの名称の認知度をたずねたところ、「知っている」と回答した割

合は、43.4％となっています。また、機能の認知度については36.5％、所在地の認知度につ

いては31.4％が「知っている」と回答しています。 

 

 

  

名称の認知度 (1,864)

機能の認知度 (1,864)

所在地の認知度 (1,864)

36.5

31.4

60.2

63.7

3.3

4.9

(%)ｎ

43.4 52.6 4.0

(%)

知
っ

て

い
る

知
ら
な

い

　
無
回

答
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②課題 

【相談体制の充実】 

＜運営体制＞ 

■75歳以上高齢者人口の増加に伴い、高齢者総合相談センターにおける相談件数は、こ

れからも増加が見込まれます。また、65歳への年齢到達により、障害者福祉制度から

介護保険を始めとする高齢者福祉制度に移行してくる方などもいます。今後も、高齢

者総合相談センターは、増加する業務や福祉サービス制度間の移行等に的確に対応し

ていくことが必要です。 
 

＜高齢者総合相談センターの認知度＞ 

■「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」の一般高齢者【基本】調査では、高齢者総

合相談センターの①名称②機能③所在地を「知っている」という回答は、それぞれ①

43.4％②36.5％③31.4％となっています。高齢者が困りごとの早期から相談につなが

るよう、今後さらに一般高齢者の認知度を高める取組が必要です。 
 

＜総合相談支援業務＞ 

■認知症高齢者への支援にあたっては、かかりつけ医及び地域の認知症サポート医をは

じめとする関係機関との連携を強化し、適切なサービスや地域資源情報を提供するな

ど、高齢者総合相談センターのコーディネート機能を向上させる必要があります。 

■在宅療養支援については、地域包括ケアシステムの実現に向けて、地域のかかりつけ

医、在宅医及び在宅医療相談窓口と、より密接に連携しネットワークを広げる取組が

必要です。 
 

＜権利擁護業務＞ 

■高齢者虐待への対応では、高齢者総合相談センターの職員に向けて作成した「新宿区

高齢者虐待対応マニュアル」を積極的に活用するとともに、法的な視点を踏まえた対

応力の向上が必要です。 
 

【地域ネットワークの構築】 

■高齢者総合相談センターが、継続的に社会資源の把握やネットワークの構築を行うこ

とにより、見守りや支援を必要とする高齢者の情報が集まってくる環境づくりを進め

ることが必要です。 

■高齢者総合相談センターは、地域ケア会議の開催とともに、地域へ積極的にアプロー

チすることにより地域で活動する多様な担い手との協力関係を築き、地域に不足する

社会資源を把握するなど、地域包括ケアシステムのさらなる推進のための取組を進め

る必要があります。 
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③今後の取組の方向性 

【相談体制の充実】 

＜運営体制＞ 

■地域で活動する多様な担い手との協働を実現し、より強固な地域ネットワークを構築

するとともに、相談件数や業務量の増加に対応していくため、引き続き地域型高齢者

総合相談センターの運営体制の充実を図ります。 

■区の実地調査等を通じて地域型高齢者総合相談センターの取組状況を継続的に確認す

るとともに、外部評価の実施による相談の質の向上を図るなど、地域特性に応じた相

談体制の構築や障害者支援も含めた関係機関との連携強化に向け、指導と運営支援を

行っていきます。 

■基幹型高齢者総合相談センターが、地域型高齢者総合相談センターへの後方支援や総

合調整等を行うことにより、区全体の高齢者総合相談センター業務の効果的な運営体

制を構築していきます。 

 

＜高齢者総合相談センターの認知度＞ 

■認知度の向上については、引き続きパンフレットや手軽なリーフレットを関係機関や

地域の高齢者等へ広く配布することにより、事業内容のさらなる周知を図ります。ま

た、高齢者総合相談センターは、アウトリーチによる相談支援や、地域の関係機関等

とのネットワーク強化に取り組むことにより、地域での認知度を高めていきます。 

 

＜総合相談支援業務＞ 

■高齢者総合相談センターが、認知症サポート医から専門的助言を受けることで、認知

症に係るコーディネート機能をさらに向上させていきます。 

■在宅療養を支援するために、医療を中心にしたコーディネート機能を担う在宅医療相

談窓口と連携を図り、一体となって取り組みます。また、医療と介護の密接な連携体

制づくりを進めるため実施している「在宅医療と介護の交流会」については、病院、訪

問看護ステーションなど幅広い関係機関が地域ごとに顔の見える連携づくりを行う会

として継続していきます。 

 

＜権利擁護業務＞ 

■「新宿区高齢者虐待対応マニュアル」に基づき、虐待への標準化した判断基準を的確

に運用するとともに、日本司法支援センター東京地方事務所（法テラス東京）との協

働連携により、法的な対応力の向上を図ります。 
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【地域ネットワークの構築】 

■高齢者総合相談センターは、地域の社会資源の把握をさらに進めて相談業務に活用す

るとともに、地域ケア会議の開催や、地域のネットワーク構築に資する会議や活動へ

の積極的な参加により、社会資源の発掘や、地域包括ケアシステムの推進のためのネ

ットワーク強化を図ります。  
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④施策を支える事業 

事業名 

（担当課） 
事業概要 

令和２年度末 

見込 

令和５年度 

目標 

高齢者総合相談セン

ターの機能の充実 

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし

続けられる「地域包括ケアシステム」の実現

に向けて、高齢者総合相談センターの相談体

制の充実を図るとともに、地域ケア会議をは

じめ地域におけるネットワーク会議等を活

用して関係機関との連携強化を図るなど、地

域ネットワークの構築を進めます。 

相談件数 

延べ40,000件 

相談件数 

延べ54,000件 

（高齢者支援課） 

【再掲】【新規】チーム

オレンジの実施 

実行計画 

認知症高齢者やその家族の困りごとの支援

ニーズと認知症サポーターを結びつけ、認知

症高齢者やその家族への早期支援と認知症

サポーターの活動支援に取り組みます。 

― 
チームオレン

ジの実施 

（高齢者支援課） 

【再掲】認知症サポー

ター養成講座 

実行計画 

高齢者が認知症になっても住み慣れた地域

で安心して暮らし続けられるよう、病気の理

解や対応方法などの基礎を学ぶ、認知症サポ

ーター養成講座を開催します。 

認知症サポー

ター養成数 

（累計） 

25,000人 

認知症サポー

ター養成数 

（累計） 

29,800人 （高齢者支援課） 

【再掲】認知症サポー

ター推進事業（認知症

サポーター活動の推

進） 実行計画 

認知症サポーターの中で、区内での活動を希

望した方（認知症サポーター活動登録者）が

地域の担い手として活躍できるよう、高齢者

総合相談センターが支援します。 

認知症サポー

ター活動登録

者数(累計) 

600人 

認知症サポー

ター活動登録

者数(累計) 

750人 
（高齢者支援課） 

【再掲】認知症サポー

ト医による高齢者総

合相談センター支援 

高齢者総合相談センターが、認知症サポート

医から、認知症高齢者の個々の状態に即した

対応方法について専門的助言を受けること

で、認知症に係るコーディネート機能向上を

図ります。（新宿区医師会委託事業） 

11所 11所 

（高齢者支援課） 

【再掲】認知症初期集

中支援チームによる

支援  

地域型高齢者総合相談センターの医療と福

祉・介護の専門職で構成される「認知症初期

集中支援チーム」が、認知症が疑われ支援が

必要な高齢者に対して、医療や介護につなげ

る訪問活動を行うことで、認知症の早い段階

からの支援を行います。 

10所 10所 
（高齢者支援課） 

【再掲】認知症・もの

忘れ相談 

認知症やもの忘れを心配している区民及び

その家族等を対象に、認知症への対応や診

断、治療等について医師による個別相談を実

施します。併せて、福祉や介護については、

高齢者総合相談センターの相談員が相談に

応じます。 

認知症相談 

12回 

もの忘れ相談 

21回 

（高齢者総合

相談センター 

３所で実施） 

（新型コロナ

ウイルス感染

症の影響によ

り一部中止） 

認知症相談 

18回 

もの忘れ相談 

24回 

（高齢者総合

相談センター 

３所で実施） 

（高齢者支援課） 
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事業名 

（担当課） 
事業概要 

令和２年度末 

見込 

令和５年度 

目標 

【再掲】認知症介護者

支援事業  

認知症高齢者の介護者が、病気の理解や対応

方法、利用できる制度等を学ぶとともに、介

護者同士の交流によって仲間づくりを行う

機会を提供し、孤立の防止を図ります。また、

専門医による個別相談を行い、介護者負担の

軽減を図ります。 

①認知症介護者家族会 

②認知症介護者相談 

認知症介護者

家族会 ３所 

認知症介護者

相談 11回 

（新型コロナ

ウイルス感染

症の影響によ

り一部中止） 

認知症介護者

家族会 ３所 

認知症介護者

相談 12回 

（高齢者支援課） 

【再掲】介護者講座・

家族会  

高齢者を介護している家族及び介護経験の

ある家族等を対象に、介護者講演会や介護者

講座を開催します。また、介護者相互の交流

を深めるため、家族会の運営を支援していき

ます。 

介護者講演会 

１回 

介護者講座 

６回 

家族会 

９所 

（新型コロナ

ウイルス感染

症の影響によ

り一部中止） 

介護者講演会 

１回 

介護者講座 

10回 

家族会 

９所 

（高齢者支援課） 

虐待防止の推進 高齢者総合相談センターを、虐待の相談、通

報、届出の窓口としています。高齢者自身の

届出や区民等からの通報、民生委員・児童委

員、ケアマネジャーからの相談に対し、継続

的支援を行います。 

虐待相談件数  

延べ800件 
― 

（高齢者支援課） 

法テラス東京との協

働連携 

日本司法支援センター東京地方事務所（法テ

ラス東京）との協働連携により、高齢者総合

相談センターへの弁護士の派遣協力を得て、

法的視点からの助言に基づいた相談支援を

実施しています。 

弁護士派遣 

108回 

弁護士派遣 

144回 
（高齢者支援課） 

【再掲】介護予防ケア

プラン作成 

要支援１・２の認定を受けるか、基本チェッ

クリスト該当者となり、予防給付や介護予

防・生活支援サービスを必要とする方に、要

支援状態の改善や要介護状態にならないた

めの介護予防ケアプランを作成します。原則

として、地域型高齢者総合相談センターが作

成します。 

― ― 

（地域包括ケア推進課） 

ケアマネジャーネッ

トワーク等への支援 

区民に居宅介護支援を提供している事業所

で構成されている、ケアマネジャーネットワ

ーク新宿連絡会（ケアマネット新宿）等への

運営支援を行うとともに、会員を対象とした

研修会・学習会を協働で実施します。 

研修会 

６回 

研修会 

６回 
（高齢者支援課） 

【再掲】地域ネットワ

ークの構築  

 

地域ケア会議を開催するとともに、地域で開

催されるケアマネジャー交流会や医療機関

との在宅復帰会議などの地域におけるネッ

― ― 
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事業名 

（担当課） 
事業概要 

令和２年度末 

見込 

令和５年度 

目標 

（高齢者支援課） トワーク会議等に積極的に参加し、地域ネッ

トワークの構築を図ります。 

【再掲】高齢者見守り

支え合い連絡会の開

催  

民生委員・児童委員、情報紙配布員、高齢者

見守り登録事業者及び地域ボランティア等

による区民参加型の連絡会を開催し、地域の

高齢者見守り活動関係者による意見交換等

を行いながら、地域における見守り支え合い

の輪の充実を図ります。 

新型コロナウ

イルス感染症

の影響により

中止 

10回 
（高齢者支援課） 

 

 

⑤指標 

指標名 
現状 

（令和元年度） 

目標 

（令和５年度） 

高齢者総合相談センターの認知度（一般高齢者調査） 

①名称 ②機能 ③場所 

①43.4％ 

②36.5％ 

③31.4％ 

①50.0％ 

②50.0％ 

③50.0％ 
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施策８ 介護保険サービスの提供と基盤整備 

多様化するニーズに対応した質の高い介護保険サービスを提供するため、サービス

の提供体制を確保していきます。介護保険サービス事業者を支援し、在宅生活が困難

になった高齢者を支えるため、特別養護老人ホームの整備を進めます。 

また、介護保険サービスの適正利用を促進するため、事業者への指導や、利用者に向

けた制度説明などの周知活動を行います。 

 

①現状とこれまでの取組 

＜地域包括ケアのさらなる推進に向けた整備＞ 

■要支援・要介護認定者数及び介護保険サービス総給付費の現状は、介護保険制度が創

設された平成12年度と令和元年度の実績を比較すると、高齢者の増加に伴い、要支援・

要介護認定者数は約2.6倍、介護保険サービス総給付費は約2.8倍に増加しています。1 

■高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けられるよう、通い・訪問・宿泊を組み合わせて

利用する小規模多機能型居宅介護や認知症高齢者グループホームなどの地域密着型サ

ービスを重点的に整備すると同時に、在宅生活が困難になった高齢者を支えるため、

公有地を活用した特別養護老人ホームの整備を進めています。 

■新宿区第一次実行計画（平成30～令和２年度）での整備目標数は、小規模多機能型居

宅介護（看護小規模多機能型居宅介護を含む）９所、認知症高齢者グループホーム13

所、ショートステイ11所でしたが、令和元年度末までの整備状況は、小規模多機能型

居宅介護（看護小規模多機能型居宅介護を含む）８所、認知症高齢者グループホーム

11所、ショートステイ11所となっています。なお、令和２年度に、小規模多機能型居宅

介護１所着工、認知症高齢者グループホームを１所着工、特別養護老人ホーム（併設

ショートステイ含む）を１所着工します。 

 

令和元年度「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」では・・・ 

★介護が必要になった場合の生活場所 

 

 

 

 

 

調査間比較でみると、介護が必要になった場合の生活場所について、《可能な限り自宅で

生活を続けたい》は、要支援・要介護認定者が84.6％で最も高くなっています。 

                           
1 要支援・要介護認定者数（各年 10 月 1日現在）･･･平成 12 年度：5,484 人、令和元年度：14,019 人 

介護保険サービス総給付費（居宅サービス・地域密着型サービス・施設サービス）･･･平成 12 年度：6,981,170,905 円、令和元年度 19,871,362,503 円 

一般高齢者【基本】調査 (1,864)

要支援・要介護認定調査 (837)

第２号被保険者調査 (540)
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＜介護保険サービスの質の向上、介護人材の育成・確保、感染症への備えに対する事業

者への支援＞ 

■令和元年度に実施した「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」の要支援・要介護

認定者調査の結果によると、介護保険サービスの利用満足度について、総合的な利用

満足度は89.6％となっています。 

■区内の介護保険サービス事業者等で組織される「新宿区介護保険サービス事業者協議

会」への支援や、事業者向けの研修「新宿ケアカレッジ」を実施し、サービスの質の向

上を目的とした研修を行い、介護人材の育成を進めています。 

■介護従事職員の働きやすい職場環境を実現し、介護人材の確保定着を図るため、福祉

避難所の指定を受けた区内民間の地域密着型サービス事業所に対して、平成30年度か

ら介護従事職員の宿舎借り上げを支援し、住宅費負担を軽減しています。また、これ

まで介護の仕事をしたことのない方々にも介護の仕事を知ってもらい、介護人材確保

につなげていけるよう、令和元年度から入門的研修事業として介護の仕事の魅力・や

りがいを紹介する講座、介護人材入門的研修及びおしごと相談会を実施しています。 

■「新宿区の地域包括ケアシステムにおける高齢者保健福祉施策の位置付け」（ｐ.52参

照）の図にあるとおり、地域包括ケアを推進するうえで、ケアマネジャーはサービス

のコーディネーターとして重要な役割を担います。そこで、集団指導等において「新

宿区におけるケアマネジメントに関する基本方針」（ｐ.127参照）について説明してき

ました。 

■感染症の感染拡大防止に向け、保健所と連携し介護保険サービス事業所を支援してい

ます。 
 

＜適正利用の促進＞ 

■要介護認定の公平・公正を確保し、要介護認定を遅滞なく適正に実施するため、要介

護認定に必要な認定調査票の点検や、認定調査員を対象に認定調査の知識を深めるた

めの研修を行っています。 

■適正なサービス提供や利用を促進するため、介護保険サービス事業所への指導等を行

っています。報酬請求内容の点検や事業所への実地指導、ケアプラン点検などを実施

し、不適切な報酬請求には返還を求めています。また、利用者に対しては適正なサー

ビス利用のパンフレットの配布を行っています。 

■介護サービスに関する利用者からの苦情への対応も行っています。苦情の原因として

多い項目は、「サービスの質」「従事者の態度」「管理者の対応」となっています。 
 

＜介護保険制度の趣旨普及＞ 

■区民への介護保険制度の周知を図るため、介護保険べんり帳を作成し、配布していま

す。また、利用者がサービス提供事業者を選択する際に参考となるよう、介護保険事

業者データベースを作成し、区のホームページで公開しています。 

■介護に対する理解や認識を深めてもらうため、「しんじゅく介護の日」を開催し、講座

や福祉用具等の展示などを実施しています。 
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 新宿区におけるケアマネジメントに関する基本方針 

 ケアマネジメントの実施にあたっては、「新宿区指定居宅介護支援等の事業の人員

及び運営に関する基準を定める条例」に基づいた運営をお願いします。同条例で定

める基本方針は以下の通りです。 

 

「新宿区指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める条例」 

（平成 30 年 3月 16 日 条例第 20 号） 

（略）第 1節 基本方針  

第 3条 指定居宅介護支援の事業は、要介護状態となった場合においても、その利

用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を

営むことができるように配慮して行われるものでなければならない。 

2 指定居宅介護支援の事業は、利用者の心身の状況、その置かれている環境等に

応じて、利用者の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、

多様な事業者から、総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行われるもので

なければならない。 

3 指定居宅介護支援事業者(法第 46 条第 1項に規定する指定居宅介護支援事業者

をいう。以下同じ。)は、指定居宅介護支援の提供に当たっては、利用者の意思及

び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、利用者に提供される指定居宅サー

ビス等(法第 8条第 24 項に規定する指定居宅サービス等をいう。以下同じ。)が特

定の種類又は特定の居宅サービス事業を行う者若しくは地域密着型サービス事業

を行う者(以下「居宅サービス事業者等」という。)に不当に偏することのないよ

う、公正中立に行わなければならない。 

4 指定居宅介護支援事業者は、事業の運営に当たっては、特別区及び市町村(以下

「区市町村」という。)、法第 115 条の 46 第 1 項に規定する地域包括支援センタ

ー、老人福祉法(昭和 38 年法律第 133 号)第 20 条の 7の 2第 1項に規定する老人

介護支援センター、他の指定居宅介護支援事業者、指定介護予防支援事業者(法第

58 条第 1項に規定する指定介護予防支援事業者をいう。以下同じ。)、介護保険

施設、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律(平成 17 年

法律第 123 号)第 51 条の 17 第 1 項第 1号に規定する指定特定相談支援事業者等と

の連携に努めなければならない。（以下略） 
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令和元年度「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」では・・・ 

★利用している介護保険サービスの満足度（※回答数10未満のサービスを除く） 

                  ＜要支援・要介護認定者調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《

満
足
》

訪問介護（ホームヘルプサービス） (263) 81.8%

福祉用具貸与 (247) 93.2%

通所介護（デイサービス） (199) 90.5%

住宅改修費の支給 (124) 89.5%

通所リハビリテーション（デイケア） (115) 86.1%

訪問リハビリテーション (108) 90.7%

訪問看護 (99) 92.9%

特定福祉用具購入費の支給 (70) 92.9%

地域密着型通所介護（小規模デイサービス） (69) 89.9%

短期入所生活介護（ショートステイ） (61) 82.0%

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 (57) 93.0%

居宅療養管理指導 (55) 92.7%

訪問入浴介護 (38) 94.7%

認知症対応型通所介護（認知症デイサービス） (36) 97.2%

小規模多機能型居宅介護 (29) 75.9%

夜間対応型訪問介護 (20) 75.0%

短期入所療養介護（ショートステイ） (14) 85.8%

看護小規模多機能型居宅介護 (13) 76.9%

介護老人保健施設（老人保健施設） (13) 92.3%

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 (9) 77.7%

特定施設入居者生活介護 (8) 50.0%

認知症対応型共同生活介護（グループホーム） (7) 100.0%
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総合的な満足度(無回答を除いた集計) 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合的な満足度は、無回答を除いた場合、「満足」と「おおむね満足」をあわせた《満足》

は89.6％となっています。 

 

★新宿区に対して望むこと（複数回答）＜ケアマネジャー調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

ケアマネジャーの立場から、新宿区に対して望むことをたずねたところ、「困難ケースへ

の支援」（59.4%）が６割弱で最も高く、次いで、「介護保険に関する情報提供」（40.6%）、「利

用者への適正なサービス利用の啓発」（35.5%）の順となっています。 

 

②課題 

＜地域包括ケアのさらなる推進に向けた整備＞ 

■令和元年度に実施した「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」では、要支援・要介

護認定者調査において84.6%の方が「介護が必要になっても自宅での生活を継続したい」

という意向をもっていることから、在宅での生活を支えるためのサービスを充実させ 

る必要があります。 
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■地価の高い都心部での施設整備は、用地の確保が困難であるため、事業者の参入が難

しく整備が進まない現状があります。また、施設サービスは一人当たりの給付費が高

額となるため、保険制度の中では保険料に影響を与えることとなり、給付と負担のバ

ランスを考慮する必要があります。 

 

＜介護保険サービスの質の向上、介護人材の育成・確保、感染症への備えに対する事業

者への支援＞ 

■介護保険サービス事業者が、法令や基準に基づき適正なサービス提供を行っていくと

ともに、より質の高いサービスを提供できる介護人材を育成・確保することが必要で

す。各職種がそれぞれの専門性を高め、関係機関との連携を強固にしていくことが必

要です。 

■事業者によっては、研修体制が整っていないなど、自社で研修を実施することが難し

い状況にあります。 

■団塊の世代が75歳以上になる令和７（2025）年、団塊ジュニア世代が65歳以上になる

令和22（2040）年に向けて介護ニーズが増大し、現役世代が急減することから、介護分

野の担い手の人材確保が喫緊の課題となっています。 

■地域包括ケアにおけるケアマネジャーの役割やケアマネジメントの基本方針は、多く

の区民に理解してほしい事柄で、ケアマネジャーをはじめ、広く周知していく必要が

あります。 

■事業所等の感染予防対策と、感染症発症時においてもサービスを継続するための備え

が必要です。 

 

＜適正利用の促進＞ 

■認定調査は要介護認定の基礎となる資料であり、全国一律の基準に基づき、公平公正

で客観的かつ正確に行うことが必要です。そのため、利用者への適正な認定調査の実

施及び調査内容の十分な点検が求められています。 

■適正なサービス提供や利用を促進するためには、利用者や事業所職員に複雑な介護保

険制度を理解してもらうことが必要です。また、事業者への指導にあたっては、介護

報酬請求に必要な要件や制度改正内容の丁寧な説明が必要であるため、専門的知識を

有する職員の育成が求められています。 

■介護サービスに関する苦情への対応にあたっては、申立人が独居や認知症の方なども

多いため、丁寧な対応が求められています。 
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＜介護保険制度の趣旨普及＞ 

■介護保険制度は制度開始以来、検討が加えられ、見直しを行った結果、サービスの内容

や利用方法、費用などが変更されてきています。それらを利用者に対して、より分かり

やすく説明していく必要があります。 

 

③今後の取組の方向性 

＜地域包括ケアのさらなる推進に向けた整備＞ 

■介護が必要になっても住み慣れた地域で暮らし続けられる「地域包括ケア」のさらなる

推進に向けて、各種の介護保険サービスの提供体制を整備していきます。 

■小規模多機能型居宅介護や認知症高齢者グループホームなどの地域密着型サービスに

ついては、市谷山伏町で整備を進めています。また、引き続き民有地の公募により認知

症高齢者グループホームの整備を図っていきます。 

■高齢者数や要介護認定者数の増加や、特別養護老人ホームの入所待機者数の動向を踏

まえ、在宅生活が困難となっても住み慣れた地域での生活が続けられるよう、施設整備

計画を進めていきます。 

■特別養護老人ホーム及び併設ショートステイについては、令和４年９月の開設に向け

て、市谷薬王寺町国有地を活用した整備を進めます。 

 

＜介護保険サービスの質の向上、介護人材の育成・確保、感染症への備えに対する事業

者への支援＞ 

■介護保険サービス事業者の創意工夫ある自主的な取組で、多様化するニーズに対応し

た質が高く適正なサービス提供が実現できるように、事業者への支援を推進していき

ます。 

■事業者向け研修「新宿ケアカレッジ」を実施し、介護の専門職としてのスキルアップ

を目指す人材育成、感染症に対する理解や知見を有した上で業務にあたる人材の育成、

良好な事業所運営への支援を図っていきます。 

■引き続き、介護従事職員の働きやすい職場環境を実現するため、介護従事職員の宿舎

借り上げを支援するとともに、より広い裾野から区内介護サービス事業所への介護人

材の参入及び確保を図るため、介護の仕事に興味を持つ方に向けて入門的研修事業を

実施します。 

■介護保険事業計画に「新宿区におけるケアマネジメントに関する基本方針」を掲載

（p.127参照）し周知することで、地域包括ケアにおけるケアマネジャーの役割につい

て区民や事業者等の理解を進めます。 
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＜適正利用の促進＞ 

■介護保険制度を持続可能なものとするためには、適正利用の促進は重要であり、保険

者である区の役割は大きいものとなっています。適切な要介護認定を行うとともに、

関係各課と連携しながら、より効率的で効果的な指導及び適正化のための事業を行っ

ていきます。また、専門的知識を有する職員の育成のため、引き続き職場内研修等を

充実させていきます。 

 

＜介護保険制度の趣旨普及＞ 

■新宿区ホームページや各種パンフレットの発行、高齢者総合相談センターやケアマネ

ジャーによる制度説明など周知活動を引き続き行い、介護保険制度についての理解を 

高め、適切なサービス利用につなげます。 

■「しんじゅく介護の日」のイベントなどにより、介護保険制度を身近に感じていただ

けるよう周知を図ります。 

 

④施策を支える事業 

事業名 

（担当課） 
事業概要 

令和２年度末 

見込 

令和５年度 

目標 

介護保険サービス 介護保険は、本人や家族が抱える介護の不安

や負担を社会全体で支え合う制度です。介護

保険制度は、区が保険者となって運営してい

ます。40歳以上の人が被保険者となって保険

料を納め、介護が必要と認定されたときに

は、費用の一部を支払って介護保険サービス

を利用することができます。 

― ― 

（介護保険課） 

特別養護老人ホーム

の整備 実行計画 

在宅生活が困難になった要介護高齢者を支

えるため、民間事業者が行う施設整備の経費

の一部を補助することにより、区内の特別養

護老人ホームを整備します。 

特別養護老人

ホーム 

９所665人 

特別養護老人

ホーム 

10所749人 
（介護保険課） 

地域密着型サービス

の整備 実行計画 

要介護状態になっても住み慣れた地域で暮

らし続けられるよう、小規模多機能型居宅介

護・看護小規模多機能型居宅介護、認知症高

齢者グループホームの整備を推進します。 

小規模多機能

型居宅介護等 

８所210人 

認知症高齢者

グループ 

ホーム 

11所180人 

小規模多機能

型居宅介護等 

９所239人 

認知症高齢者

グループ 

ホーム 

14所252人 

（介護保険課） 

ショートステイの整

備 実行計画 

地域包括ケアを推進し、併せて介護者の負担

を軽減するため、在宅生活を支えるショート

ステイの整備を推進します。 

 

 

ショートステ

イ（短期入所

生活介護） 

11所120人 

ショートステ

イ（短期入所

生活介護） 

12所132人 

（介護保険課） 
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事業名 

（担当課） 
事業概要 

令和２年度末 

見込 

令和５年度 

目標 

医療介護支援 胃ろう等の医療処置を必要とする区民が入

所しやすくなるよう、区内の特別養護老人ホ

ームに対して医療処置が必要な入所者を受

け入れるための施設運営経費を助成します。 

 

対象施設 

９施設 

対象施設 

10施設 

（介護保険課） 

特別養護老人ホーム

の入所調整 

特別養護老人ホームに、より必要度の高い人

から円滑に入所できるよう、入所調整基準に

基づく優先順位名簿を年４回作成し、調整を

行います。 

 

― ― （介護保険課） 

地域密着型サービス

事業者の指定 

「地域密着型サービス」、「介護予防支援」、

「居宅介護支援」の事業者の指定を行いま

す。「地域密着型サービス」の指定等に関して

は、「地域包括支援センター等運営協議会」で

意見を聴取します。 

 

― ― 
（介護保険課） 

新宿区介護サービス

事業者協議会への支

援 

区内の介護保険サービス事業者が中心とな

って組織されている新宿区介護サービス事

業者協議会の運営を支援します。 

会員事業者数 

200法人 
― 

（介護保険課） 

介護保険サービス事

業所向け研修 

区内の介護保険サービス事業所を対象に、サ

ービスの質の向上を目的とした研修を行い

ます。 

 

３～５回程度 ― 
（介護保険課） 

介護福祉士資格取得

等費用助成事業 

区内の介護保険サービス事業所の人材確保、

育成及びサービスの質の向上や良好な事業

所運営を目的として、介護福祉士の資格取得

のための費用の一部を助成します。 

申請件数 

25件 
― 

（介護保険課） 

介護人材確保支援事

業 

 

より広い裾野から区内介護サービス事業所

への介護人材の参入及び確保を図るため、入

門的研修事業として介護の仕事の魅力・やり

がいを紹介する講座、介護人材入門的研修及

びおしごと相談会を実施します 

実施 ― 

（介護保険課） 

介護従事職員宿舎借

り上げ支援事業 

 

介護従事職員の働きやすい職場環境を実現

するため、区内に所在する民間の地域密着型

サービス事業所に対して、介護従事職員の宿

舎借り上げを支援し、住宅費負担を軽減しま

す。 

補助対象法人 

６法人 

補助対象 

事業所数 

６事業所12人 

― 

（介護保険課） 

福祉サービス第三者

評価の受審費用助成 

介護保険サービスの質の確保や事業者選択

に必要な情報提供を目的とする福祉サービ

ス第三者評価の普及のため、区内の介護保険

サービス事業者に受審費用を助成します。 

 

事業所数 

15か所 
― （介護保険課） 
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事業名 

（担当課） 
事業概要 

令和２年度末 

見込 

令和５年度 

目標 

介護保険サービスに

関する苦情相談 

介護保険サービスの利用に関する苦情につ

いて、事実関係を確認し、事業者等との調整

を行います。 

― ― 

（介護保険課） 

介護給付適正化の推

進 

サービスの質の向上及び適正利用の促進の

観点から、認定調査票や介護報酬請求内容の

点検、ケアプラン点検、適正な介護サービス

利用のパンフレットの配布などを行い、給付

費の適正化を図ります。 

請求内容点検

回数150回 

ケアプラン点

検 件数30件 

請求内容点検

回数200回 

ケアプラン点

検 件数40件 

（介護保険課） 

介護保険サービス事

業者に対する指導検

査 

介護保険サービス事業者が、指定基準や算定

基準等に沿った運営を行っているか実地検

査等による指導を実施します。 

集団指導 

１回 

実地指導 

10事業所 

集団指導 

１回 

実地指導 

45事業所 （介護保険課） 

「しんじゅく介護の

日」の開催 

国が定めた11月11日の「介護の日」にちなん

で、区民それぞれの立場で介護について考

え、介護に対する理解や認識を深めてもらう

ため、講演や展示などによる「しんじゅく介

護の日」のイベントを開催します。 

新型コロナウ

イルス感染症

の影響により

中止 

展示参加者の

満足度80% （介護保険課） 

介護保険制度の趣旨

普及 

区民への介護保険制度の周知を図るため、介

護保険べんり帳を作成し配布します。また、

利用者の介護保険サービス事業者選択の際

に参考となるよう、介護事業者検索システム

により、事業者情報を提供しています。 

「介護保険べ

んり帳」発行 

66,000部 

外国語版 介

護保険べんり

帳の発行 

英・中・韓 

各700部 

― 

（介護保険課） 

 

⑤指標 

 

 

  

指標名 
現状 

（令和元年度） 

目標 

（令和５年度） 

介護保険サービスの総合的な利用満足度(無回答を除

く「満足」「おおむね満足」の割合) 

(要支援・要介護認定者調査) 

89.6% 90.0% 
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介護保険サービスの保険料負担と給付のしくみ 

 

介護保険料は、３年を１期とする介護保険事業計画期間中のサービス（給付費）の利用見込量に

応じたものとなるため、サービスの利用量が増加すれば保険料は上がり、利用量が減少すれば保険

料は下がることになります。以下、介護保険サービスの給付状況（令和元年度）をみると、施設サ

ービスにおける利用者１人当たりの年間給付額は居宅サービス及び地域密着型サービスに比べ高

額となっており、利用するサービスによっても、利用者１人当たりにかかる給付費に差があります。 

介護保険法の中でも、国民自らが健康保持増進に努めることや、要介護状態になった場合におい

ても、その有する能力の維持向上に努めることがうたわれています。できるだけ健康に心がけ介護

予防や重度化防止に努めることが、ひいては保険料負担の軽減にもつながります。 

 

【介護保険サービスの給付状況（令和元年度）】 

サービスの区分 

（主なサービス） 

令和２年 

３月の 

利用者数 

年間給付額 
利用者１人当たり

の年間給付額 

居宅サービス 

（訪問介護、通所介護、訪問看護等） 
8,564 人 11,771,676,165 円 1,374,553 円 

地域密着型サービス（認知症高齢者グル

ープホーム、小規模多機能型居宅介護等） 
1,765 人 2,513,480,668 円 1,424,068 円 

施設サービス 

（特別養護老人ホーム、老人保健施設等） 
1,639 人 5,586,205,670 円 3,408,301 円 

※年間給付額は、サービスにかかる費用から利用者負担額（所得に応じ１割～３割）を引いた額です。 
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施策９ 自立生活への支援（介護保険外サービス） 

高齢者が地域で自立した生活を送るためには、介護保険サービスとともに、介護保

険では対応していない多様なサービスにより、日常生活へのきめ細かな支援や見守り

等を行うことが必要です。高齢者の地域での生活を支援するため、新宿区独自の介護

保険外サービスを実施し、周知と利用促進を図っていきます。 

 

①現状とこれまでの取組 

＜介護保険外サービスの安定的な提供＞ 

■高齢者の住み慣れた地域での在宅生活を支援するために、介護保険サービスに加え、

高齢者の多様なニーズに対応できる様々な介護保険外サービスを、区独自に実施して

います。各サービスの相談及び申請は、11か所の高齢者総合相談センターで行ってい

ます。 

■配食サービス、理美容サービス、寝具乾燥消毒サービス、回復期生活支援サービス等

を実施し、高齢者の在宅生活を支援しています。 

■高齢者やその介護者の経済的負担を軽減するために、おむつ費用の助成を行っていま

す。 

■高齢者が安心して在宅で生活するために、緊急通報システムの貸し出しや火災安全シ

ステムの給付を行っています。 

■認知症高齢者を重点的に支援するために、一人暮し認知症高齢者への生活支援サービ

スを実施しています。 

■高齢者を在宅で介護する方を支援するために、介護者リフレッシュ支援事業、徘徊高

齢者探索サービス、緊急ショートステイ事業を実施しています。 

■住み慣れた家で自立した日常生活を送るための支援として、高齢者住宅設備改修給付

事業、自立支援住宅改修及び日常生活用具給付事業を実施しています。また、通所系

サービス利用者の食費について、通所介護等食費助成事業を実施しています。 

■平成30年度には、寝具乾燥消毒サービス及び回復期生活支援サービスの受給資格要件

の拡大、回復期生活支援サービス及び徘徊高齢者探索サービスの受給者負担の軽減、

介護者リフレッシュ支援事業、一人暮し認知症高齢者への生活支援サービス及び回復

期生活支援サービスの利用時間帯の拡大等、サービス間の整合を図りつつ、より利用

しやすいサービスとする変更を実施しました。 

■区が実施する高齢者サービスや相談窓口等について、わかりやすく活用しやすい情報

を提供する総合情報冊子「高齢者くらしのおたすけガイド」を作成・配布し、サービス

の利用に繋げています。  
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令和元年度「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」では・・・ 

★健康や福祉サービスに関する情報量の充実度＜要支援・要介護認定者調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康や福祉サービスに関する情報量の充実度についてたずねたところ、「足りている」

と「おおむね足りている」をあわせた《足りている》は56.1％となっています。 

 

②課題 

＜介護保険外サービスの安定的な提供＞ 

■「団塊の世代」がすべて75歳を迎える令和７（2025）年に向けて、高齢者人口の増加に

対応し、介護保険外サービスを継続して実施する必要があります。 

■高齢者が在宅生活を継続していくうえで、必要なサービスを適切に利用できるよう、

制度の周知を進めていく必要があります。 

 

③今後の取組の方向性 

＜介護保険外サービスの安定的な提供＞ 

■介護保険外サービスの利用状況を踏まえつつ、サービスを安定的に提供していきます。 

■高齢者本人やその介護者のみならず、ケアマネジャーや医療機関等に対し、制度を積極

的に周知することで、サービスの利用を促進します。 

 

④施策を支える事業 

事業名 

（担当課） 
事業概要 

令和２年度末 

見込 

令和５年度 

目標 

配食サービス 65歳以上の一人暮らし等で、食事の支度が困

難な方に、月～金曜日に昼食を宅配するとと

もに、配食時に安否確認を行います。 

配食数 

延べ41,000食 
― （高齢者支援課） 

《足りている》56.1％ 《不足している》33.5％ 

14.6 41.5 21.9 11.6 10.5

ｎ

(837)

(%)

足
り
て

い
る

お
お
む

ね
足
り

て
い

る や
や
不

足
し
て

い
る

不
足
し

て
い
る

　
無
回

答
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事業名 

（担当課） 
事業概要 

令和２年度末 

見込 

令和５年度 

目標 

理美容サービス 65歳以上で外出が困難（要介護４・５、身体

障害者手帳１・２級、愛の手帳１・２度等）

な在宅の方に、自宅への出張調髪・カットを

行います。 

利用回数 

延べ1,300回 
― 

（高齢者支援課） 

寝具乾燥消毒サービ

ス 

65歳以上の一人暮らし等又は、在宅の寝たき

りの方、身体障害者手帳１・２級、愛の手帳

１・２度の方に、寝具の乾燥消毒及び水洗い

を行います。 

利用回数 

延べ4,500回 
― 

（高齢者支援課） 

回復期生活支援サー

ビス 

65歳以上の一人暮らし等で、退院直後等によ

り一時的に身体機能が低下している方に対

して、ヘルパーを派遣します。 

利用時間 

1,400時間 
― 

（高齢者支援課） 

高齢者おむつ費用助

成 

65歳以上の要介護１以上又は入院中で、日常

的におむつを必要とする方に対して、月額

7,000円を上限におむつ費用を助成します。 

利用者数 

現物助成 

延べ23,000人 

代金助成 

延べ3,500人 

― （高齢者支援課） 

補聴器・杖の支給 医師が補聴器の使用を必要と認めた70歳以

上の方に対して、補聴器を支給します。また、

歩行に不安のある65歳以上の在宅の方に、杖

を支給します。 

支給数 

補聴器 

延べ400個 

杖 

延べ1,000本 

― 

（高齢者支援課） 

高齢者緊急通報シス

テム 

65歳以上の一人暮らし等で、慢性疾患がある

など日常生活を営む上で常時注意を要する

方に、緊急通報用機器やペンダントの貸し出

しを行います。緊急事態に陥ったときに、東

京消防庁や警備会社に通報が入るシステム

です。 

稼働台数 

延べ500台 
― 

（高齢者支援課） 

高齢者火災安全シス

テム 

65歳以上の一人暮らし等で、防火の配慮が必

要な方に、電磁調理器、火災警報器、ガス安

全システムのうち１種目を給付します。 

給付台数 

延べ60台 
― 

（高齢者支援課） 

【再掲】一人暮し認知

症高齢者への生活支

援サービス 

65歳以上の一人暮らしの認知症高齢者で、区

内在住の介護者がいない方に、ヘルパーを派

遣します。 

利用時間 

11,000時間 
― 

（高齢者支援課） 

【再掲】介護者リフレ

ッシュ支援事業 

65歳以上の認知症又は要介護１以上の高齢

者にヘルパーを派遣し、日常的に介護してい

る方のリフレッシュを支援します。 

利用時間 

18,000時間 
― 

（高齢者支援課） 
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事業名 

（担当課） 
事業概要 

令和２年度末 

見込 

令和５年度 

目標 

【再掲】徘徊高齢者探

索サービス 

60歳以上で認知症による徘徊のある方を在

宅で介護する家族に、位置情報専用端末機の

利用料等を助成します。 

利用台数 

延べ40台 
― 

（高齢者支援課） 

【再掲】高齢者緊急シ

ョートステイ事業 

介護する家族が、急病やけが等のために介護

できない場合に、有料老人ホームの居室を提

供することで、緊急時における要介護者の生

活の場を一時的に保障し、その在宅生活を支

援します。 

利用者数 

延べ90人 

利用日数 

延べ600日 

― （高齢者支援課） 

高齢者住宅設備改修

給付事業、高齢者自立

支援住宅改修及び日

常生活用具給付事業 

高齢者の転倒予防、動作の容易性の確保、行

動範囲の拡大等を図るため、住宅設備の改修

費及び日常生活用具購入費を給付すること

により、在宅での生活を支援します。 

― ― 

（介護保険課） 

通所介護等食費助成

事業 

介護保険の通所系サービス及び通所介護相

当サービスを利用した住民税非課税世帯の

方を対象に、食費にかかる費用の一部を助成

します。 

― ― 
（介護保険課） 

老人性白内障特殊眼

鏡等の費用助成 

老人性白内障による水晶体摘出手術を受け、

身体上の理由で眼内レンズを挿入できなか

った高齢者（区内在住の65歳以上で所得等一

定の条件を満たす方が対象）に対し、特殊眼

鏡等の購入費用の一部を助成します。 

― ― （高齢者医療担当課） 

総合情報冊子「高齢者

くらしのおたすけガ

イド」の作成 

区が実施する高齢者サービスや相談窓口等

について、わかりやすく活用しやすい情報を

提供する総合情報冊子「高齢者くらしのおた

すけガイド」を作成・配布します。 

総合情報冊子

の作成・配布 

総合情報冊子

の作成・配布 

（高齢者支援課） 

 

⑤指標 

指標名 
現状 

（令和元年度） 

目標 

（令和５年度） 

健康や福祉サービスに関する情報量の充実度 

（要支援・要介護認定者調査） 
56.1% 60.0% 
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施策１０ 在宅療養支援体制の充実 

住み慣れた地域で最期まで自分らしく安心して暮らし続けられるよう、在宅医療体

制の構築や医療と介護の連携を推進するなど、在宅療養体制をさらに強化します。ま

た、高齢者や高齢者を支える世代が在宅療養のイメージを持ち、医療・介護サービスな

どを積極的に利用することにより在宅療養が可能であることを実感できるよう、広く

普及啓発を行います。 

 

①現状とこれまでの取組 

＜在宅療養体制の充実＞ 

■区内には、地域包括ケア病棟３病院、看護小規模多機能型居宅介護２施設があります。

退院支援を強化する病院も増え、在宅療養を支えるしくみや病院と地域の連携が推進

されてきています。 

■在宅療養支援診療所及び合計診療患者実人数は、平成28年は42か所3,465人（平成27年

７月～平成28年６月)でしたが、令和元年には50か所4,764人(平成30年７月～令和元年

６月)となりました。在宅療養支援診療所は大きく増加し、診療患者の実人数も増えて

いることから、在宅医療は着実に広がってきていると考えられます。 

■区は在宅医療相談窓口、がん相談窓口、在宅歯科相談窓口を設け、医療を中心とした

専門的な相談に応じています。 

■在宅医療のネットワーク構築のために医師会、歯科医師会、薬剤師会等の各団体が、

それぞれ他関係機関とＩＣＴを活用し連携を深める取組をしています。 

■摂食嚥下機能を支援するしくみが構築され、ツールを使い多職種で連携し適切な相談

が行われるようになってきています。 

■地域の医療と介護資源をまとめた「在宅医療・介護資源マップ」は、地域で在宅療養を

支えるためのツールとして広く活用されています。 

■令和元年度に実施した「高齢者の保健と福祉に関する調査」では、かかりつけ医を持

たない高齢者は一般高齢者で26.4％、要支援・要介護認定者で13.5％となっています。

その理由として、「病院に通院しているから」が一般高齢者で33.5％、要支援・要介護

認定者で75.2％となっています。 

■関係団体、医療関係機関、介護関係機関等が連携を深める取組を行い、在宅療養を支

えるネットワークが充実してきています。国保データベース（ＫＤＢ）システム1のデ

ータによると新宿区の在宅で看取られた患者数（医療機関毎の在宅医療関係の患者数

等の看取り加算）は、平成28年度は月平均27.8人でしたが、平成30年度には32.5人と

4.7人増加しています。在宅で看取られた患者数の増加はこれまでの取組の成果と考え

られます。 

 

                           
1 国保データベース（ＫＤＢ)システムは、国民健康保険団体連合会が保険者の委託を受けて行う各種業務を通じて管理する「特定健診・特定保健指導」

「医療（後期高齢者医療含む）」「介護保険」等の情報を活用し、統計情報や「個人の健康に関する情報」を提供し、保険者の効率的かつ効果的な保険事

業の実施をサポートすることを目的として構築されたシステムです。 
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＜在宅療養に関わる専門職のスキルアップ＞ 

■多職種連携の推進を目的にした研修会や医療と介護の交流会の開催などにより、地域

の連携が進んできています。また、各専門職団体が主催する研修会などにより、それ

ぞれの職種でスキルアップが図られています。 

■病院職員の訪問看護ステーションでの実習研修は、地域での生活の様子を知ることで、

退院後の生活がイメージでき退院支援に活かせるとして、看護師、医師、リハビリ職等

多職種が参加しています。 

 

＜在宅療養に対する理解の促進＞ 

■「在宅医療・介護支援情報」等の冊子の配布を行うとともに、高齢者を対象に「在宅療

養ハンドブック」等を活用して学習会を開催しました。わかりやすく在宅療養につい

て普及啓発を行っています。 

■人生の最終段階を考えるきっかけづくりとして、「あなたらしく生きる“人生会議”」

を作成し、ＡＣＰ（アドバンス・ケア・プランニング）の必要性について普及啓発を行

っています。 

■がん患者・家族のための講座を開催し、知識の普及とともに、同じ健康不安や辛さを

語り合う場を設けています。 

 

令和元年度「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」では・・・ 

★在宅療養の意向＜一般高齢者【基本】調査＞ 

 

 

 

 

脳卒中の後遺症や末期がんなどで長期の療養が必要になった場合の在宅療養の意向につ

いてたずねたところ、「そう思う」（44.2％）は４割台半ば近くとなっています。 

★在宅療養の可能性＜一般高齢者【基本】調査＞ 

 

 

 

 

 

 

自宅での療養の可能性をたずねたところ、「実現は難しいと思う」（62.5％）は６割強と最

も高くなっています。 

44.2 51.7 4.1

ｎ

(1,864)

(%)

そ
う
思

う

そ
う
思

わ
な
い

　
無
回

答

12.8 62.5 21.4 3.3

ｎ

(1,864)

(%)

実
現
可

能
だ
と

思
う

実
現
は

難
し
い

と
思

う わ
か
ら

な
い

　
無
回

答
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★在宅療養が難しいと思う理由（複数回答）＜一般高齢者【基本】調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

先問で「実現は難しいと思う」と回答した人に、在宅療養が難しいと思う理由をたずねた

ところ、「家族に負担をかけるから」（68.2％）が７割近くで最も高く、次いで、「急に病状

が変わったときの対応が不安だから」（38.9％）、「在宅医療や在宅介護でどのようなケアが

受けられるかがわからないから」(36.4％)の順となっています。 

 

★高齢者が在宅で暮らし続けるために、特に重要だと思うもの（複数回答） 

＜ケアマネジャー調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者が在宅で暮らし続けるために、特に重要だと思うものをたずねたところ、「訪問診

療や往診をしてくれる診療所」(54.2％)が５割台半ば近くで最も高く、次いで、「医療的ケ

アの必要な方がレスパイトできる病院・施設」(33.5％)、「見守りや手助けをしてくれる人」

(31.6％)の順となっています。 

その他

特に理由はない

　無回答

介護してくれる家族がいないから

療養できる部屋やトイレなど、住宅環境が整っていないから

往診してくれる医師がいないから

お金がかかるから

訪問看護や介護の体制が不十分だから

n=(1,165)  

家族に負担をかけるから

急に病状が変わったときの対応が不安だから

在宅医療や在宅介護でどのようなケアが受けられるかがわからないから

68.2

38.9

36.4

30.4

28.8

22.6

22.4

16.7

2.9

0.9

0.2

0 20 40 60 80 (%)

n=(155)  

訪問診療や往診をしてくれる診療所

医療的ケアの必要な方がレスパイトできる病院・施設

見守りや手助けをしてくれる人

介護者の負担を軽くする仕組み

訪問・通所リハビリテーションなどのリハビリテーションサービス

気軽に立ち寄って話や相談ができる場所

食事や日用品などの宅配サービス

その他

特にない

状況変化時に受け入れ可能な入院施設

介護してくれる家族等

訪問看護（訪問看護ステーション）

安心して住み続けられる住まい

安否状態を誰かに知らせてくれる仕組み

　無回答

54.2

33.5

31.6

31.0

28.4

25.8

23.9

21.9

17.4

6.5

5.8

5.8

3.9

-

2.6

0 10 20 30 40 50 60 (%)
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②課題 

＜在宅療養体制の充実＞ 

■「高齢者の保健と福祉に関する調査」によると、高齢者が在宅で暮らし続けるために

は「訪問診療・往診をしてくれる診療所が必要」と考えるケアマネジャーは 54.2%と、

前回調査より 8.4%増えています。在宅医や在宅療養支援診療所をさらに増やすための

取組や、かかりつけ医が在宅医療を行いやすい体制を整備する必要があります。 

■かかりつけ医のいない高齢者や病院医師をかかりつけ医にしている高齢者に対して、 

身近な地域でかかりつけ医を持つ意義を啓発していく必要があります。 

■同調査によると、第２号被保険者の47.4%は「かかりつけ医はいない」と回答しており、

その理由として「病気になったらその都度、受診先を決めている」が43％となってい

ることから、かかりつけ医について幅広い世代への普及啓発が必要です。 

■同調査によると、新宿区内の在宅医療・介護連携を推進するためには、ケアマネジャ

ーの45.2％が「医療・介護の関係者で、情報通信技術（ＩＣＴ）を使用した、患者情報

の共有を行うこと」が必要だと回答しています(介護保険サービス事業所は35.2%)。し

かし、実際の利用は限られていることから、ＩＣＴを活用した関係者の連携を推進す

ることが必要です。 

■家族の負担感を軽減するための取組や在宅医療に対する不安の軽減など、在宅療養の

実現が難しいと思われている内容について支援を検討する必要があります。 

■今後、がんやその他の疾患で治療や療養を行う高齢者が増えることが予測されます。

相談窓口の周知や在宅で緩和ケアが受けられる体制の整備を引き続き進めていく必要

があります。 

■「高齢者の保健と福祉に関する調査」によると、摂食嚥下機能については、一般高齢者

では２割以上、要支援・要介護認定者では３割以上が有症状であり、その約半数は医

療機関等に相談していない現状があります。摂食嚥下機能を支援するシステムを、さ

らに普及啓発する必要があります。 
 

＜在宅療養に関わる専門職のスキルアップ＞ 

■医療職と介護職の相互理解を深めるためには、医療職が介護に関する情報や知識を持

つとともに、介護職が医療に関する情報や知識を持つことが必要です。多職種が参加

できる研修会を継続的に開催していく必要があります。 

■研修会や交流会については、参加しやすい時間帯や少人数の研修会を複数回開催する

など実施方法を工夫し、新しい参加者を増やしていく必要があります。また、テーマ

として感染症に関する対応方法等も取り上げていくことが必要です。 
 

＜在宅療養に対する理解の促進＞ 

■「高齢者の保健と福祉に関する調査」によると、一般高齢者の65.4%が、介護が必要に

なった場合「可能な限り自宅で生活を続けたい」と考えています。しかし、そのうち

56.2%は「在宅療養の実現は難しい」、24.4%は「わからない」と回答しており「わから

ない」が1.5%増えています。在宅で療養することが、実現可能であることをさらに幅

広く普及啓発していく必要があります。 
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■同調査によると、一般高齢者の66.7％、要支援・要介護認定者の49.7％、第２号被保険

者の84.3％が人生の最終段階における医療について記録しておく必要があると答えて

います。しかし、その内の約半数は人生の最終段階における医療について家族と話し

合ったことがないと回答しており、考えるきっかけづくりが必要です。 

 

 

③今後の取組の方向性 

＜在宅療養体制の充実＞ 

■関係団体、医療関係機関、介護関係機関等と協議を充実し、高齢者が住み慣れた地域

で安心して「看取り」までできる在宅療養支援をさらに推進します。 

■かかりつけ医を持つ必要性をさらに啓発するとともに、かかりつけ医、在宅医、病院

勤務医など複数の医師が役割分担を明確にして連携し、区民が質の高い医療を切れ目

なく受けられる体制（複数主治医制等）を推進するなど、在宅医療体制の充実を図っ

ていきます。 

■在宅医療相談窓口の相談内容をわかりやすく周知するとともに、気軽に相談できるよ

うインターネット等を利用した相談方法の検討を行います。また、様々な相談窓口と

の役割分担を図ります。 

■摂食嚥下機能の支援ツールの紹介や食べることの相談窓口の周知を行います。また、

嚥下に関する体操等の研修会を開催するなど、摂食嚥下機能を支援する活動を行って

いきます。 

■在宅医療と介護の連携を推進するために、ＩＣＴ等を活用し各関係団体、関係機関、

特に医師、歯科医師、薬剤師とケアマネジャーとの連携をさらに進める取組を行いま

す。また、病院職員・訪問看護師・介護事業所職員などの多職種が顔の見える関係か

ら、顔がわかり、頼り、頼られる関係の構築を目指し、研修等の工夫を行います。 

 さらに、在宅療養における感染症対策について、区と関係団体、医療関係機関、介護関

係機関等とが情報共有し研鑽を深めます。 

 

＜在宅療養に関わる専門職のスキルアップ＞ 

■医療職と介護職が相互理解を深め、高齢者が地域で最期まで暮らし続けられるよう、

ＡＣＰ(アドバンス・ケア・プランニング)を含めた、在宅での「看取り」を支援する

ために必要な研修会や交流会などを行います。 

■病院の医療職やソーシャルワーカーが具体的に在宅療養のイメージを共有し、それぞ

れの立場で病院と地域との連携を深めることができる研修を継続的に実施します。 

■在宅療養における感染症対策について、各専門職がスキルアップできる研修会等を検

討します。 
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＜在宅療養に対する理解の促進＞ 

■高齢者や高齢者を支える幅広い世代に対して、区内の在宅医療の現状や在宅療養支援

ネットワークの実例を紹介するなど、在宅での療養が可能であることを理解し実感で

きるよう広く普及啓発していきます。 

■本人の望む最期や人生の最終段階における医療について、日頃から周囲と話し合って

おくことの重要性を高齢者や高齢者を支える幅広い世代に対して「人生会議」のハンド

ブックなどを活用し、普及啓発していきます。 
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④施策を支える事業 

事業名 

（担当課） 
事業概要 

令和２年度末 

見込 

令和５年度 

目標 

在宅医療体制の推進  ＩＣＴを活用し複数主治医制を推進すると

ともに、医療機関が入退院時等の連携をスム

ーズに行い、切れ目のない在宅医療を提供で

きる体制を強化します。また、在宅医療と介

護の連携を推進します。 

 

地域に複数主

治医制の体制

が推進される 

複数主治医制

により切れ目

のない在宅医

療が行われる 

（健康づくり課） 

在宅医療と介護の交

流会 

在宅医療と介護の相互理解や連携づくりを

推進するために、地域の病院、診療所、歯科

診療所、薬局などの医療機関、高齢者総合相

談センター、介護サービス事業者などの介護

関係機関が交流する研修会を開催します。 

 

新型コロナウ

イルス感染症

の影響により

中止 

交流会 

新規参加者数

が累計参加者

数の約半数 

（健康づくり課） 

在宅医療・介護資源の

リスト（マップ）の作

成と連携促進 

「在宅医療・介護支援情報」の活用により、

必要な情報の提供と在宅医療と介護のスム

ーズな連携を推進します。 

在宅医療・介

護支援情報の

作成・配布 

在宅医療・介

護支援情報の

作成・配布 
（健康づくり課） 

かかりつけ医機能の

推進 

身近な地域で適切な医療が受けられるよう

に、課題に応じた会議や研修会等を開催し、

かかりつけ医の機能強化を図ります。また、

医療と介護の連携を進めます。 

かかりつけ医

を持つ65歳以

上の割合 

70.7% 

（令和元年度 

一般高齢者調

査） 

かかりつけ医

を持つ65歳以

上の割合 

75% 

（令和４年度 

一般高齢者調

査） 

（健康づくり課） 

かかりつけ歯科医機

能の推進 

身近な地域で適切な歯科医療を受けられる

よう、かかりつけ歯科医を紹介します。また、

会議等を開催し、かかりつけ歯科医の機能強

化を図ります。また、医療機関の連携を強化

し、安全安心な歯科医療を提供できる体制づ

くりを進めます。 

かかりつけ歯

科医を持つ65

歳以上の割合 

79% 

（令和元年度

一般高齢者調

査） 

かかりつけ歯

科医を持つ65

歳以上の割合 

85% 

（令和４年度 

一般高齢者調

査） 

（健康づくり課） 

在宅歯科医療の推進 要介護状態などで歯科受診できない高齢者

等が在宅で適切な歯科医療を受けられるよ

う、「在宅歯科相談窓口」で相談に応じ、必要

に応じて歯科医師等を紹介します。また、さ

らなる在宅歯科診療医の育成と機能強化を

図るとともに、多職種との連携を推進しま

す。 

相談件数 

30件 

「在宅歯科相

談窓口」の普

及と利用促進 

（健康づくり課） 

薬剤師の在宅医療へ

の連携強化 

区民の在宅療養を推進するため、連携会議や

研修会を通して、薬剤師の在宅療養での役割

を区民及び関係機関に周知し、在宅医療連携

の強化を図ります。 

連絡会議２回 

研修会２回 

連絡会議２回 

研修会２回 （健康づくり課） 
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事業名 

（担当課） 
事業概要 

令和２年度末 

見込 

令和５年度 

目標 

緊急一時入院病床の

確保 

在宅療養をしている区民等の病状が急変し、

かかりつけ医が入院を必要と診断した場合

に、緊急に入院できるように区内の病院に緊

急一時入院用のベッドを確保します。 

利用者数延べ

90人 

稼働率100% 

利用者数延べ

90人 

稼働率100% 
（健康づくり課） 

摂食嚥下機能の支援

推進 

摂食嚥下機能の支援ツールの紹介や食べる

ことの相談窓口の周知を行います。また、嚥

下に関する体操については令和５年度から

「(仮称)新宿げんき応援サポーター」制度へ

統合し、活動を継続します。 

― 
摂食嚥下機能

の支援推進 （健康づくり課） 

訪問看護ステーショ

ン連携促進 

区内の訪問看護ステーションが連絡会や合

同研修会を開催し、訪問看護ステーション間

の連携・協力体制を強化するとともに、スキ

ルアップを図ります。 

連絡会５回 
連絡会６回 

研修会１回 
（健康づくり課） 

(仮称)地域リハビリ

テーション事業 

医療・保健・福祉の関係機関、団体からなる

会議を設置し、地域リハビリテーションの体

制及び各関係者の役割について検討します。 
― 

地域リハビリ

テーション連

携のしくみを

構築 

（健康づくり課） 

在宅医療相談窓口  区民が安心して在宅療養できるように、関係

機関等からの医療を中心とした専門的な相

談を受け、アウトリーチ（※援助が必要であ

るにもかかわらず、自発的に申し出がない人

に対して、公共機関などが積極的に働きかけ

支援の実現を目指すこと）による支援等を行

うことにより、在宅療養に必要な医療、看護、

リハビリテーション、摂食嚥下機能支援など

のコーディネートや情報提供を行います。 

相談件数延べ 

500件 

相談件数延べ

600件 

（健康づくり課） 

がん療養相談窓口  区民からのがんの療養に関する相談を受け、

必要な調整や緩和ケアおよびＡＣＰ（アドバ

ンス・ケア・プランニング）などの情報提供

を行います。また、身近な地域にある相談窓

口の利点などについて、区民や関係機関に対

してさらに周知し活用を促します。 

相談件数 

延べ100件 

相談件数 

延べ130件 

（健康づくり課） 

病院職員の訪問看護

ステーションでの実

習研修 

区内病院職員の在宅療養に対する理解を深

め、病院と地域の関係機関との連携を強化す

るために医師、看護師、リハビリテーション

に係る職員等病院職員を対象に、区内訪問看

護ステーションでの実習を実施します。 

新型コロナウ

イルス感染症

の影響により

中止 

修了者35人 

（健康づくり課） 

介護職員の看護小規

模多機能型居宅介護

での実習研修 

在宅療養を支援する機関の機能強化のため

ヘルパーなど介護職員が、医療的視点をもっ

てケアを行うことができるよう、看護小規模

多機能型居宅介護での体験研修を実施しま

す。また、施設の機能についても普及啓発を

行います。 

 

新型コロナウ

イルス感染症

の影響により

中止 

修了者満足度

80% 

（修了者アン

ケート） 

（健康づくり課） 
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事業名 

（担当課） 
事業概要 

令和２年度末 

見込 

令和５年度 

目標 

多職種連携研修会 在宅療養を支援する機関の機能強化のため、

地域の医療・介護関係職員が、実際の事例を

通して多職種連携を実際に学ぶ研修会を開

催します。 

年10回 年12回 
（健康づくり課） 

在宅療養に関する理

解促進 

区民や関係機関が在宅での療養が可能であ

ることを理解し、実感できるよう「在宅医療・

介護支援情報」や「在宅療養ハンドブック」

（冊子）などを配布し、知識を普及します。

また、地域において、高齢者や高齢者を支え

る幅広い世代への学習会や関係機関等への

研修会を開催します。 

地域学習会０

回（新型コロ

ナウイルス感

染症の影響に

より中止） 

地域学習会 

10回 

参加者 

300人 

（健康づくり課） 

在宅療養シンポジウ

ム 

区民や関係機関が在宅での療養が可能であ

ることを理解し、実感できるような在宅療養

に関するシンポジウムを開催します。また、

開催内容を検討し高齢者を支える世代（40歳

代～60歳代）の参加を促します。 

新型コロナウ

イルス感染症

の影響により

中止 

高齢者を支え

る世代の参加

が累計参加者

数の50% 

（健康づくり課） 

がん患者・家族のため

の支援講座 

がんの治療や療養生活等について学び、同じ

健康不安や辛さを抱える人と関わり、語りあ

う講座を開催します。 

新型コロナウ

イルス感染症

の影響により

中止 

参加者満足度

80% 

（参加者アン

ケート） 

（健康づくり課） 

在宅人工呼吸器使用

者災害時支援事業 

在宅人工呼吸器使用者本人とその家族が平

常時から災害に備え、安全で安心した在宅療

養生活を送ることができるよう、個別支援計

画の作成を支援します。また、緊急時におけ

る人工呼吸器の電源確保のため、保健所（保

健予防課）と保健センターに専用の発電機等

を設置するとともに、研修会等を行います。 

在宅人工呼吸

器使用者全数

に対する個別

支援計画の作

成 

在宅人工呼吸

器使用者全数

に対する個別

支援計画の作

成 

（健康づくり課） 

 

がん患者・家族のための支援 

区は、がん患者とその家族の苦痛や不安の軽減と療養生活の質の向上を目指して、様々

な支援に取り組んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

～がん患者・家族のための支援講座～ 

がんの療養生活や緩和ケアなどを学び、同じ

健康不安や辛さを抱える方が語り合う場で

す。（暮らしの保健室にて実施） 

～がん療養相談窓口～ 

がん患者の療養に関する個別相談に対応して

います。（暮らしの保健室にて実施） 
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⑤指標 

指標名 
現状 

（令和２年度） 

目標 

（令和５年度） 

「自宅での療養が実現可能だと思う」と回答した割合

(一般高齢者調査) 
12.8% 20.0% 

 

 

 

《在宅療養ハンドブック》 

 

１ 地域で安心して療養するために 

  

区は、高齢者が住み慣れた地域で最期まで自分らしく暮らし続けられ

るように、在宅療養ハンドブック「地域で安心して療養するために」(冊

子)などを使用し在宅療養の理解促進を図っています。 

 

 

 

２ あなたらしく生きるための“人生会議” 

～日頃から考えて、話し合っておきませんか？～ 

 

平成 31 年３月には、在宅療養ハンドブックの別冊として「あなたらし

く生きるための“人生会議”」を作成し、ＡＣＰ(アドバンス・ケア・プラ

ンニング)を含めた在宅療養について、地域に出向いた学習会や研修会な

どで普及啓発を行っています。 
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 第７節 基本目標５ 安全・安心な暮らしを支えるしくみづくり 

をすすめます 

施策１１ 高齢者の権利擁護の推進 

高齢者が尊厳を持っていきいきと暮らすことができるよう、関係機関等との連携を

図りつつ、成年後見制度の利用を促進します。また、高齢者の虐待防止及び早期発見を

図り支援につなげるなど、高齢者の権利擁護のための取組を進めます。 

 

①現状とこれまでの取組 

＜成年後見制度＞ 

■新宿区では、成年後見制度の推進機関として、新宿区社会福祉協議会内に「新宿区成

年後見センター」を設置し、制度の普及啓発や相談対応など総合的な支援を行ってい

ます。平成26年度からは、制度を支える成年後見人の新たな担い手の確保に向け、市

民後見人養成基礎講習を開始しました。また、平成27年度からは、制度利用に係る申

立費用の助成とともに、成年後見人等への報酬助成を拡充し、費用負担の軽減を図っ

ています。さらに、平成30年度からは新宿区社会福祉協議会による法人後見を実施し

ています。 

■判断能力が十分でなく、身寄りがない等の理由で、申立てをする人がいない高齢者に

対しては、新宿区長が申立て人となって家庭裁判所へ審判の請求を行い、成年後見制

度が利用できるよう支援しています。 

■判断能力はあるものの、認知症等により必要な福祉サービス等の利用手続や金銭管理

等が自分だけでは難しい方を対象に、新宿区社会福祉協議会で「地域福祉権利擁護事

業 1」の利用による支援をしており、判断能力の状況に応じて成年後見制度の利用につ

なげるなど、成年後見制度との連携を図っています。 

 

＜虐待の早期発見・相談＞ 

■高齢者総合相談センターは、高齢者虐待の早期発見・相談の窓口として、地域や関係

機関等と積極的に連携を図りながら対応しています。なお、通報の受理件数は増加傾

向にあります。 

■高齢者総合相談センターへの虐待相談、通報受理後の対応は、「新宿区高齢者虐待対応

マニュアル」に基づき実施しています。 

■高齢者総合相談センターは、相談・通報を受理するだけではなく、地域の関係機関と

ネットワークを作り、高齢者虐待防止に関する広報・普及活動も行っています。 

  

                           
1地域福祉権利擁護事業：認知症、知的障害などにより判断能力が十分でない人の権利を守り、地域で安心して生活が継続できるよう、本人との契約

に基づき、福祉サービスに関する利用相談のほか、必要に応じて日常的な金銭管理の援助、通帳・印鑑を預かるなどの支援を行う。 
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＜消費者被害の防止＞ 

■悪質商法被害防止ネットワークにおいて、潜在化しやすい高齢者の悪質商法被害の防

止・早期発見を図るとともに、注意喚起情報の共有や迅速なあっせん1交渉等を通じて

被害の拡大防止と救済に取り組んでいます。 

 

＜権利擁護の普及啓発とネットワークの構築＞ 

■区民や関係者を対象に権利擁護に関する講演会を開催するとともに、地域型高齢者総

合相談センターと関係機関の連絡会等の際に権利擁護についての情報提供を行うなど

普及啓発に努めています。 

■高齢者の権利擁護に関わる関係機関や区の関係部署で構成する「高齢者の権利擁護ネ

ットワーク協議会」を組織し、課題の検討や情報共有を図っています。 

 

令和元年度「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」では・・・ 

★成年後見制度の認知度＜一般高齢者【基本】調査＞ 

 

 

 

 

 

 

成年後見制度の認知度についてたずねたところ、「概要については、知っている」（44.3％）

が４割台半ば近くで最も高く、次いで、「聞いたことはあるが、内容は知らない」（34.3％）、

「聞いたことがない」（9.2％）の順となっています。 

 

②課題 

＜成年後見制度＞ 

■認知症高齢者等の増加に伴い、成年後見制度、地域福祉権利擁護事業ともに、今後、さ

らなる相談支援件数の増加が見込まれます。また、支援が必要な単身世帯や、多くの

生活課題を抱える事例が増加し、相談支援内容も複雑化・多様化しています。  

                           
1 あっせん（事務）：消費者安全法で定められた消費生活センターが行う事務の一つ。一定の権限のもと、消費者と事業者の間に立って、両者の合意

点を導き、紛争の解決を図る事務。 

8.0 44.3 34.3 9.2 4.1

ｎ

(1,864)
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■一人暮らし高齢者や認知症高齢者の増加を見据え、成年後見制度の利用を必要とする

方が確実に利用できるよう、継続的な制度周知とともに、迅速かつ的確な相談支援、市

民後見人の養成、費用負担の軽減などにより、さらなる制度の利用促進が求められて

います。 

■平成28年５月に「成年後見制度の利用の促進に関する法律」が施行されたことに伴い、

国は、平成29年３月に成年後見制度利用促進基本計画を策定しました。この計画にお

いて、区市町村は権利擁護支援の地域連携ネットワークづくりとその中核となる機関

の設置・運営が求められています。 

 

＜虐待の早期発見・相談＞ 

■虐待通報受理件数や支援困難事例の増加に対応するため、高齢者総合相談センター職

員は虐待への対応力を向上させる必要があります。 

■関係機関と連携を深め、早期に虐待を発見し、高齢者総合相談センターへの相談・通

報につなげられるしくみづくりを継続していく必要があります。 

 

＜消費者被害の防止＞ 

■今後、悪質商法被害防止ネットワークについて、広く、継続的に周知していくととも

に、介護サービス事業者等に参加を促すことが必要です。また、関係機関が連携して

高齢者の生活全般を体系的に支援する必要があります。 

 

＜権利擁護の普及啓発とネットワークの構築＞ 

■成年後見制度の利用促進、虐待の防止等について、関係機関への情報提供にとどまら

ず、広く区民や介護サービス事業者等に周知・啓発を進める必要があります。 

 

③今後の取組の方向性 

＜成年後見制度＞ 

■成年後見制度の利用を必要とする方が確実に利用できるよう、引き続き、制度周知の

ほか、関係機関と連携した相談支援や費用助成等による利用促進を図っていきます。 

■市民後見人の養成については、将来的な需要数を見込んだ計画的な養成とともに、研

修等を通じて、地域での身近な立場からの後見活動の推進に取り組んでいきます。 

■新宿区社会福祉協議会が後見人等を受任する「法人後見」の実施により、親族以外の

第三者後見人等の選択肢を拡充し、さらなる制度利用の促進強化を図ります。 

■新宿区社会福祉協議会内に設置している「新宿区成年後見センター」を国の基本計画

における「中核機関」として位置付け、引き続き、制度の普及啓発や相談対応など総合

的な支援を行っていきます。さらに、希望する親族後見人に対し、申立て前から受任後

までの一貫した支援も進めます。また、これまで新宿区成年後見センターを中心として

構築してきた地域の関係者とのつながりを活かし、「地域連携ネットワーク」として推

進します。  
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＜虐待の早期発見・相談＞ 

■「新宿区高齢者虐待対応マニュアル」を用いた研修等の実施や、日本司法支援センタ

ー東京地方事務所（法テラス東京）との協働連携により、高齢者総合相談センター職

員の虐待への判断や対応力を向上させていきます。 

■ケアマネジャーや介護サービス事業者等から、早期に虐待の相談・通報を受けられる

ためのしくみづくりを進めていきます。 
 

＜消費者被害の防止＞ 

■悪質商法被害防止ネットワークについては、引き続き、ネットワーク参加事業者数の

増に努めていきます。また、消費者被害の予防・救済に向けて、高齢者総合相談セン

ターと消費生活センターの情報共有の促進、両センターの連携強化を図っていきます。 
 

＜権利擁護の普及啓発とネットワークの構築＞ 

■高齢者の権利擁護に関する普及啓発のために、区民や介護サービス事業者等を対象に

した講演会の開催やパンフレット等の作成・配布を行い、高齢者の尊厳と安心を守る、

地域支え合いのしくみづくりを、さらに進めていきます。 

■「高齢者の権利擁護ネットワーク協議会」の継続的な開催により、関係機関とのネット

ワークをさらに強化していきます。 
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④施策を支える事業 

事業名 

（担当課） 
事業概要 

令和２年度末 

見込 

令和５年度 

目標 

成年後見制度の利用

促進 実行計画 

認知症、知的障害、精神障害などにより判断

能力が十分でない方の権利を守り、地域で安

心して生活を継続できるよう、地域福祉権利

擁護事業と併せて支援を行います。関係機関

等との連携を図りながら、相談支援、地域へ

の制度の広報普及、後見人等の支援、市民後

見人の養成及び法人後見を行います。(新宿

区社会福祉協議会委託及び補助事業) 

新宿区登録

後見活動メ

ンバー登録

者数 75人 

新宿区登録

後見活動メ

ンバー登録

者数 94人 

（地域福祉課・社会福

祉協議会） 

成年後見審判請求事

務等 

成年後見制度の利用が必要にもかかわらず、

親族による申立てが期待できない状況にあ

る高齢者について、区長が家庭裁判所へ審判

の請求を行います。また、成年後見制度に係

る費用を負担することが困難な人に対して、

後見人等への報酬の助成を行います。 

区長申立件数 

60件 

報酬助成件数 

30件 

― 
（高齢者支援課） 

【再掲】虐待防止の推

進 

高齢者総合相談センターを、虐待の相談、通

報、届出の窓口としています。高齢者自身の

届出や区民等からの通報、民生委員・児童委

員、ケアマネジャーからの相談に対し、継続

的支援を行います。 

虐待相談件数  

延べ800件 
― （高齢者支援課） 

老人福祉施設への入

所等措置 

心身上の障害、家庭環境、経済上の理由によ

り、在宅で生活することが困難な原則65歳以

上の人を養護老人ホームへ入所措置します。

また、虐待等のやむを得ない事由により、分

離保護等が必要な高齢者を対象に特別養護

老人ホームへの入所等措置を行います。 

養護老人ホーム

入所者数 

340人 

やむを得ない事

由による特別養

護老人ホーム 

入所者数 

５人 

― 

（高齢者支援課） 

悪質商法被害防止ネ

ットワーク 

民間の介護保険事業者、民生委員・児童委員、

新宿区社会福祉協議会、高齢者総合相談セン

ター、区相談担当職員など、高齢者の身近な

ところで活動している人たちによる悪質商

法被害防止ネットワークを活用し、高齢者の

悪質商法による被害を早期に発見し、新宿消

費生活センターが通報を受けて早期回復を

図ります。 

 

― ― 

（消費生活就労支援課） 

消費者講座 高齢者クラブなどに悪質商法に関する出前

講座を実施するなど、高齢者に対する普及啓

発を行います。また、消費生活に関する学習

の機会（場）として消費者講座を行います。 

 

― ― 

（消費生活就労支援課） 
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事業名 

（担当課） 
事業概要 

令和２年度末 

見込 

令和５年度 

目標 

高齢者の権利擁護の

普及啓発 

高齢者の権利擁護に関する普及啓発のため

に、区民や関係者を対象にした講演会の開催

やパンフレット等の作成・配布を行い、高齢

者の尊厳と安心を守る、地域支え合いのしく

みづくりに結びつけます。 

権利擁護に関

する講演会 

１回 

権利擁護に関

する講演会 

１回 

（高齢者支援課） 

高齢者の権利擁護ネ

ットワークの構築・運

営 

高齢者の権利擁護ネットワーク協議会（構成

員：新宿区医師会、弁護士、司法書士、社会

福祉士、介護サービス事業者、民生委員・児

童委員、町会・自治会、警察署、消防署、医

療機関、新宿区社会福祉協議会、高齢者総合

相談センター、区の関係部署）を開催し、高

齢者の権利擁護に関するネットワークを構

築します。 

権利擁護 

ネットワーク

協議会等 

０回 

（新型コロ

ナウイルス

感染症の影

響により中

止） 

権利擁護 

ネットワーク

協議会等 

１回 

 

（高齢者支援課） 

【再掲】法テラス東京

との協働連携 

日本司法支援センター東京地方事務所（法テ

ラス東京）との協働連携により、高齢者総合

相談センターへの弁護士の派遣協力を得て、

法的視点からの助言に基づいた相談支援を

実施しています。 

弁護士派遣 

108回 

弁護士派遣

144回 
（高齢者支援課） 

 

○関係団体による事業 

事業名 

（担当課） 
事業概要 

令和２年度末 

見込 

令和５年度 

目標 

地域福祉権利擁護事

業 

（日常生活自立支援

事業） 

もの忘れや認知症、知的障害、精神障害など

により必要な福祉サービスを自分だけで判

断し、手続きするのが難しい方が利用できる

東京都社会福祉協議会からの受託事業です。

本人との契約に基づき、福祉サービスの利用

に関しての相談を中心に、必要に応じて日常

的な金銭管理の援助、通帳・印鑑などの預か

りを行います。支援にあたっては地域住民が

生活支援員となって、職員、関係機関等と連

携を図りながら、「地域ぐるみ」の支援を進め

ます。 

新規相談 

件数  

180件 

 

延べ契約 

件数  

146件 

 

新規相談 

件数 

192件 

 

延べ契約 

件数  

164件 

 

（社会福祉協議会） 

 

⑤指標 

指標名 
現状 

（令和元年度） 

目標 

（令和５年度） 

新宿区登録後見活動メンバー登録者数 68人 94人 
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施策１２ 安全で暮らしやすいまちづくりと住まいへの支援 

災害時に、配慮を要する高齢者が適切な支援を受けられるよう支援体制を整備し、

「災害に強い、逃げないですむ安全なまちづくり」を進めます。また、高齢者等が住ま

いを安定的に確保できるよう、様々な居住支援を行います。さらに、高齢になっても安

全・安心な生活を送れるよう、ユニバーサルデザインの視点を取り入れた居住環境の

整備と福祉施策の充実による総合的なまちづくりを進めます。 

 

①現状とこれまでの取組 

＜住まいの確保と各種支援＞ 

■安心して住み続けられる住環境の形成に向けた基本目標や施策の方向性を示した「第４

次 新宿区住宅マスタープラン (計画期間 平成30年度～令和9年度)」を策定し、高齢者

の安定した居住を確保できるしくみづくりに取り組んでいます。 

■新宿区が管理する区営住宅には、高齢者向け住宅が155戸、シルバーピアが198戸、障害

者向け住宅が82戸、ひとり親世帯向け住宅が70戸あり、一定数が確保されています。 

■高齢者等の民間賃貸住宅への円滑な入居を支援するため、住宅を探すことが困難な高齢

者等を対象に住み替え相談を行っているほか、保証会社あっ旋・保証料助成を行う家賃

等債務保証料助成や居住する民間賃貸住宅の取壊し等の理由により転居を余儀なくさ

れた場合に、転居に要する費用の一部を一時金として助成する住み替え居住継続支援を

行っています。 

■民間賃貸住宅の家主や賃借人が、それぞれの立場で相談し適切なサポートを受ける道し

るべとして「パンフレット高齢者のすまい」を平成27年度に作成し、相談窓口の情報提

供を行っています。 

■高齢者等の住宅確保要配慮者に対する様々な支援について、情報共有と連携体制の強化

を図り、円滑な入居促進に取り組むため、令和２年２月に不動産関係団体、居住支援団

体、区の福祉部門、住宅部門から構成する「新宿区居住支援協議会」を設立しました。 

■建築物等耐震化支援事業により、技術者派遣や住宅の助成制度の拡充等を行い、耐震化

の支援に取り組んできました。 

■新宿区内には、自立した日常生活を営むことに不安があり、家族による援助を受けるこ

とが困難な高齢者に対して、食事、入浴等のサービスや生活相談などを提供する都市型

軽費老人ホームが３か所、見守りや生活相談・緊急対応などの支援を提供するサービス

付き高齢者向け住宅が３か所、民設民営により整備されています。 
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＜福祉のまちづくり＞ 

■ユニバーサルデザインまちづくりの推進について、ワークショップやガイドブック等

による周知啓発により、ユニバーサルデザインの認識度は４割程度（令和２年１月新

宿区区民意識調査）となっており、ユニバーサルデザインのまちづくりにつながって

います。 

■道路・公園のバリアフリー化、バリアフリートイレの整備、鉄道駅のホームドア及び

エレベーター設置促進によるバリアフリー化を進めるとともに、細街路の拡幅整備な

どを行い、人にやさしいまちづくりを推進しています。 

 

＜災害時要援護者対策等＞ 

■継続的な災害時要援護者名簿の登録勧奨と併せて、災害時に要配慮者が在宅あるいは

避難所で生活を継続するために必要な事項等を記載する要配慮者災害用セルフプラン

の郵送による作成勧奨を行いました。また、福祉避難所運営マニュアル（標準版）の策

定及び開設・運営訓練を通じて、災害時応急体制の強化を推進しています。 

■災害時における安否確認などの支援を行う災害時要援護者名簿登録者には、平成19年

度から家具類の転倒防止器具取付け事業を実施しています。 

■在宅人工呼吸器使用者とその家族が、災害への備えや災害時に適切な対応を取ること

ができるよう「災害時個別支援計画」の作成を支援しています。また、緊急時における

電力確保のための自家発電機（保健所と保健センター４か所に設置）を使用し、令和元

年10月には、台風による停電に備え、人工呼吸器用の充電ステーションを設置しまし

た。台風通過後には「災害時個別支援計画」の作成を委託している訪問看護ステーショ

ンと協力し、使用者の状況確認を行なうなど体制を整備しました。 
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令和元年度「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査」では・・・ 

 ★住まいにおける不便・不安を感じる理由（複数回答）＜一般高齢者【基本】調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住まいにおける不便・不安を感じる理由についてたずねたところ、「建物の老朽化」

（50.9％）が約５割で最も高く、次いで、「耐震基準を満たしていない建物で危険」（24.0％）、

「居室が狭い又は収納スペースがない」（21.8％）の順となっています。 

 

②課題 

＜住まいの確保と各種支援＞ 

■高齢者や障害者等の住宅確保要配慮者世帯の住まい確保が困難な状況が継続していま

す。高齢者や障害者等の条件に適う民間賃貸住宅の空き物件が少ない中、単身高齢者

の孤独死などに対する家主の不安があることが理由です。 

■民間賃貸住宅の賃借人だけではなく家主の高齢化も進んでいます。安定した居住継続

を望む高齢者が、それぞれの立場で認知症や日常生活における困り事を相談する窓口

やサポートを必要としています。 

■耐震化の必要性が十分には理解されていないことや、耐震化支援事業が十分には認知

されていないことが課題としてあげられます。 

■自宅での自立した生活が困難となる低所得高齢者の住まい対策のひとつとして、都市

型軽費老人ホームを整備することは必要ですが、新宿区は地価が高く土地取得コスト

が高額になるため、整備数は３か所のみとなっています。 

 

＜福祉のまちづくり＞ 

■区、区民、施設所有者等が一体となって、ユニバーサルデザインの視点を取り入れた

施設整備等ハード面を推進するとともに、ソフト面についてもさらなる普及・啓発を

推進する必要があります。 

n=(450)  

建物の老朽化

耐震基準を満たしていない建物で危険

居室が狭い又は収納スペースがない

エレベーターがなく、階段の昇降が困難

現在の収入又は貯蓄では、賃料又は固定資産税の支払いが難しい

専用トイレ又は専用浴室がない

建物が取り壊される予定

家主から立ち退きの話が出て住み続けられない

その他

　無回答

50.9

24.0

21.8

20.7

18.2

8.4

2.9

1.8

11.6

3.1

0 10 20 30 40 50 60(%)
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■高齢者・障害者等が安心して利用しやすい道路環境や、区内各施設老朽化によるバリ

アフリーへの対応も求められています。 

■細街路の拡幅整備を推進するためには、建築主、土地所有者等の関係者から理解と協

力を得ることが必要となります。一人でも多くの方から協力の合意を得るため、他の

様々なまちづくり事業と連携した事業の周知や協力要請の実施が重要です。 

 

＜災害時要援護者対策等＞ 

■要配慮者災害用セルフプランの普及啓発を継続していくことが必要です。また、各福

祉避難所で作成した福祉避難所運営マニュアルに基づき、実践に即した開設・運営訓

練を行い、災害時応急体制の強化を図る必要があります。 

■継続的な災害時要援護者名簿の登録勧奨と併せて、家具類の転倒防止対策をさらに進

めていくため、普及啓発が必要です。 

■在宅で人工呼吸器を使用している方を地域で支えるためには、災害の発災前からの備

えとともに、本人や介護者が発災時に孤立しないための支援体制を構築する必要があ

ります。 

 

③今後の取組の方向性 

＜住まいの確保と各種支援＞ 

■住み慣れた住まい・地域に住み続けたいというニーズに応えるため、地域包括ケアシス

テムをさらに推進し、高齢者が地域の様々な支援を活用しながら、自宅で生活が継続で

きる地域づくりを進めていきます。 

■第４次住宅マスタープランにおいて、高齢者が地域・自宅で住み続けられるしくみづく

りなど、住宅政策に取り組んでいきます。 

■高齢者や障害者等が、制限を受けずに民間賃貸住宅に入居できるように、区内不動産

業団体から派遣された住宅相談員による空き物件情報の提供を行う住み替え相談によ

るサポートを引き続き実施します。また、家賃等債務保証料助成は、保証料助成対象

とする保証委託契約の対象の拡大と助成期間の延長を行うとともに、単身高齢者を入

居させる家主等を対象に残存家財整理費用等の保険への助成制度を開始し、民間賃貸

住宅への円滑な入居を支援します。 

■高齢者や障害者等から賃貸借契約に係る困りごとや不動産の売買等の取引の相談を受

けるため、不動産取引相談によるサポートを引き続き実施します。相談は、区内不動

産業団体から派遣された住宅相談員が受けます。  
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■「新宿区居住支援協議会」において、構成する団体（不動産関係団体、居住支援団体、

区の福祉部門、住宅部門）間で高齢者等の住宅確保要配慮者に対する様々な支援につ

いて、情報共有と連携体制の強化を図り、円滑な入居促進に取り組んでいきます。 

■耐震化支援事業については、「意識啓発及び情報提供の充実」に取り組んでいきます。

また、切迫性が高まる首都直下地震に備え、早期に建築物の耐震化を図るため、事業

の実情や実績を踏まえて、検証を行っていきます。 

■都市型軽費老人ホームについては、国や東京都の制度を活用した民設民営による整備

を推進するため、引き続き広報新宿や新宿区ホームページを活用して、都市型軽費老人

ホームの制度や助成制度に関して周知を行い、事業者を誘致していきます。 

 

＜福祉のまちづくり＞ 

■ユニバーサルデザインについては、新宿区ユニバーサルデザインまちづくり条例に基

づき、区、区民、施設所有者等が、相互に連携して意識啓発に取り組むとともに、ユニ

バーサルデザインを取り入れた施設整備を進め、ユニバーサルデザインの視点に立っ

たまちづくりの推進を図ります。 

■高齢者や障害者等の円滑な移動を確保するため、「新宿区移動等円滑化促進方針」を策

定し、駅や主要な建物を結ぶ道路などについてバリアフリー化を促進します。 

■鉄道駅の安全性の向上や快適な利用空間を整備するため、ホームドア及びエレベータ

ーの設置促進を図っていきます。また、道路のバリアフリー化として幹線道路や地区

内主要道路等の整備を行い、安全で快適な歩行空間を確保していきます。 

■引き続き建築主等へ細街路拡幅の協力要請を行うとともに、他の施策と連携した啓発

事業を進めていきます。 

 

＜災害時要援護者対策等＞ 

■要配慮者災害用セルフプランの普及啓発を継続して行うとともに、各福祉避難所が作

成した福祉避難所運営マニュアルに基づいた開設・運営訓練を行い、より実践に即し

たマニュアルとなるよう支援していきます。 

■災害時要援護者名簿の登録勧奨、家具類転倒防止対策の重要性を周知するとともに、

家具類の転倒防止器具取付け事業を継続して実施していきます。 

■在宅人工呼吸器使用者とその家族が平常時から災害に備え、安全で安心な在宅療養生

活を送ることができるよう「災害時個別支援計画」の作成を引き続き支援していきま

す。また、地震や水害など様々な災害を想定し、適切な避難行動がとれるよう関係機

関と協力し定期的に訓練を実施します。  
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④施策を支える事業  

事業名 

（担当課） 
事業概要 

令和２年度末 

見込 

令和５年度 

目標 

ユニバーサルデザイ

ンまちづくりの推進  

ユニバーサルデザインを取り入れた施設整

備を進めるとともに、多くの区民に普及・啓

発を行うことで、ユニバーサルデザインま

ちづくりの推進を図ります。 

また、公共建築物及び一定の規模以上の民

間建築物の建築主や設計者等に対して、き

め細かく指導や助言等を行います。 

― ― 

（景観・まちづくり課） 

建築物等耐震化支援

事業 実行計画 

住宅の耐震診断等のための技術者派遣（無

料）や、補強設計、耐震改修工事等の費用の

一部を助成し、耐震化を支援しています。 

住宅の 

耐震化率 

95.3％ 

住宅の 

耐震化率 

97.5％ （防災都市づくり課） 

細街路の拡幅整備 

実行計画 

区民及び事業者等の理解と協力により、幅

員４ｍ未満の細街路を４ｍに拡幅整備する

ことで、安全で快適な災害に強いまちづく

りを行うとともに、障害者・高齢者等の安全

を確保します。 

年間合意 

距離 

約6.0km 

年間整備 

距離 

約2.5km 

合意距離 

3年間で 

約18.0km 

整備距離 

3年間で 

約7.5km 

（建築調整課） 

道路のバリアフリー

化 実行計画 

安全で快適な歩行空間を確保するため、重

点地区外の区道についても必要に応じて整

備の検討を進めます。 

― ― 

（道路課） 

安全で快適な鉄道駅

の整備促進 

実行計画 

鉄道駅の安全性向上や快適な利用空間を整

備するため、ホームドア及びエレベーター

の設置促進を図ります。 

・鉄道駅ホー

ムドア 

設置補助 

４駅 

・鉄道駅エレ

ベーター設置

補助 １駅 

・鉄道駅ホー

ムドア 

設置補助 

５駅 

（都市計画課） 

バリアフリーの整備

促進 実行計画 

高齢者や障害者等の円滑な移動を確保する

ため、「新宿区移動等円滑化促進方針」を策定

するとともに、各施設管理者に対して周知啓

発を図り、区内のバリアフリー整備を促進し

ます。 

・「新宿区交

通バリアフリ

ー基本構想」

等による取組

の評価 

・「新宿区移

動等円滑化促

進方針（素

案）」作成 

令和３年度に

策定する「新

宿区移動等円

滑化促進方

針」の周知啓

発、関係機関

等協議 

（都市計画課） 

みんなで考える身近

な公園の整備 

実行計画 

地域の公園の整備にあたって、公園周辺の

住民と協働して整備計画案を作成するな

ど、住民参加による公園の整備を行います。 

本事業による

公園整備箇所

数 

15園 

本事業による

公園整備箇所

数 

16園 （みどり公園課） 
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事業名 

（担当課） 
事業概要 

令和２年度末 

見込 

令和５年度 

目標 

清潔できれいなトイ

レづくり 実行計画 

公園トイレと公衆トイレを、清潔でバリア

フリーに配慮した誰もが利用しやすいトイ

レに整備します。 

整備にあたっては、建物の新設、建替えに加

えて、既存トイレの洋式トイレ化も進めて

いきます。 

公園トイレ整備 

42か所 

洋式便器化 

89か所 

公園トイレ整備 

46か所 

洋式便器化 

94か所 

（みどり公園課） 

区営住宅の管理運営 高齢者世帯向住宅及び高齢者単身者向住宅

の管理運営を行います。 
― ― 

（住宅課） 

シルバーピアの管理

運営 

シルバーピアにワーデン（生活協力員）又は

ＬＳＡ（生活援助員）を配置し、入居する高

齢者が地域で自立して生活していくため

に、安否確認や関係諸機関との連絡調整等

の管理運営を行います。また、団らん室を活

用し、高齢者同士の交流を促進します。 

ワーデン数 

６人 

ＬＳＡ設置数 

11所 

― 
（高齢者支援課） 

都市型軽費老人ホー

ム建設事業助成等 

自立した日常生活を営むことに不安があ

り、家族による援助を受けることが困難な

高齢者に、食事、入浴等のサービスや生活相

談など、日常生活に必要な住まいを提供す

る都市型軽費老人ホームの建設費用助成等

を行います。 

― ― 
（地域包括ケア推進課） 

住宅相談 区内不動産業団体から派遣された住宅相談

員（宅地建物取引士）による相談 

１ 住み替え相談 

  自ら住み替え先を探すことができない

高齢者や障害者等が、制限を受けずに民

間賃貸住宅に入居できるように、空き物

件情報の提供を行います。 

２ 不動産取引相談  

  高齢者や障害者等が居住する民間賃貸

住宅の賃貸借契約に係る困り事の相談を

受けたり、不動産の売買等の取引や賃貸

借契約等に関して助言します。 

住宅相談 

開催数 

74回 

住宅相談 

開催数 

92回 

（住宅課） 

高齢者や障害者等の

住まい安定確保 

実行計画 

民間賃貸住宅の賃貸借契約時に、区と協定

を締結している保証会社等へのあっ旋を行

うとともに、保証料の一部を最長10年間助

成し、高齢者や障害者等が、民間賃貸住宅に

円滑に入居できるように支援します。 

家主等を対象として、単身高齢者の死亡に

伴い発生する残存家財の片付け費用等をカ

バーする保険への助成を最長10年間行い、

単身高齢者の入居を支援します。 

保証料助成対

象世帯 

50件 

保険料助成対

象世帯 

50件 

保証料助成対

象世帯 

50件 

保険料助成対

象世帯 

50件 

（住宅課） 
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事業名 

（担当課） 
事業概要 

令和２年度末 

見込 

令和５年度 

目標 

住み替え居住継続支援 居住する民間賃貸住宅の取り壊し等に伴う

立退きにより転居を余儀なくされる高齢者

や障害者等に、転居に要する費用の一部を

助成し、住み替え居住継続を支援します。 

助成対象 

世帯 

12件 

助成対象 

世帯 

12件 

（住宅課） 

ワンルームマンショ

ン条例 

条例の対象となるワンルームマンションに

おいては、高齢者の入居への配慮とともに、

一定規模以上のものには高齢者の利用に配

慮した住戸の設置を規定しています。 

― ― 
（住宅課） 

災害時要援護者名簿

の活用 

災害時の避難等に支援を必要とする方をあ

らかじめ「災害時要援護者名簿」に登録して

おくことにより、事前に警察、消防、民生委

員・児童委員、防災区民組織等に配付し、災

害時に安否確認等の必要な支援が行われる

ようにします。 

申請件数 

200件 

申請件数 

300件 

（地域福祉課） 

（危機管理課） 

 

災害時要援護者対策

の推進 

地震によるけがの要因では、家具類の転倒・

落下・移動によるものが大きな割合を占め

ています。家具類転倒防止対策の重要性の

周知を図るとともに、災害時要援護者名簿

登録世帯に家具転倒防止器具５点まで無料

で設置し、安全確保を図っていきます。 

― ― 
（危機管理課） 

福祉避難所の充実と

体制強化 

災害時において要配慮者が在宅あるいは避

難所で生活を継続するために必要な事項等

を記載する、要配慮者災害用セルフプランの

作成勧奨を実施し、広く普及啓発を行いま

す。また、福祉避難所運営マニュアルに基づ

いた福祉避難所の開設・運営訓練を実施しま

す。さらに福祉避難所の備蓄物資の計画的な

更新を図り、災害時応急体制の強化を図りま

す。 

福祉避難所の

運営マニュア

ルが策定され

ている福祉避

難所の割合 

100％ 

福祉避難所開

設・運営訓練

実施回数 

２回 

福祉避難所開

設・運営訓練

実施回数 

３年間で10回 

（地域福祉課） 

【再掲】在宅人工呼吸

器使用者災害時個別

支援計画作成支援事

業 

在宅人工呼吸器使用者とその家族が平常時

から災害に備え、安全で安心な在宅療養生活

を送ることができるよう、個別支援計画の作

成を支援します。また、緊急時における人工

呼吸器の電源確保のため、保健所（保健予防

課）と保健センターに専用の発電機等を設置

するとともに、研修会等を行います。 

在宅人工呼吸

器使用者全数

に対する個別

支援計画の作

成 

在宅人工呼吸

器使用者全数

に対する個別

支援計画の作

成 

（健康づくり課） 

⑤指標  

指標名 
現状 

（令和元年度） 

目標 

（令和５年度） 

住宅相談開催数 87回 92回 

災害時要援護者名簿の新規登録者数 200件 300件 
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第４章 

介護保険事業の推進 

（第８期介護保険事業計画）  
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第４章 介護保険事業の推進 

（第８期介護保険事業計画） 

第１節 第８期介護保険事業計画の推進に向けて 

１．第８期介護保険事業計画（令和３～５年度）の位置付け 

新宿区の介護保険は、新宿区が保険者となって制度の運営を行っています。介護を社

会全体で支えていくという制度の目的から、その財源は、公費で50％、65歳以上の方（第

１号被保険者）と医療保険に加入している40から64歳の方（第２号被保険者）の保険料

の50％でまかなわれています。区は、介護保険法第117条に基づき、３年を１期とする介

護保険事業計画を定めることとされています。この介護保険事業計画は介護サービスの

整備計画であるとともに、区の第１号被保険者の保険料の算定基礎となる計画です。 

第８期介護保険事業計画は、令和７（2025）年に向けて地域包括ケアシステムを推進

するとともに、令和22（2040）年を見据えた介護保険制度の持続可能性の確保に向け取

り組んでいくものです。 
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（参考）前期・後期別第1号被保険者数の推移

2025年 2040年

H27年 H28年 H29年 H30年 R1年 R2年 R3年 R4年 R5年 R7年 R22年

65～74歳 34,120人 33,982人 33,679人 33,158人 32,397人 32,352人 32,393人 31,056人 29,899人 28,612人 41,345人

75歳以上 33,340人 34,090人 35,033人 35,779人 36,515人 36,519人 36,368人 37,609人 38,835人 40,307人 39,343人

合計 67,460人 68,072人 68,712人 68,937人 68,912人 68,871人 68,761人 68,665人 68,734人 68,919人 80,688人

第6期 第7期 第8期

H27年 H28年 H29年 H30年 R1年 R2年 R3年 R4年 R5年 R7年 R22年

第1号被保険者数（65～74歳） 34,120人 33,982人 33,679人 33,158人 32,397人 32,352人 32,393人 31,056人 29,899人 28,612人 41,345人

第1号被保険者数（75歳以上） 33,340人 34,090人 35,033人 35,779人 36,515人 36,519人 36,368人 37,609人 38,835人 40,307人 39,343人

認定者数 13,022人 12,792人 13,374人 13,797人 14,019人 14,294人 14,513人 14,804人 15,038人 15,282人 16,611人

認定率 19.3% 18.8% 19.5% 20.0% 20.3% 20.8% 21.1% 21.6% 21.9% 22.2% 20.6%
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第２節 要介護認定者等の現状 

１．第１号被保険者数及び要支援・要介護認定者数の推移と将来推計 

第１号被保険者1数は、第６期１年目の平成27（2015）年から令和7（2025）年までは微

増から横ばいへ推移すると見込まれます。一方、要支援・要介護認定者2数は、平成28（2016）

年の介護予防・生活支援サービス事業の開始に伴う要支援者数の減により、一度減少し

ましたが、平成29（2017）年以降は、75歳以上の後期高齢者数が増加することに伴い再び

増加し、要支援・要介護認定率3（以下、「認定率」という）は令和７（2025）年には、22.2%

になると見込まれます。その後、令和22（2040）年には高齢者数が増加する中で、65～74

歳の前期高齢者割合が高くなることに伴い、認定率は20.6%に減少すると見込まれます。 

図表 32 第１号被保険者数及び認定者数の推移と将来推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                           
 

 

 

注）各年 10 月 1日現在 

平成 27～令和元年は実績値、令和 2～7年は令和元年までの実績をもとに推計した値 

令和 22 年は 2015 年国勢調査に基づく新宿区将来人口推計を基に推計した値 

第６期 第８期 第７期 

1 第1号被保険者とは、区内に住所をもつ65歳以上の高齢者で、外国籍の方や住所地特例（介護保険施設等への入所で施設の所在地に住

所を変更した被保険者は、変更前の住所地を保険者とする特例措置）を含みます。このため、住民基本台帳人口とは必ずしも一致し

ません。なお、第2号被保険者は、40～64歳の区民の方で、加齢に伴って生じる特定疾病により介護が必要になった場合、介護保険サ

ービスを受けることができます。 
2 第 1 号被保険者の認定者と第 2号被保険者の認定者の合計 
3 第１号被保険者に占める要支援・要介護認定者数の割合 

 

＜推計値＞ 

2025 年 

 

2040 年 
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図表33 要介護度別の認定者数の推移と将来推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

注）各年 10 月 1 日現在 

平成 27～令和元年は実績値、令和 2～7年は令和元年までの実績をもとに推計した値 

令和 22 年は 2015 年国勢調査に基づく新宿区将来人口推計を基に推計した値 

H27年 H28年 H29年 H30年 R1年 R2年 R3年 R4年 R5年 R7年 R22年

要介護５ 1,414人 1,403人 1,476人 1,433人 1,376人 1,393人 1,420人 1,449人 1,475人 1,505人 1,699人

要介護４ 1,595人 1,594人 1,633人 1,697人 1,742人 1,786人 1,823人 1,864人 1,898人 1,937人 2,167人

要介護３ 1,387人 1,401人 1,580人 1,669人 1,639人 1,679人 1,713人 1,747人 1,775人 1,808人 2,013人

要介護２ 1,904人 1,972人 1,984人 2,051人 2,199人 2,246人 2,280人 2,325人 2,359人 2,396人 2,618人

要介護１ 2,349人 2,482人 2,528人 2,651人 2,700人 2,769人 2,813人 2,866人 2,910人 2,947人 3,170人

要支援２ 1,866人 1,757人 1,870人 1,930人 1,999人 2,008人 2,032人 2,070人 2,102人 2,134人 2,279人

要支援１ 2,507人 2,183人 2,303人 2,366人 2,364人 2,413人 2,432人 2,483人 2,519人 2,555人 2,665人

認定者計 13,022人 12,792人 13,374人 13,797人 14,019人 14,294人 14,513人 14,804人 15,038人 15,282人 16,611人

13,022人 12,792人
13,374人 13,797人 14,019人 14,294人 14,513人 14,804人 15,038人 15,282人

16,611人

0人

5,000人

10,000人

15,000人

20,000人
＜推計値＞ 

第６期   第７期 第８期 
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２．年齢階層別の認定者数と認定率の現状 

年齢階層別で認定率を見ると、年齢が高くなるに従って認定率も増加します。特に、

85～89歳の区分では認定率が約51%となり、およそ２人に１人が認定者となります。 

 

図表34 年齢階層別の認定者数と認定率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                  （令和元年10月1日実績） 

  

65～69

歳

70～74

歳

75～79

歳

80～84

歳

85～89

歳

90～94

歳

95～99

歳

100歳以

上

第1号被保険者数 15,672人 16,725人 13,819人 10,616人 7,145人 3,658人 1,095人 182人

認定者数 498人 1,031人 1,813人 3,008人 3,634人 2,687人 952人 165人

認定率 3.2% 6.2% 13.1% 28.3% 50.9% 73.5% 86.9% 90.7%
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３．サービス別利用者数の実績 

居宅サービス利用者数は、平成20年度以降増加傾向にありましたが、平成28年度に小

規模通所介護が地域密着型サービスへ移行されたこと、介護予防訪問介護及び介護予防

通所介護が介護予防・生活支援サービス事業へ移行されたことに伴い減少しました（P178

に介護予防・生活支援サービス事業利用者の推移を掲載しています）。その後、平成29年

以降再び増加し、平成12年度と令和元年度との比較では、約2.6倍となっています。 

施設サービス利用者数は、ほぼ横ばいで推移しています。 

地域密着型サービス利用者数は平成28年度に小規模通所介護が居宅サービスから移行

されたことに伴い増加しました。平成29年度以降は微増傾向が続いています。 

 

図表35 居宅・施設・地域密着型サービス別利用者の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(介護保険事業状況報告 各年度末月報実績） 

 

 

  

注）地域密着型サービスは平成 18 年度より創設 
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7,000 人

8,000 人

9,000 人

10,000 人

H12 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

居宅サービス 施設サービス 地域密着型サービス

 

○居宅サービス    ：訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、通所

介護、通所リハビリテーション、短期入所生活介護、短期入所療養介護、福祉用具貸与、

特定福祉用具販売、住宅改修、特定施設入居者生活介護、介護予防支援・居宅介護支援 

○施設サービス    ：介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院 

○地域密着型サービス ：定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、地域密着型通所介護、認知症

対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護、認知症対応型

共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者

生活介護 
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４．サービス別給付費の実績 

居宅サービス費は、利用者数の推移と同様に、平成28年度に小規模通所介護が地域密

着型サービスへ移行されたこと、介護予防訪問介護及び介護予防通所介護が介護予防・

生活支援サービス事業へ移行されたことに伴い減少しましたが、平成29年度以降増加傾

向を続けており、サービスの提供体制の充実により平成12年度から令和元年度までに約

3.7倍に増加しています。地域密着型サービス費も利用者数の推移と同様に増加傾向を続

けています。施設サービス費は、ほぼ横ばいですが、一人当たりの給付費が高いため、居

宅・施設・地域密着型サービス全体に占める割合は利用者数に比べて高くなっています。 

図表36 居宅・施設・地域密着型サービス別給付費の推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）地域密着型サービスは平成 18 年度より創設  (介護保険事業状況報告 各年報実績、1 億円単位未満四捨五入） 
 

図表37 サービス別利用者一人当たりの年間給付費 

 

 

 

 

 

 

 

 

(令和元年度実績、千円単位未満四捨五入） 
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５．居宅サービス等の平均利用額（月額） 

居宅・地域密着型サービス１人当たりの平均利用額は、要介護度が重度化するに従って

増えています。支給限度額に対する平均利用割合も、重度化するに従って高まっている傾

向が見られます。平成 27 年度からはサービス利用時の利用者負担分が、これまでの１割に

加え所得に応じて２割、平成 30 年度からは３割の利用者負担が導入されました。 

なお、１か月間の利用者負担額が高額になった場合には、所得に応じた上限額を超える

負担額については、高額介護サービス費として払い戻しを受けることができます。 

令和元年５月の平均利用額の状況は以下のとおりです。 

図表38 【１割負担の方】居宅・地域密着型サービスの平均利用額（月額） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表39 【２割負担の方】居宅・地域密着型サービスの平均利用額（月額） 
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図表40 【３割負担の方】居宅・地域密着型サービスの平均利用額（月額） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．日常生活圏域 

「日常生活圏域」とは、地域包括ケアシステムの実現のために、必要なサービスを身

近な地域で受けられる体制の整備を進める単位で、国では概ね 30 分以内にサービスが

提供される範囲としています。 

 新宿区では、高齢者人口や、民生委員・児童委員、町会・自治会、地区協議会などの

地域における活動の単位を考慮して、特別出張所所管 10 区域を「日常生活圏域」（四

谷、簞笥町、榎町、若松町、大久保、戸塚、落合第一、落合第二、柏木、角筈）と位置

付けています。 

（p.39「第２章第２節１．日常生活圏域と高齢者総合相談センターの設置」参照。） 
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注）令和元年５月に居宅サービスと地域密着型サービスを利用した方のサービス利用額。（利用者総数10,191人 
（1割負担：8,166人 2割負担：673人 3割負担：1,352人） 
特定福祉用具購入、住宅改修、地域密着型特別養護老人ホーム、居宅介護支援事業費は含みません。（要支援 
１・２の中には、介護予防・生活支援サービスを含みます。） 
なお、サービス利用時の利用者負担額は、グラフに示した利用額の１～３割分となります。 
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第３節 介護保険サービスの整備計画と量の見込み 

１．地域包括ケアの推進 

  区では、介護が必要になっても住み慣れた地域で暮らし続けられる「地域包括ケア」

のさらなる推進に向けて、認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム）、

小規模多機能型居宅介護や看護小規模多機能型居宅介護といった地域密着型サービスを

中心に在宅サービスを充実させます。 

 

２．介護保険サービスの充実 

（１）地域密着型サービス等 

 地域密着型サービスは、各区市町村が独自に整備することができる介護保険サービス

であるため、地域包括ケアの推進の中心として整備を進めていきます。 

現在、市谷山伏町で、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護（認知症

高齢者グループホーム）の整備を進めており、令和３年度に開設する予定です。また、

市谷薬王寺町国有地を活用し、特別養護老人ホームに併設するショートステイの整備を

進めており、令和４年度に開設する予定です。 

なお、次の第９期計画（計画期間：令和６～８年度）に向けて、払方町国有地を活用

した認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム）等の整備を進めていま

す。 

図表41 整備計画 

（現況：令和２年 10 月１日現在、第７期末現況：令和２年度末、第８期目標：令和５年度末） 

 

①認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム） 

 現況 第７期末現況 第 8 期目標 累計 

事業所 11 12(※1) +2(※2) 14 

定員 180 207(※1) +45(※2) 252 

※1 令和 2年 10 月 1 日現在、民有地において 1 所（定員 27 人）公募中 

※2 令和 3年度に市谷山伏町に 1所（定員 18 人）開設予定、その他民有地に 1所（定員 27 人）公募予定。 

 
 

②小規模多機能型居宅介護 

 現況 第７期末現況 第 8 期目標 累計 

事業所 6 6 +1(※) 7 

定員 162 162 +29(※) 191 

※令和 3 年度に市谷山伏町に 1所（登録定員 29 人）を開設予定  
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③看護小規模多機能型居宅介護 

 現況 第７期末現況 第 8 期目標 累計 

事業所 2 2 0 2 

定員 48 48 0 48 

 

④ショートステイ 

 現況 第７期末現況 第 8 期目標 累計 

事業所 11 11 +1(※) 12 

定員 120 120 +12(※) 132 

 ※令和 4年度に市谷薬王寺町国有地に 1所（定員 12 人）を開設予定 

 

（２）特別養護老人ホーム（地域密着型含む） 

在宅生活が困難になった高齢者を支えるため、特別養護老人ホームの整備を進めてお

り、令和４年度には、市谷薬王寺町国有地を活用した特別養護老人ホームが１所開設す

る予定です。 

図表42 整備計画 

（現況：令和２年 10 月１日現在、第７期末現況：令和２年度末、第８期目標：令和５年度末） 

 

 現況 第７期末現況 第 8 期目標 累計 

事業所 9 9 +1(※) 10 

定員 665 665 +84(※) 749 

※令和 4 年度に市谷薬王寺町国有地に 1所（定員 84 人）を開設予定 
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（３）特別養護老人ホームの待機者と整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．各サービスの利用見込み 
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４．地域支援事業 

（１）地域支援事業の制度 

 要支援・要介護状態になる前からの介護予防を推進するとともに、地域における包括

的・継続的ケアマネジメントを強化する観点から、新宿区が主体となって地域支援事業

を実施します。地域支援事業は、①介護予防・日常生活支援総合事業 ②包括的支援事

業 ③任意事業で構成され、財源構成は下記のとおりです。 

図表43 地域支援事業の財源構成 

 

 

   

 

 

 

 

（２）地域支援事業費の見込み 

 介護予防・日常生活支援総合事業の中に介護予防・生活支援サービス事業が位置付け

られています。サービスの利用者数及び事業費実績は下記のとおりです。（ｐ.171 図表

35、ｐ.172 図表 36 関連） 

図表44 介護予防・生活支援サービス事業利用者の推移 
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〇訪問型サービス：訪問介護相当サービス、生活援助サービス 

〇通所型サービス：通所介護相当サービス、ミニデイサービス、通所型短期集中サービス、通所型住民主体サービス 

（通所型住民主体サービスは、平成 29 年度（平成 30 年２月）に開始しました。） 

※条件により、訪問型サービスと通所型サービスを併用して利用することができます。 

※各年度２月実績（３月審査分） 

第1号被保険者

23.00%

新宿区

19.25%

東京都
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国
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図表45 介護予防・生活支援サービス事業費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）地域支援事業費の見込み 

 

図表46 地域支援事業費の見込み 

 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

介護予防・日常生活支援総合事業 13 億円 14 億円 14 億円 

包括的支援事業 6 億円 6 億円 6 億円 

任意事業 円 円 円 

地域支援事業費合計 18 億円 18 億円 18 億円 

※地域支援事業費総額は素案時点では上限値で算出。 

 

 

 

  

現在精査中 
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第４節 自立支援、重度化防止及び介護給付適正化に向けた取組及び目標 

１．自立支援、介護予防又は重度化防止に向けた取組と目標 

介護保険法第 117 条に基づき、第７期介護保険事業計画より被保険者の地域における自

立した日常生活の支援、要介護状態等となることの予防又は要介護状態等の軽減若しくは

悪化の防止及び介護給付等に要する費用の適正化への取組及び目標を記載し、区市町村は

都道府県へ報告することとされました。自立支援、介護予防又は重度化防止に向けた取組

と目標として、新宿区では以下２事業について東京都へ報告することとしています。 

 

（１）新宿区オリジナル筋力トレーニング「しんじゅく 100 トレ」による地域健康づく

り・介護予防活動支援事業（ｐ.64 参照） 

（２）通いの場運営支援（ｐ.79 参照） 

 

２．介護給付の適正化に向けた取組と目標（介護給付適正化計画） 

 保険者として介護サービス等を必要とする方に対し認定を適正に行い、適切なケア

マネジメントに基づく真に必要とするサービスを、サービス事業者がルールに従って

提供していく取組を推進します。 

（１）第７期の検証 

＜要介護認定の適正化＞では、認定調査の点検指導及び調査員研修を実施し、認定調

査の精度の確保に努めました。審査判定の傾向を分析し、介護認定審査会委員の連絡

会等で情報提供を行い、合議体間の審査判定基準の平準化を図りました。＜ケアプラ

ン点検＞及び＜住宅改修・福祉用具点検＞は、計画通り実施され、結果は集団指導に

おいて他の事業所にも周知しました。＜縦覧点検・医療情報との突合＞及び＜給付実

績の活用＞も計画通り実施され、過誤申立や、実地指導等での活用につなげました。 

（２）現状と課題 

＜要介護認定の適正化＞では、認定調査の点検指導に多大な時間を要している現状か

ら、認定調査員への指導及び研修をより効果的に実施する必要があります。また介護

認定審査では一次判定から二次判定の重度化率が高い傾向にあることから、業務分析

データ等で結果判定の状況を分析し、審査判定手順及び基準を審査会委員と常に情報

共有していくことが課題となります。＜ケアプラン点検＞では、ケアマネジャーが苦

手とするプロセスがあること、＜住宅改修・福祉用具点検＞では、制度の理解不足の

事業所が存在すること、＜縦覧点検・医療情報との突合＞及び＜給付実績の活用＞で

は、第８期の改正内容を反映した点検の実施などが現状と課題として挙げられます。

また、＜介護給付費通知＞の必要性や効果を改めて検討していきます。 
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（３）第８期の取組方針と目標 

 

 

 

事業名及び基本的考え方 
取組目標 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

＜要介護認定の適正化＞ 

全国一律の基準に基づいた要介

護認定を適切に実施する。 

・審査会委員の

意識共有化 

・認定調査員へ

の情報提供 

継続 継続 

＜ケアプラン点検＞ 

ケアマネジャーとともにケアプ

ラン内容を確認することにより、

ケアマネジャーの気付きを促し、

自立支援に資するケアマネジメ

ントの実現を目指す。 

・ケアプラン点

検 件数35件 

・点検結果の他

の事業所への

周知 

・ケアプラン点

検 件数38件 

・点検結果の他 

の事業所への 

周知 

・ケアプラン点

検 件数40件 

・点検結果の他 

の事業所への 

周知 

＜住宅改修・福祉用具点検＞ 

事業所が介護保険制度の趣旨を

理解することにより、自立支援に

資する住宅改修や福祉用具サー

ビスの実現を目指す。 

・事前申請資料

及び訪問調査

による確認等 

 

継続 継続 

＜縦覧点検・医療情報との突合＞ 

点検により請求内容の誤りを発

見して、適切な処置を事業者に働

きかけることで給付の適正化を

目指す。 

・国保連合会の

帳票等による

縦覧点検及び

医療情報との

突合の実施

（200回） 

継続 継続 

＜介護給付費通知＞ 

利用者に利用実績を通知し、サー

ビス内容と費用を確認してもら

うことで給付の適正化を目指す。 

・通知の必要性・

効果及び実施

方法について

検討 

・検討結果を反映 継続 

＜給付実績の活用＞ 

給付実績の情報を事業者指導等

に活用して、効率的で効果的な指

導を行い、給付の適正化を目指

す。 

・ケアプラン点

検や事業者指

導等における

給付実績の活

用 

継続 継続 
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第５節 第１号被保険者の保険料 

１．給付と負担の関係 

 65 歳以上の介護保険料（第１号保険料）は、区市町村（保険者）ごとに決められ、

額はその区市町村の被保険者が利用する介護保険サービスの水準を反映した金額になり

ます。 

新宿区の介護保険料は、３年を１期とする介護保険事業計画期間中のサービス（給付

費）の利用見込量に応じたものとなります。従って、サービスの利用量が増加すれば保

険料は上がり、利用量が減少すれば下がることになります。 

 全国平均の介護保険料基準額（月額）は、第１期の 2,911 円から第７期は 5,869 円と

約 2.02 倍となりました。新宿区の介護保険料基準額（月額）は、第１期の 3,248 円か

ら第７期は 6,200 円と約 1.91 倍です。 

 

図表47 第7期までの介護保険料基準額（月額）の推移 
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２．総給付費の見込み 

平成 28 年度以降、介護予防訪問介護及び介護予防通所介護が地域支援事業へ移行さ

れたことなど、給付費の減少要因もありましたが、高齢化の進展に伴う要介護認定者数

の増加による介護サービスの利用量の増加、地域密着型サービスや特別養護老人ホーム

等の整備計画及び過去の給付実績を踏まえて、第８期の３年間の総給付費を概算で見込

んだところ、第７期計画値の約 723 億円から約８％増加し、第８期は約 778 億円となり

ました。 

 ※今後、令和 2年 10 月 1日時点の高齢者人口を基準に、改めて将来人口推計及び要介

護認定者推計を行うほか、直近のサービス利用状況や介護報酬改定等の影響を踏まえ

て精査していきます。 

 

図表48 第８期の総給付費の見込み 

  

注）金額は四捨五入により、億円単位にまとめているため、合計額が一致しない場合がある。 

 

 

 

 

  

億円

50億円

100億円

150億円

200億円

250億円

300億円

令和３年度 令和４年度 令和５年度

18億円 18億円 18億円

15億円 15億円 16億円

61億円 64億円 65億円

27億円 30億円 30億円

130 億円 134 億円 136 億円
居宅サービス

施設サービス

地域密着型サービス

その他（高額介護サービス費等）

地域支援事業費

約252億円 
約 260億円 

約 266億円 

＜3 年間の総給付費見込額 778 億円＞ 
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３．第８期の介護保険料基準額 

（１）第１号被保険者の負担率 

第１号被保険者の総給付費に対する負担率は、第１号被保険者と第２号被保険者の人

口比率によって決定します。第７期の第１号被保険者の負担率は 23％で、第８期も引

き続き 23％になることが予定されています。 

   

図表49 介護保険の財源構成（居宅サービス） 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）保険料基準額 

第８期の総給付費見込額約 778 億円を基に、第１号被保険者の介護保険料を試算する

と、素案時点では、7,300 円程度になると見込まれます。今後、介護報酬の改定、介護

給付準備基金の活用、介護保険制度改正の影響を踏まえて、最終的には、介護保険料基

準額を算定します。 
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          ＜今後の保険料基準額に影響を与える主な要因＞ 

 

①介護報酬の改定 

    令和３年４月に介護報酬の改定が予定されています。 

    改定は、保険料の算定に影響を及ぼしますが、個々の介護サービスの単価をはじ

め、現在のところその内容については未定となっています。 

 

②介護給付準備基金の活用 

    第７期での保険料の剰余金は 16 億円程度と見込まれ、この剰余金「介護給付準

備基金」は、第８期の保険料の抑制に使います。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．第８期の保険料段階 

 新宿区は、負担能力に応じた負担割合とする考え方に基づき、第７期では保険料段階

を 16 段階とし、保険料段階をきめ細かく設定しています。 

  第８期においても、制度改正による低所得者の軽減割合の拡大を図りながら、引き続

き負担能力に応じた負担割合と多段階設定について検討し、安定的な財政運営を実施し

ていきます。 

  

※介護給付準備基金 

 介護保険料については、中期財政運営（3年間）を行うことにより、通

常、計画期間の初年度に剰余金が生じることが見込まれ、当該剰余金を財

源として２年度目または３年度目の給付費に充てることとなる。その際

の当該剰余金について、適切に管理する必要があるため、保険者はこの剰

余金を管理するための基金を設置するものとされている。 
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注）基本的に上記算定式にて保険料基準額（月額）を算定しますが、75 歳以上高齢者数の加入割合、所得段階別

加入割合、第１号被保険者の所得分布、予定保険料収納率、介護給付準備基金の取り崩しにより最終的に決定

します。 

 

 

 

 

  

保険料基準額 

第８期 

 

  

◎総給付費    約723 億円（第7 期）       約778億円（第８期） 

                 （約 8％増） 

（※総給付費 ＝ 介護保険サービスにかかる保険給付費 + 地域支援事業費） 

 

 

《主な増加要因》 

■高齢化の進展に伴う要介護認定者数の増加 

 （P168 図表 32 参照） 

 ■介護保険サービスの充実による利用量の増加 

 ・居宅サービス 

（訪問・通所介護、ショートステイ 等） 

・地域密着型サービス 

（認知症対応型共同生活介護 等） 

 ・特別養護老人ホーム 

 

 

 × ２３%（第1号被保険者負担割合） 

 

    第１号被保険者数 約 20万 6千人（第８期の3年間の累計人数） 

÷12か月＝保険料基準額（月額）   

保険料概算額（素案時点） 

7，2００円程度 

○介護報酬の改定 等 

○介護給付準備基金等の活用 

第 7期 

保険料概算額（素案時点） 

７，3００円程度 

     ※下記要因を踏まえ今後改めて決定します。 

《第１号被保険者の保険料基準額の算定方法》 

＜今後の影響要因＞ 

○介護報酬の改定 等 

○介護給付準備基金の活用 

《第８期の総給付費》 

第８期の総給付費 

《第８期の介護保険料基準額（月額）》 

保険料基準額 

6，2００円 

 第８期介護保険料基準額（月額）の試算 

33,158人 32,397人 32,352人 32,393人 31,056人 29,899人
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＜推計値＞
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５．令和７（2025）年、令和 22（2040）年のサービス水準等の推計 

  第８期介護保険事業計画の策定にあたっては、いわゆる団塊の世代が後期高齢者とな

る令和 7（2025）年、団塊ジュニア世代が 65歳以上となる令和 22（2040）年を見据え

て、中長期的な視野に立った施策の展開を図ることが必要であり、新宿区における令和

7（2025）年、令和 22（2040）年のサービス水準等を推計しますが、現在試算中です。 

  なお、国が試算する全国ベースの推計値についても現在推計中です。 

   

 

図表50 国が試算する令和７（2025）年、令和22（2040）年のサービス水準等の推計 

（全国ベース） 

 

 令和 2年（2020）年 令和 7（2025）年 令和 22（2040）年 備考 

給付の総費用 約１２．４兆円 約２１兆円 
 

約２倍増 

保険料 ５，８６９円 
８，２００円程

度 

 約２，７００円

増 

 

 

  

現在推計中 
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第６節 低所得者等への対応 

１．施設サービス及び短期入所サービスの負担額の軽減 

 施設サービスや短期入所サービスを利用する際の居住費（滞在費）・食費について、

住民税非課税世帯等の要件に該当する場合に、所得に応じた自己負担限度額を設け、低

所得者の負担軽減を図ります。 

 

２．高額介護（予防）サービス費 

 １か月に受けた介護保険サービスの世帯の利用者負担の合計額が所得等に応じた上限

額を超えた場合、その超えた額を高額介護（予防）サービス費として支給します。 

 

３．高額医療合算介護（予防）サービス費 

 医療保険及び介護保険の世帯の利用者負担の合計額が著しく高額になる場合に、１年

間の限度額を設け、その限度額を超えた場合、その超えた額を高額医療合算介護（予

防）サービス費として支給します。 

 

４．社会福祉法人、介護保険サービス提供事業者による利用者負担額軽減 

 生計が困難な方を対象に、登録された社会福祉法人等の提供する介護保険サービスの

利用者負担額等の軽減を行います。 

 

５．高齢者夫婦世帯等の居住費（滞在費）・食費の軽減 

 住民税課税世帯であっても、高齢の夫婦ふたり暮らし世帯などで、一方又は双方が介

護保険施設に入所した場合に、世帯員及び配偶者の合計所得金額と課税年金収入額の合

計から、施設入所にかかる費用を控除した額が 80 万円以下であるなどの要件に該当す

る場合には、上記１の軽減を行います。 

 

６．旧措置入所者への対応 

介護保険制度の施行以前から介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）に入所してい

た方（旧措置入所者）に、従前の費用徴収額を上回ることのないよう負担軽減措置を設

けています。 
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７．通所系サービスにおける食事費用助成 

 区の独自施策として、住民税非課税世帯の方を対象に、登録された区内通所系サービ

ス事業所を利用する場合、1日あたり 200 円の食事費用を助成します。 

 

８．高額介護（予防）サービス費等の貸付 

 高額介護（予防）サービス費が支給されるまでの間や、償還払いの特定（介護予防）

福祉用具購入、（介護予防）住宅改修のサービス利用の際に生じる一時的な全額負担の

支払いが困難な場合に、保険給付されるまでの間、資金の貸し付けを行います。 

 

９．境界層該当者への対応 

 介護保険制度においては、介護保険料や施設サービス等の居住費・食費の自己負担限

度額、高額介護（予防）サービス費の利用者負担上限額について、本来適用されるべき

基準を適用すると生活保護を必要とするが、それよりも低い基準を適用すれば生活保護

を必要としない状態となる方（これを「境界層該当者」という）については、その低い

基準を適用とすることとしています。 
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第５章 

計画の推進に向けて  
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第５章 計画の推進に向けて 

第１節 計画の推進体制 

１．新宿区高齢者保健福祉推進協議会の運営 

「新宿区保健福祉計画・介護保険事業計画」（平成 12 年３月）の策定後、「新宿区高

齢者保健福祉推進協議会設置要綱」に基づき、学識経験者、公募により選出された区民

代表、弁護士、保健・医療・社会福祉関係者からなる「新宿区高齢者保健福祉推進協議

会」を平成 12（2000）年７月に設置し、運営しています。 

本計画についても引き続き、同推進協議会において、計画の進行管理、点検を行い、

次期計画（令和６年度～令和８年度）の策定に向けた見直しを行っていきます。 

 

２．新宿区高齢者保健福祉推進会議等の運営(庁内体制) 

計画の効果的な取組を推進するため、庁内の体制として「新宿区高齢者保健福祉推進

会議」「新宿区高齢者保健福祉計画連絡会議」「新宿区高齢者保健福祉計画調整部会」を

運営していきます。「新宿区高齢者保健福祉推進会議」は、区の高齢者保健福祉施策に係

る総合調整を行います。「新宿区高齢者保健福祉計画連絡会議」及び「新宿区高齢者保健

福祉計画調整部会」は、「新宿区高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画」の推進

に向けた関係部署との情報の共有化を図り、計画の推進に向けて取組を進めていきます。 

 

新宿区高齢者保健福祉推進協議会等と区の庁内会議体制との関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

学識経験者等からなる会議体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新宿区高齢者保健福祉 

推進協議会 

新宿区高齢者保健福祉 

推進協議会作業部会 

区の庁内会議体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新宿区高齢者保健福祉 

推進会議 

新宿区高齢者保健福祉 

計画連絡会議 

新宿区高齢者保健福祉 

計画調整部会 

提示・報告 

意見・報告 
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第２節 高齢者保健福祉施策の総合的展開と支援体制づくり 

新宿区では、地域包括ケアシステムの実現に向けて、高齢者保健福祉施策の総合的展

開と高齢者総合相談センターの機能の充実を図ります。そのため、新宿区役所内に設置

されている「基幹型高齢者総合相談センター」が、10 所の地域型高齢者総合相談セン

ターへの後方支援や総合調整等を行い、高齢者総合相談センターにおける相談体制の充

実や地域ネットワークの構築を進めていきます。（※柏木高齢者総合相談センターは令

和３年１月開所予定。） 

また、高齢者総合相談センター（地域包括支援センター）の適正な運営、効率・中立

性の確保などを図るため、福祉・医療の専門家、介護保険サービス利用者、介護保険サ

ービス事業者、福祉・医療関係職能団体の構成員など、15 人で構成される「地域包括

支援センター等運営協議会」（平成 17 年 10 月設置）を引き続き運営していきます。 

 

第３節 国・東京都への要望 

区では、介護保険事業及び高齢者保健福祉施策の円滑な実施のため、財源の確保や制

度の改善のために必要な事項に関する要望を国や東京都に対して行っていきます。 

また、今後の人材不足が予想される介護人材の確保・育成に関する事項についても、

問題点の指摘や要望を行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 


